
表紙の絵「運河のほとり」 会沢文朗
第41回「日展」へ出展された作品を掲載いたします。（表紙装丁は鈴木 新氏）

ベルギーのゲントは，歴史的な石造りの建物を縫うように運河がめぐり，建物にはレストランやカフェとして今も人々

の営みがあり，歴史的な時間と現代が融合している風景である。新緑の木々は春の到来を喜んでいるようで，爽やかな

風が吹きぬけている。

時論

2 シンビオティックな社会の構築
を目指して
科学技術と人・社会・環境との関わりにおい

て望ましい共生とは何か。 吉川榮和

解説

20 世界の高速炉サイクル技術開発
の動向（第 2回）―各国のナトリウ
ム冷却高速炉サイクル技術開発の現
状と展望
各国が注力して開発を進めているナトリウム

冷却高速炉。今回はロシアやインド，中国，米
国，韓国，フランス，そして日本の現状と今後
について，関連する核燃料サイクルを含めてよ
り掘り下げて紹介する。

三島嘉一郎，齊藤正樹，永田 敬

37 ナチュラルアナログ；自然に
学ぶ地層処分―数万年先を予測する
工学技術とは？（第 2回）
地下環境の長期的なバリア機能を把握するた

めには，地球化学プロセスの“ナチュラルアナ
ログ”による現象理解が不可欠である。

北山一美，佐藤 努，吉田英一

講演

43 JCO事故後に原子力事業者が取り組
んで来た活動―「2010年春の年会」原
子力発電部会企画セッション講演報告
JCO事故以降，原子力事業者は安全文化の

醸成活動，ピアレビュー活動，品質マネジメン
トシステムの導入などに取り組んできた。

原子力発電部会

巻頭言

1 核兵器のない世界に向けて次の
知恵と行動を 田上富久

シリーズ解説
我が国の最先端原子力研究開発

No．22 理化学研究所（第 1回）

14 放射光の現状と将来―光の性能へ
高まる要望と技術革新
我が国の放射光は，強いX線から高輝度

ナノビーム，さらにX線自由電子レーザーへと，
その利用が拡大しつつある。その放射光はこれ
まで，どのような役割を果たしてきたのだろう
か。これからはどうなるのだろうか。

高田昌樹，山本雅貴，石川哲也

報告

47 原子力レアメタル利用の可能性
―「核燃料サイクルの物質・放射線
利用」研究専門委員会
原子力施設で利用あるいは発生したレアメタ

ルを利用するためには，どのような課題を克服
しなければならないか。 藤井靖彦

連載講座 実験炉物理：未来へのメッセージ
次世代の安全基盤の確立に向けて（２）

57 臨界安全と未臨界度測定
「臨界安全」とは何か。未解決の「未臨界度の
絶対測定」とはいかなる技術なのか。ここでは
パルス中性子法，ミハルゾ法，３次中性子相関
法の測定原理と測定例を示す。 山根義宏
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会議報告

67 中国の原子力発電への熱気
藤井澄夫

学会誌ホームページはこちら
http : //www.aesj.or.jp/atomos/

4 NEWS

●産構審部会が産業ビジョン
●原子力部会が報告書 推進行動計画を承認
●ヨルダンと原子力協定交渉開始
●経産省，国内原子力発電所保安活動を評価
●中国電に島根原子力保守管理で行政処分
●保安院，規制課題で産業界とも意見交換実施へ
●保安院が「原子力安全規制情報会議」を開催
●日印政府，協定交渉を開始
●関西電力・美浜１号40年目以降も運転へ
●「原子力産業セミナー2010」を12月に東京，大阪で開催
●ロシア ATOMEXPO 2010に原産協会が参加団
●超伝導体への磁気注入に世界で初めて成功
●海外ニュース

連載講座 ICRP新勧告―新しい放射線
防護の考え方と基準（６）

62 緊急時被ばく
ICRP2007 年勧告

では緊急時被ばく状
況における放射線防
護について，総合的
な防護戦略を考える
中で最適な一連の防
護措置を決定すると
いう新しいアプロー
チをうちだした。

本間俊充

ATOMOΣ Special
世界の原子力事情（９） アジア編

52 中国の原子力事情―目覚しい発展を
続ける原子力開発

中国では現在，21基の原発が建設中である。
中山 元

委員長あいさつ／委員紹介

83 編集委員長あいさつ／委員一覧

84 部会等運営委員長あいさつ／委員
一覧

85 企画委員長あいさつ／企画委員一覧

ジャーナリストの視点

72 核燃サイクルの現場から
西川 迅

19 From Editors
79 会報 原子力関係会議案内，主催・共催行事，人事

公募，奨学基金寄付者，平成23年度奨学生募集要項，

英文論文誌（Vol.47, No．9）目次，和文論文誌（Vol.9,

No．3）目次，主要会務，編集後記

Relay Essay ドナウ川の畔から（４）

68 ブラヴォー，ウィーン生活！
渡辺泰人

定点“感”測⑫

69 もんじゅの運転再開の日を迎えて
橋本昭三

お知らせ

73 「2010年秋の大会」の見どころ

70 記事企画の努力の成果が見られたこの 1年
１年間のWebアンケート結果を横断的にまとめました。

小林容子



2010年の核不拡散条約（NPT）再検討会議が終わった。

閉幕ギリギリまでの交渉の結果，決裂だけは避けたいという各国の“最低限の合意”によって，最終文書は

なんとか採択された。しかし，その内容は「核兵器のない世界」に向けて新しい取り組みを始めようという“意

欲的な合意”を期待した被爆地にとっては，決して満足できるものではなかった。

NPT体制は，「核軍縮」「核不拡散」「核の平和利用」を３つの柱とする条約である。これは，1970年当時，

核保有国であった米・ロ・英・仏・中の５か国にだけ核兵器の保有を認めるという意味では，明らかに不平

等な条約であるが，“持ってしまった核兵器”が世界を破滅させないようにするための当面の方策として，人

間のギリギリの知恵が生み出したルールでもある。

しかし，現実には条約発効から40年の間に，インド・パキスタンがNPT非加盟のまま核兵器を持ち，同

じ非加盟のイスラエルも事実上の核保有と言われている。加盟国の中でも，北朝鮮は核兵器を製造して一方

的にNPT脱退を宣言し，イランはNPTのルールを逸脱して核兵器の保有志向が疑われている。NPT体制

は，核兵器保有国が十分な削減努力を怠っている間に，現実として，ほころんできているのである。

世界は，次のステップに進むための新しい知恵，新しいルールを必要としている。

私は，NPT再検討会議のNGOセッションでのスピーチで，「核兵器禁止条約」への努力を訴えた。国際

NGOの主導で起草され，1997年にコスタリカが国連に提出，2007年には改訂版が国連に提案された「モデル

核兵器禁止条約案（mNWC）」は，核兵器廃絶に向けた総合的・具体的な国際条約案である。NPTの不平等

性から脱却しており，インドなどのNPT未加入国が加入する可能性も高い。潘基文国連事務総長も2008年

10月に開催された「気運を掴む―大量破壊兵器及び軍縮にかかる新たな東西合意を築くための打開策」と題さ

れたシンポジウムの中で，「核兵器のない世界」を「世界的な公益」と位置づけたうえで，核兵器禁止条約への

支持を表明している。

テロ組織に核兵器が渡る危険性も含めて，世界の状況を冷静に考えれば，世界には次のステップに進むの

をためらう時間的余裕はない。一日も早く「核兵器禁止条約」成立に向けて，国連の場で具体的な取り組みを

始めてほしい。そして，日本政府にはぜひそのリーダーシップを取ってほしい。

また，核の傘の中にいて核兵器廃絶を訴えるという“被爆国（地）のジレンマ”を越えるため，「北東アジア

非核兵器地帯」の創設についても，政府は昨年の民主党マニフェストに記載したとおり，検討を始めるべき

である。

核兵器は造るべきではなかった。もちろん使うべきではなかった。しかし，現実に持ってしまい，そして，

使ってしまった。さらに，再び使う可能性さえ残っている。この現実を乗り越えるために，世界は次の知恵

を行動に移す時を迎えている。

（2010年 ７月５日 記）

巻
頭
言

核兵器のない世界に向けて次の知恵と行動を

長崎市長

田上 富久（たうえ・ともひさ）
1956年生まれ。九州大学法学部卒業後，長崎
市役所入所。長崎市観光部観光振興課主幹，
長崎市企画部統計課長を経て2007年４月から
現職。
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1．シンビオ社会研究会の設立趣旨と経緯
“科学技術の急速な進展は人々の生活の利便性向上の

反面で，事故による災害や，大量生産・大量廃棄による

資源の枯渇や環境破壊で人類文明存続に危惧が生じてい

る。科学技術の人・社会・環境との調和ある発展，社会

の安全と安心の確保は21世紀の重要課題である”。

これは，京都大学が1996年４月に設立したエネルギー

科学研究科の設立趣意の一節である。このような問題意

識のもとに，21世紀のエネルギー問題を克服していこう

という意気込みである。そこでは必然的に，科学技術，

人，社会，環境の融和による共生の理念が求められる。

同時に，その実践方法が描き出されなければならない。

1998年４月に，エネルギー科学研究科のエネルギー社

会・環境科学専攻に，「エネルギー社会システム計画」講

座が，時限３年の寄付講座として設置された。これを機

に同専攻では，大学と社会が「エネルギーと社会・環境

の関わり」をともに考える場としてシンビオ社会研究会

を発足させた。

３年後，寄附講座の終了に伴い，シンビオ社会研究会

は任意団体としてその活動を継続することになった。そ

して，2006年12月には，特定非営利活動法人に発展的に

衣替えし，より広く社会に間口を広げて，シンビオ社会

の研究会を続けて行くことになった。寄附講座時代から

数えれば13年目の活動に入った。

シンビオ社会研究会は，科学技術の人・社会・環境と

の関わりを，特に「共生社会のヒューマンインタフェー

ス」の視点から再構成することを課題としている。すな

わち，高度に複合化した現代社会では，科学技術と人・

社会・環境との関わりにおいて望ましい共生（シンビオ

シス）関係を生成しなければならない。そのために，科

学技術と人・社会・環境との関わりあいがもたらす「も

の」と「こと」について，人の原理を中心にしたヒューマ

ンインタフェースの観点から再構築をしていく。共生社

会の課題を，立場の異なる様々な人々が共考して，相互

理解し，それぞれの人々が絆を深めて，心豊かに人生を

享受できることを実感できるようにする。社会啓発，研

究調査，国際協力が活動の３本柱である。

シンビオ社会研究会は，まず国内の活動から始めた。

その主な成果には，地球温暖化ガス排出削減に係る技術

開発や社会政策に関した一般公衆への問いかけ（社会啓

蒙書２冊の出版）に始まり，高レベル放射性廃棄物処理

処分についての IT利用のリスクコミュニケーション，

IT利用の計算機化デイベート支援システム開発とその

大学・高校教育への適用，学習理論による原子力組織の

安全文化醸成などの研究調査，技術的リスクと心理リス

ク双方の方法論を俯瞰する「新リスク学ハンドブック」出

版（2009年６月）がある。また，毎年３月上旬に「エネル

ギー環境問題の国際動向」に関する講演会を開催してい

る（関西原子力懇談会および日本原子力学会関西支部と

の共催）。また，ヒューマンマシンシステム研究部会と

は「原子力発電所ヒューマンマシンシステム研究に関す

る技術交流会」で協力している。さらには，2007年から

『国際カフェサロン』を開催し定着してきている。国際カ

フェサロンでは，日本に滞在中の外国人有識者を講師に

招き，外国人から見た日本人，日本文化への率直な感想

の講演を中心に意見交換している。

NPOとして出発した当初の目玉として，第１回「21世

紀の共生型原子力システムに関する国際会議（ISSNP

2007）」を開催した。この国際会議を通じて得られた情報

や人のつながりは，本会のその後の展開に少なからぬ影

響を与えてきた。ISSNP2007は2007年７月９～11日に，

敦賀市の若狭湾エネルギー研究センターで多数の参加者

をえて開催し成功を収めた。ISSNP2007期間中に，中国

から参加のハルピン工程大学関係者から，同大学での第

２回目（ISSNP2008）の開催を要請された。この時から，

シンビオ社会研究会は中国を舞台とした国際協力に足場

を広げたのである。筆者は2007年９月，ハルピン工程大

学に特別招聘教授として入った。その前後から，シンビ

オ社会研究会は2008年９月に中国ハルピンで開催された

ISSNP2008に全面的に協力した。なにせハルピン工程大

学ではこのような規模の国際会議の経験はなく，お互い

に苦労する点も多かったが，なんとか予定通りの開催に

漕ぎ着けた。そのようななかで築かれた人間関係そして

絆は，シンビオ研究会がさらに発展していく上での礎と

吉川 榮和（よしかわ・ひでかず）
特定非営利活動法人 シンビオ社会研究会
会長
京都大学大学院工学研究科修了（工学博
士）。動力炉・核燃料事業団FBR本部副主
任研究員、京都大学教授を経て、2006年より
現職。京都大学名誉教授。『新リスク学ハ
ンドブック』（三松出版）などの著書あり。

シンビオティックな社会の構築を目指して
時論

518 時 論（吉 川）

（ 2 ） 日本原子力学会誌, Vol. 52, No. 9（2010）



なった。

翌2009年５月には，中国ハルピン工程大学から中国原

子力界向けの英文専門誌の編集発行での協力が要請さ

れ，国際ジャーナル発行にも取り組むことになった。結

果，「International Journal of Nuclear Safety and

Simulation」（IJNS）という英文誌を，2010年より年４回

刊行している。シンビオ社会研究会は電子ジャーナルを

発行し，ハルピン工程大学はそのコンテンツを雑誌とし

て印刷頒布するという役割分担である。これまで ISSNP

シリーズ開催の縁で生まれた人的ネットワークを生か

し，平成22年３月末に創刊号，６月には第２号を電子

ジャーナルとして発行した。英文国際ジャーナル IJNS

の発行は現在，中国では原子力関係の専門英文誌がない

ので情報発信媒体としての意義が大きい。中国政府の認

可が当面の目標だが，認可取得のためには２年以上の発

行実績が必要条件である。今後，中国では，中国原子力

発電の急速な伸びが見込まれる。その安全性確保と向上

に対しては，シンビオ研究会としても貢献できることを

目指している。同時に，IJNS 発行においては，日本の

原子力界の方々の投稿や協力をお願いしたい。

2．2つのリスクコミュニケーションの図式から我
が国原子力事業への提言

筆者は「２つのリスクコミュニケーションの図式」を提

唱している。これは，「学習理論による原子力組織の安

全文化醸成」（JNES事業，研究代表者：杉万俊夫京大教

授）の研究活動の一環として提案したものである。要点

は次のようなものである。

リスクという言葉が，原子力関係者とそれ以外では異

なって認識されている。原子力関係者が用いるリスク

は，確率論的安全評価法（PSA）で代表されるような客観

的な科学的リスクである。このようなリスク評価によっ

ては，いくらこれで安全性が高いと一般社会に説得して

も，一般社会の人々はそういう事故がいつかはきっと起

こるに違いないと考える傾向が見られる。それをわれわ

れは誤解であると考える。原発で日々発生する大小様々

なトラブル報道は，その時々の社会風潮やマスコミの報

道ぶりで心理的かつ主観的な不安感を助長する。そのこ

とで原子力の社会的受容性が左右される。

一般社会のこのような心理的かつ主観的な不安感（心

理的リスク）をなくす科学的リスクの伝え方には，それ

を�ゼロと思わせるようにする，もしくは，�実際に限

りなくゼロに近づける努力ぶりと実績を示す。�は，ま

やかしであり論外である。したがって，�しかないのだ

が，トラブル発生のたびにその再発防止のため品質保証

活動強化を強制すれば，それはまさに規制強化になる。

その結果として，原子力組織に規制対応の文書業務を増

加させる。規制報告のファイルが増える一方で，現場を

知らない技術者，現場に出かける時間のない技術者が増

えるのではないだろうか。

「２つのリスクコミュニケーションの図式」の要は，再

発防止から一歩進めて，むしろトラブル発生の未然防止

活動に組織的に取り組むことを勧める点にある。それに

よって，社会と組織内のリスクマネージメントのインタ

フェースとなるリスクコミュニケータを育成する。コ

ミュニケータは，社会の心理的リスク感の動向を把握し

て組織にフィードバックし，当然ながらその逆も行う。

こうして“２つのリスク”つまり，原子力界の考えるリス

クと一般社会の捉えるリスクを繋ぎ融和させ共有感を醸

成する。そのことで，コミュニケータを媒介として，組

織が一体化してリスクを低減させ，トラブルの未然防止

活動に取り組んでいく。そしてそのことが一般社会にも

伝わりやすくなり，透明感を増すことになる。

この図式をもとに，中越沖大地震に襲われた東電柏崎

刈羽原発の運転再開に係る原子力発電技術調査委員会を

めぐる状況の分析を行った。この調査委員会は，東電，

原子力安全委員会，原子力安全・保安院の担当者と，新

潟県の意向で原子力慎重派も含めて招聘された調査委員

からなる。委員会での審議は，市民やメデイアに公開し

て数十回を超えて開催された。委員会審議の経過をその

背景を含めて分析し，国際会議でその成果を発表した。

最近，UAEへの原発輸出において，我が国の企業が

韓国の官民一体となった猛烈な売り込みに攻勢の前に敗

退したことが話題である。韓国は中越沖大地震で停止し

た東電柏崎刈羽原発をもって，�日本の原発は地震に弱

い，�日本の原発の稼働率は６割程度と効率が悪い，�

日本の原発はちょっとしたトラブルでもすぐに運転再開

できないが，韓国では１日で再開できると宣伝したとい

う。UAE原発受注競争で韓国が挙げたなかでも，日本

の原発はちょっとしたトラブルでも運転がすぐ再開でき

ないという背景には，保安院および安全委員会による許

可だけではそう簡単には事態が打開しないということが

ある。そこには，原子力事業者が地域との共生のために

交わしている安全協定という我が国独特の紳士協定があ

る。

その一方，原子力安全委員会は，立地地域の了解を得

るのは原子力事業者の一義的責任としている。柏崎刈羽

原発の運転再開は，我が国の原発の稼働率向上と地球温

暖化ガスの排出量削減に寄与する。新潟県技術委員会の

席上での東電関係者のリスクコミュニケータとしての奮

闘と粘り強い努力を多とする次第である。その事情は，

なにも東電関係者に止まらず，電力事業各社を始め広く

原子力界が共有すべきことであると思う。そのために

も，技術と社会のシンビオティックな関係を構築するた

めの理念と方法論が多様な視点から開発され共有される

ことを期待している。

（2010年 ７月25日 記）

519シンビオティックな社会の構築を目指して

日本原子力学会誌, Vol. 52, No. 9（2010） （ 3 ）



産構審部会が産業ビジョン 原子力システム輸出を 法制度の整
備支援も

経済産業省の産業構造審議会産業競争力部会（部

会長＝伊藤元重・東京大学経済学研究科教授）は６

月１日，日本産業の今後のあり方を示す報告書「産

業構造ビジョン」を取りまとめた。政府が今後，取

りまとめる「新成長戦略」を見据え，２月より計６回

にわたり，産業界の重鎮ら参画のもと議論してきた

もの。

今回，まとめられた最終版では，前回会合での骨

子案に対し，意見公募なども踏まえ，「世界の主要

プレーヤーと市場の変化に遅れた日本産業の『行き

詰まり』を直視」，「戦後成長の『成長の神話』からの

脱却」といった視点から，「産業構造の転換」，「企業

のビジネスモデル転換の支援」，「『グローバル化』と

『国内雇用』の二者択一からの脱却」，「政府の役割の

転換」からなる政府・民間を通じた「四つの転換」を

冒頭に掲げ，「国を挙げて産業競争力強化に乗り出

す」姿勢を打ち出した。

その上で，今後の産業構造転換の方向性として，

まず，「インフラ関連／システム輸出」，「環境・エ

ネルギー課題解決産業」，「文化産業」，「医療・介護・

健康・子育てサービス」，「先端分野」を成長を牽引

する戦略５分野に掲げたほか，これらを支える主要

産業として，製造業，エレクトロニクス・IT 産業，

エネルギー産業について，今後の方向性とアクショ

ンプランを述べている。また，各分野・業種間の横

串的な議論を踏まえ，日本のアジア拠点化，人材力

強化など，９項目の横断的施策を示した。

（資料提供：日本原子力産業協会）

原子力部会が報告書 推進行動計画を承認 国内外の積極方策示す
総合資源エネルギー調査会の第２５回原子力部会

（部会長＝田中知・東大院教授）が６月４日，経産省

で開かれ，同省が報告書（案）「原子力発電推進行動

計画―安全と信頼～世界の原子力新時代における日

本の挑戦」を提示し，３月から４回にわたって審議

してきた内容を取りまとめ，了承した。

鳩山由紀夫首相の退陣を受けて，同日午後の衆参

各本会議で，民主党の菅直人副総理・財務相の首相

指名を前に，会議の冒頭，増子輝彦・経産副大臣が

挨拶し，「政権が変わっても，政策は継続されてい

く。報告書の題名には『安全と信頼』をあえて付け加

えさせてもらった。エネルギー基本計画や政府の成

長戦略の大きな柱となるものだ」と語った。

報告書では具体的な取組として，�新増設・リプ

レース，設備利用率の向上等を推進するための基本

的取組，�立地地域住民や国民との相互理解と立地

地域における地域振興，�科学的・合理的な安全規

制の充実に向けた対応，�核燃料サイクルの早期確

立と高レベル放射性廃棄物処分等に向けた取組の強

化，�ウラン燃料の安定供給に向けた取組の強化，

�原子力の国際的課題への対応 を挙げた。

２０２０年までに９基の原子力発電所の新増設と設備

利用率約８５％（現状約６０％），２０３０年までには少なく

とも１４基以上の新増設と設備利用率約９０％の実現を

目指すとしている。

燃料サイクルについても，原子力発電の優位性を

さらに高めるものとして，「確固たる国家戦略とし

て，引き続き着実に推進する」と強調しているほか，

原子力産業の国際展開を積極的に進めていくこと

は，我が国の経済成長のみならず，世界のエネルギー

安定供給，地球温暖化問題，さらには原子力の平和

利用の健全な発展にも貢献する，との意義を強調し

ている。稼働率の向上や，既設炉の有効活用を図る

方針も確認した。 （同）

このコーナーは各機関および会員からの情報をもとに編集してい
ます。お近くの編集委員（目次欄掲載）または編集委員会 hensyu@
aesj.or.jp まで情報をお寄せ下さい。資料提供元の記載のない記事
は，編集委員会がまとめたものです。
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ヨルダンと原子力協定交渉開始 第 1回をアンマンで
原子力発電導入を目指すヨルダンと日本政府は６

月１３日，日ヨルダン原子力協力協定の第１回締結交

渉をヨルダンの首都アンマンで行った。

日本から小泉勉・外務省不拡散・科学原子力課長

を交渉団長に関係省庁の関係者が，ヨルダン側から

カマール・アーラジュ原子力委員会副委員長を交渉

団長に関係者が出席した。

原子力の平和利用に関する協力を推進することを

目的に，原子力協定の締結に向け，今後の取り進め

方について議論したほか，協定内容に関する協議を

行った。同国との原子力協力では０９年４月，東京で

石田資源エネルギー庁長官とスハイル・アル・アリ

計画・国際協力相が，経産省とヨルダン原子力委員

会との間の原子力発電協力の枠組みを定めた合意文

書に署名している。

ヨルダンは２０３０年にエネルギー自給率１００％を目

標とし，また，水不足解消を図る海水淡水化のた

め，２０１９年に１基の原子力発電所の運転開始を目指

している。

（同）

経産省，国内原子力発電所保安活動の評価を発表 新検査制度下
で試行

経済産業省の原子力安全・保安部会「検査の在り

方に関する検討会」（委員長＝関村直人・東京大学工

学系研究科教授）は６月１４日，国内原子力発電所の

保安活動の状況を客観的に評価する「保安活動総合

評価」を取りまとめた。０９年度より本格運用を開始

した新検査制度の実効性向上を目的に試行されたも

の。

具体的な評価は，発電所で発生した事故故障，検

査で指摘された事項等に関する影響ごとに，安全機

能，放射線影響，品質保証の観点から，「蠢」～「蠹」

の５段階（逸脱・リスクの重い順）に区分した「安全

重要度評価」（SDP）と，安全性にかかる運転状況を

計画外停止回数などの運転実績指標を用いて，「レ

ベル１」から「レベル３」および「安全運転上の問題な

し」（同）に区分した「安全実績指標評価」（PI）の２つ

を組み合わせ，各号機ごとの保安活動の総合評価を

導く。

総合評価は，「課題は見いだされなかった」，「軽

微な課題が見いだされた」，「課題が見いだされた」，

「重要な課題が見いだされた」，「許容できない課題

が見いだされた」の５段階で，「課題が見いだされ

た」，「重要な課題が見いだされた」，「許容できない

課題が見いだされた」の評価となった号機について

は，抽出された課題内容を，次年度の検査・審査計

画に反映することとしている。

このほど，取りまとめられた０９年度試行結果で

は，「課題は見いだされなかった」と「軽微な課題が

見いだされた」が２９プラント，「課題が見いだされた」

と「重要な課題が見いだされた」が２３プラントで，「許

容できない課題が見いだされた」はゼロだった。保

守管理不備が問題となっている中国電力島根１，２

号機は評価留保となっている。原子力安全・保安院

では，今回の試行結果について，保安活動は「概ね

適切に維持・運用管理されている」などとしてい

る。

本制度については，評価方法の充実など，高度化

を引き続き行っていくことが重要との考えから，今

後３年程度，さらに試験的運用を実施し，より精緻

化を図っていく。

（同）

経産省 中国電力に行政処分 島根原子力保守管理不備で
経済産業省は６月１５日，中国電力島根原子力発電

所で判明した保守管理不備を受け，原子炉等規制法

に基づき，再発防止対策を明確化するよう，保安規

定の変更命令を発出した。これにより，保安規定の

変更が認可されるまでの間，同１，２号機は運転で

きないこととなる。これに先立ち１１日，直嶋正行経
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産相は，同社・山下�社長を東京・霞ヶ関の同省庁

舎に呼び寄せ，同社に対し，大臣名文書による厳重

注意処分を行うとともに，処分内容を通知した。

今回の保守管理不備問題で，中国電力は３日，去

る３月末から実施してきた点検実績調査の最終報告

で，島根１，２号機の点検周期を超えている機器数

が５１１か所，点検計画表と実際との不整合が１，１６０か

所あったとし，再発防止の検討を報告している。こ

れに対し，原子力安全・保安院は，同社の事案を受

けた対応は「適切なもの」と評価する一方，点検計画

表の策定段階，実施段階，反映段階のそれぞれに問

題があり，実態との乖離が生じ，保守管理体制と品

質保証システムが十分に機能せず，法令に基づく発

電所保安規定に反し，原子力に対する国民の信頼を

損なうこととなったとしている。

（同）

保安院，規制課題で産業界とも意見交換実施へ 10月に原子力安
全規制情報会議

経済産業省の原子力安全・保安部会基本政策小委

員会（委員長＝北村正晴・東北大学名誉教授）は６月

２１日，今年２月に取りまとめた「原子力安全規制に

関する課題の整理」への取組状況について，原子力

安全・保安院より報告を受けた。その中で，保安院

は今後，産業界とも積極的に議論を展開していく方

向を示した。

同小委員会は，「課題の整理」で，安全規制を取り

巻く環境変化等をとらえ，「安全規制における経験

と知見の活用」，「規制対象の変化を見越した取組」，

「経済的・国際的な状況変化への対応」，「ステーク

ホルダー・コミュニケーションに関する取組」，「機

能的な規制機関への取組」の観点から，計４２細目の

課題を抽出した。これら規制課題に対する取組状況

を保安院が整理，報告した。

発電所新検査制度に対応した保守管理体制の関連

では，先般，島根１，２号機を除く国内５２プラント

の評価結果が公表された「保安活動総合評価」につい

て説明があり，委員からは，国際水準と比較した際

の整合性，社会から見たわかりやすさの点で，さら

に検討を行い，より制度を充実させていくべきと

いった意見があった。

産業界とのコミュニケーション活性化について

は，保安院幹部による電力総連との意見交換，「原

子力エネルギー安全月間」活動に伴う施設訪問など

がこれまでの実績として報告されたほか，今後の取

組としては，品質保証の実施状況や安全規制上の課

題に関する経営層との意見交換や，産業界と規制当

局とのラウンドテーブル・ディスカッションも近く

行うこととしている。産業界，自治体，一般消費者

など，多様なステークホルダーとの集中的議論の場

として，「原子力安全規制情報会議」を１０月７，８日

に開催し，安全規制の見直しに活かしていく。

（同）

原子力安全・保安院が「原子力安全規制情報会議」を開催― 9月
から参加受付

原子力安全・保安院は１０月７，８日の２日間，都

内で「原子力安全規制情報会議」を開催する。原子力

安全・保安部会基本政策小委員会が今年２月にまと

めた原子力安全規制をめぐる課題などに関する５つ

の視点をもとに，多様なステークホルダーが集中的

に議論する予定。内容は以下の通り。

１．開催趣旨

原子力安全規制を巡る環境の変化や原子力安全に

ついての一般社会の関心の高まりなどを踏まえ，�

規制活動における多くの課題について，原子力安

全・保安院自らが，その活動実績や活動計画につい

て公開の下で説明を行うとともに，産業界，自治体，

一般の方々等と安全への取組等についての意見交換

を行うこと，�その結果を安全規制活動の不断の見

直しに活かし，安全規制に対する一般社会の理解促

進と信頼醸成につなげることを目的として，多様な
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ステークホルダーと集中的に議論する「原子力安全

規制情報会議」を開催します。

２．実施概要

� 主催：経済産業省原子力安全・保安院

� 開催日：１０月７日（木），８日（金）９：００～１８：００

� 開催場所：経済産業省庁舎内会議室（東京都

千代田区霞が関１�３�１）

� プログラム：

①基調講演

②プレナリーセッション（保安院の１０年間の活

動や安全規制活動について論議）

③テクニカルセッション（最近の国際的原子力

を取り巻く環境の変化による我が国の安全規

制の対応，プラントの運転年数が延びること

による保守管理，また，中間貯蔵や放射性廃

棄物など新しい規制分野の拡大，さらに原子

力安全を巡る社会背景に一般社会の関心の高

まりなどの環境変化に的確に対応していくた

め，本年２月に 原子力安全・保安部会基本

政策小委員会で取りまとめられた５つの視点

（「経験と知見」，「規制対象の変化」，「国際的

な状況変化」，「ステークホルダーコミュニ

ケーション」，「機能的な規制」）を踏まえて，

規制活動における課題１０テーマについて，パ

ネラーと会場（傍聴者）と意見交換を行う。

� パネル参加（予定）

原子力安全・保安院，原子力安全委員会，原子力

関係独立行政法人，地方自治体，国際機関，大学等

教育・研究機関，学協会，電気事業者，メーカー，

報道関係者などから約５０名（１０セッション：各５

名）。

３．傍聴者の応募等

� 定員：一般参加者含め３００名程度（事前登録

制）

� 参加費：無料

� テクニカルセッションのプログラムの詳細及

び応募の仕方：９月初旬に原子力安全・保安

院 HP（http : //www.nisa.meti.go.jp/index.

html）においてテクニカルセッションの詳細

プログラムを公開しますので，こちらを 参

照していただき，参加申込みをお願いしま

す。

（資料提供：原子力安全・保安院）

日印政府，協定交渉を開始 岡田外相が「産業政策に貢献」と意義
強調

日本政府はインドと原子力協力協定締結に向けた

第１回交渉を６月２８，２９日の両日，東京都内で行っ

た。２国間交渉の開始は，岡田克也外相が２５日の記

者会見で初めて明らかにした。核不拡散条約（NPT）

に加盟せず核保有にまで至ったインドとの平和利用

協力を目指す意義について，同外相は２年前の原子

力供給国グループ（NSG）のインドへの例外的輸出

承認以降の世界的な趨勢，地球温暖化対策への貢

献，我が国のエネルギー・産業政策などへの寄与な

どを挙げ，唯一被爆国としての国民感情がある中

で，「総合判断して，非常に苦しい判断ではあるが，

協定締結をめざすことにした」と説明した。G２０ト

ロントサミットに出席していたシン・インド首相は

２７日，菅直人首相との首脳会談で，「日本との間で

協議のプロセスが始まったことを喜ばしく思う」と

述べた。

東京での２国間交渉には，日本側から北野充・外

務省南部アジア部審議官（日インド原子力協定担当

日本外務省特別代表）を交渉団長とする関係省庁の

関係者が，インド側からゴータム・バンバワレ外務

省東アジア局長を交渉団長に関係者が出席した。

今回の交渉では，日印間で，今後の取り進め方に

ついての議論のほか，協定の内容に関する協議を

行った。次回はインドでなるべく早い機会に開催す

る方針だ。

２７日（日本時間２８日）のトロントでの日印首脳会談

では，シン・インド首相が，日本が環境・エネルギー

問題といったグローバルな課題について，指導力を

発揮していることを歓迎しているとした上で，「民

生用原子力分野でもさらに協力関係を築いていきた

い。日本との間で協議のプロセスが始まったことを

喜ばしく思う」と述べた。
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これに対して菅首相は，「民生用原子力分野での

協力について，「インドによる原子力の平和的利用

のために協力できることは大いにあると思う。政府

としてもさまざまな形で協力したい」と述べた。

（資料提供・日本原子力産業協会）

関西電力・美浜 1号40年目以降も運転へ
関西電力美浜発電所１号機（PWR，３４万 kW）は

６月２８日，原子力安全・保安院より，４０年目以降の

運転に係わる長期保守管理方針の認可を受けた。同

機は今年１１月に１９７０年の運転開始から４０年を迎える

が，今回の認可により，日本原子力発電敦賀１号機

に次ぎ国内２基目，PWRでは初の４０年を超す原子

力プラントとして，運転を継続することとなる。

関西電力は，今回認可となった長期保守管理方針

の範囲内で，美浜１号機の運転を最長１０年程度とす

る方針を決定するとともに，電力の安定供給，地域

の発展に貢献すべく，後継機設置の可能性について

検討を開始することとしている。同社は昨年，法令

に基づき，美浜１号機の長期保守管理方針を含む高

経年化技術評価を実施，国に対し，これを踏まえた

保安規定の認可申請を行った。同機の高経年化技術

評価は，運転開始から６０年の期間までを仮定してい

る。

これを受け，保安院は審査を実施，運開３０年時点

での高経年化技術評価が，その後の運転経験，技術

的知見にも反映されているほか，着目すべき経年劣

化事象の抽出，機器・構造物の健全性評価，耐震安

全性評価など，同院の専門家ワーキング・グループ

による審査を踏まえ，いずれも技術的妥当性を確

認，総合的な審査の結果，その長期保守管理方針を

認可した。

（同）

「原子力産業セミナー2012」を12月に東京と大阪で開催，参加企
業を募集

原産協会は，主に大学生・大学院生を対象に，原

子力産業の理解促進を図るとともに，企業・機関と

学生の就職活動支援を目的として，２００６年度より毎

年「原子力産業セミナー」を開催している。第５回と

なる今年度のセミナーは，本年１２月１１日に東京・新

宿エルタワー３０階「サンスカイルーム」で，１２月１８日

に大阪・ハービスOSAKA地下２階「ハービスホー

ル」で開催する。

前回の「原子力産業セミナー２０１１」では，４３社（延

べ６０社，東京会場３７社，大阪会場２３社）の会員企業

によるブース展示に，全国から１，１１６名の学生が来

場した。

（同）

ロシア ATOMEXPO 2010に原産協会参加団を派遣
原産協会の服部理事長を団長とする９名からなる

参加団が，６月５～１２日までロシアを訪問した。同

団は，７～９日にモスクワで開かれたロシア最大の

原子力展示会と原子力会議「アトムエクスポ２０１０」に

参加し，服部理事長はプレナリー・セッションで講

演。また，キリエンコ・ロスアトム総裁ほかのロシ

ア原子力首脳と意見交換し，またカリーニン原子力

発電所，クルチャトフ研究所，原子力大学等の関係

原子力機関を訪問・見学した。

（同）

動画配信のご案内
原産協会では，原子力関係の情報を毎月，動画配

信（インターネット・テレビ）「Jaif Tv」として，原

産協会ホームページ（http : //www.jaif.or.jp/）か

ら，無料でお届けしている。

２０１０年６月～８月の番組は以下の通り。

・新規導入にむけて動きだしたベトナム―原子力
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（情報提供：日本原子力産業協会）

発電計画の概要―（６�１５公開）

・加速する原子力ルネッサンス―世界の原子力発

電開発―（７�１５公開）

・京都大学原子炉実験所のいま（仮題）（８�１６公

開）

（同）

超伝導体への磁気注入に世界で初めて成功―超伝導を用いた量
子コンピュータへ道を拓く

東北大学金属材料研究所の高橋三郎助教と IBM

アルマデン研究所のStuart S. P. Parkin 博士，

Hyunsoo Yang 博士，See-Hun Yang 博士，日本

原子力研究開発機構先端基礎研究センターの前川禎

通センター長の研究グループは共同で，超伝導体へ

スピンと呼ばれる磁気を注入して超伝導を制御する

ことに世界で初めて成功した。スピンとは電子がも

つ自転のような性質のことで，この超伝導状態での

スピンは，通常の状態に比べて１００万倍も安定であ

ることがわかった。

前川センター長らは１９９９年に，電気抵抗がゼロの

超伝導体を２つの強磁性体（磁石）ではさみ，超伝導

体と強磁性体の間に薄い絶縁膜を挿入した積層構造

のトンネル接合デバイスを考案。このデバイスで

は，電圧を印加することにより超伝導体にスピン（磁

気）を注入できること，磁石の相対的な向きを変え

ることにより超伝導を制御できること，それにより

大きな抵抗の変化（トンネル磁気抵抗効果）を引き起

こすことを理論的に予言しており，その実験的検証

が望まれていた。

本研究グループはアルミニウム（超伝導体），コバ

ルト鉄（強磁性体），酸化マグネシウム（絶縁体）から

なる高品位の二重障壁トンネル接合デバイスを開発

し，理論的に予言されていたスピン注入による大き

なトンネル磁気抵抗変化の観測に成功した。これ

は，スピンは超伝導体で非常に安定に存在し続けら

れることを明らかにしたもので，従来の考えを修正

するものである。この研究成果は，超高感度センサー

や量子コンピュータの量子計算デバイスへの応用が

期待される。

（参考：http : //www.jaea.go.jp/０２/press２０１０/

p１００６０７０１/index.html）

（資料提供：東北大学，日本原子力研究開発機構）

海外情報

［米国］

ウレンコ社の遠心分離工場が完成

大手濃縮企業のウレンコ社は６月２日，米ニュー

メキシコ州ユーニスで建設中だった遠心分離法ウラ

ン濃縮施設「ウレンコUSA/LES（最終処理目標

５，７００トンSWU）」が完成したと発表した。

米原子力規制委員会（NRC）の最終承認が得られ

次第，営業運転が可能となる。操業は，同社の米国

子会社のUSA/LES 社が担当。同施設は，NRCの

建設・運転一括許認可を完遂した初の事例となる。

［ドイツ］

メルケル政権，財政再建計画で
原子力事業者に課税

ドイツのA・メルケル政権は６月７日，来年から

２０１４年まで４年間の財政再建計画の中で，原子力事

業者に対し年間２３億ユーロの課税を検討しているこ

とを明らかにした。既存原子炉の運転期間を延長す

る交換条件と見られていることから，７月に公表さ

二重トンネル接合デバイスの概念図
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れる国家エネルギー計画の中で具体的な政策変更が

示される可能性に期待が高まっている。

ドイツでは国内で稼働する原子炉１７基のうち，

ネッカー，ビブリスA，イザールなど，５基の原子

炉が数年以内に法定の発電枠を使い切り，強制閉鎖

期限を迎える。稼働中原子炉の運転期間延長は現政

権の公約の一つでもあるが，国民の反原子力的な認

識をはばかり，運転期間延長の見返りに何らかの形

で拠出金を求めてくるであろうことは分析家の間で

はおおむね予測されていた。

総額８００億ドルの経費削減を目指した財政再建計

画の中で同政権は，「助成金の減額と環境保護関係

の計画見直し」の項目で，「総合的なエネルギー政策

の一環として，原子力発電所の運転期間を延長する

には負担金が必要だ」と指摘。「CO２排出量削減のた

めのコスト上乗せで電気料金が増額され，原子力発

電事業者は余剰の利益を得ることになる」と強調し

ており，「これだけでも原子力事業者への新たな課

税は正当化される」と言明した。

また，原子力発電所の廃止措置やアッセⅡ廃棄物

処分実験場の清浄化コストについても事業者が公平

に負担すべきだと説明している。

TVA，ベルフォンテ計画で環境声明
書

米アラバマ州・ベルフォンテ原子力発電所の最終

環境影響声明書（FSEIS）補足案が，６月２１日に約１

か月間の公開諮問期間を終えた。これは建設中止に

なっていた同発電所の完成計画についての判断材料

とするため，テネシー峡谷開発公社（TVA）が５月

に公表していたもの。

州北部に位置する同サイトで，TVAは１９７４年か

ら１２０万 kW級 PWRとなる１，２号機の建設を開始

したが，８８年に電力需要の低下等を理由に作業を停

止。建設許可も米原子力規制委員会（NRC）に取り

消しを要請した。その後は，同サイトの活用につい

て，いくつかのオプションを検討。０７年にはNRC

による原子力発電所の新たな許認可システムの実用

性と適性を評価するため，ニュースタート企業連合

の一員として，３，４号機となるAP１０００．２基の建

設・運転一括認可（COL）を申請している。

１，２号機用の敷地を活用する実質的な選択肢

は，�未完の１，２号機のうち１基を完成させる，

�最新型のAP１０００を１基，新たに建設する，�何

も建設しない の３種類。TVAの要請により

NRCは昨年，同発電所のオリジナルの建設許可を

復活させ，今年１月に，同許可を「建設延期状態」に

移行させた。

FSEIS は TVAがこれらの選択肢の中から最終判

断を下すために必要となる５種類の詳細調査の一つ

で，これで４種類までが完了。あとは建設に必要な

財政オプションの評価調査を残すのみとなった。

［フィンランド］

ポシバ社の HLW処分調査施設の
建設掘削が処分深度に到達

フィンランドで使用済み燃料・深地層処分の実施

主体となっているポシバ社は６月１７日，地下岩盤特

性調査施設（ONKALO）の掘削工事で最終処分深度

となる地下４２０mに達したと発表した。ONKALOで

の研究情報は２０１２年に予定している使用済み燃料処

分場の建設許可申請で必要となることから，プロ

ジェクト推進において大きな節目を迎えることと

なった。

同国では原子力発電所から出る使用済み燃料は再

処理せず，高レベル放射性廃棄物（HLW）として深

地層に直接処分する方針。電力２社の出資により設

立されたポシバ社が最終処分の研究開発や処分場の

建設・操業を実施することになっている。１９９９年に

同社が選定したユーラヨキ地方のオルキルオト

は，２０００年に同国政府が最終処分場建設サイトとし

て原則決定，翌年には議会も承認した。同サイトの

精密調査のために２００４年に着工したONKALOは，

最終的に処分施設の一部として利用されることに

なっている。

ポシバ社によると，これまでの坑道掘削と研究に

より，地上での掘削と計測で得られた理解 すな

わち，オルキルオト岩盤が処分場として適している

ということが確証された。最終処分場となる深部で

は合計５本の研究用ニッチ（短い坑道）を掘削し，岩

盤の応力や水理化学，水の浸透性などといった特性

の詳細調査を実施する。

試験・実証用の坑道２本は，処分用坑道とキャニ

スタ孔に適した岩盤量を特定し，規制要求項目を満
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たした坑道を掘削するための準備体制を示すために

掘る予定。岩盤深部ではまた，機器・メンテナンス

施設のための掘削も行う計画で，これらすべての作

業は２０１１年までに完了することになっている。

ポシバ社はすでに，深度３５０m部分で岩盤応力の

調査を始めているほか，地上では換気用建屋の基礎

工事作業に集中している。

オルキルオト 3号機で圧力容器設置

フィンランドのオルキルオト原子力発電所３号機

（OL３）の建設工事で，仏アレバ社は６月２１日，圧

力容器を原子炉建屋内に設置した。

フィンランド規制当局とのコミュニケーション不

足による建設作業の遅れ，冷却系配管の再製造など

により建設スケジュールは大幅に遅れているが，同

発電所を保有するティオリスーデン・ボイマ

（TVO）社によると，２０１３年には送電開始できる見

通しである。

この日，大型クレーンで建屋内に吊り込まれた圧

力容器の重さは４２０トンで，直径５．３m，高さは１０．６

m。これを皮切りに，冷却系配管や主要ポンプ建屋

の作業，蒸気発生器（SG）の吊り込みなど，大型重

機器の設置作業を開始し，原子炉建屋の二重コンク

リート壁打設などを含めた作業を秋までに完了する

ことになっている。

燃料の装荷は２０１２年末頃を予定しており，数か月

間の起動フェーズを経て，１３年中に送電を始める。

［スウェーデン］

議会が脱原子力撤回法案可決，既存
炉10基の建て替え可能に

スウェーデン議会は６月１７日，約３０年前に制定し

た脱原子力政策の撤回法案を賛成１７４，反対１７２の僅

差で可決した。現在稼働している原子炉１０基の建て

替えが可能になるほか，事故時に原子力事業者が支

払う賠償金額が引き上げられることになった。しか

し，同法案の発効期日は政府提案の今年８月から来

年１月１日に修正されている。票決数が伯仲してい

た点からも，今年９月の総選挙で原子力問題が争点

の一つとなることは確実。近年の調査でも引き続

き，同国国民の過半数が原子力に好意的という結果

が出ているとはいえ，反原子力の社会民主労働党が

巻き返した場合，現実に新たな原子炉建設まで漕ぎ

付けるか否かは微妙な状況だ。

スウェーデンでは米TMI 事故の翌１９８０年の国民

投票の結果を受け，２０１０年までに原子力発電所を全

廃するという方針を国会で決議。９９年にバーセベッ

ク１号機，２００５年に同２号機を早期閉鎖した。０６年

の総選挙で，１２年ぶりに社会民主労働党政権から中

道右派４党による連合政権に交代。代替電源の見通

しが立たない現状を背景に，一部与党が「原子炉の

新設を排除しない」とする報告書を作成したほか，０７

年に政府も原子炉全廃の期限を撤回するなど，徐々

に脱原発政策撤廃の機運が高まってきていた。０９年

２月になると政府は脱原子力政策の撤廃を盛り込ん

だ長期エネルギー戦略を公表し，大規模な政策転換

を決意。同年中は６月の議会承認を受けて，新規炉

の建設禁止措置撤廃法案の作成準備を進めていた。

今回の決定事項として明記されたのは，現在稼働

中の原子炉１０基に限り，既存の原子力３サイト（フォ

ルスマルク，リングハルス，オスカーシャム）での

建て替えが可能ということ。ただし，これらの建て

替え計画に国の助成金が交付されることはない。

また，原子力発電所の所有者は事故時の損害賠償

について全面的な責任を負うとし，必要な場合は，

事業者の保有資産すべてを要求されることもあり得

る。事業者が支払う賠償額は，パリ条約で１事故あ

たりの責任限度額が７億ユーロに改正されたことに

鑑み，現在の３０億クローナから１２０億クローナ（１２億

ユーロ）に引き上げられる。

［ロシア］

ロスアトム社と仏電力，原子力協力
で覚書調印

ロシアの原子力総合企業であるロスアトム社は６

月１９日，フランス電力（EDF）と原子力分野における

協力覚書（MOU）に調印した。

これは両者が今後，研究開発や原子燃料，既存炉

および建設中原子炉等の項目で協力していく枠組み

となるもの。双方の産業サイトや施設の相互訪問を

含む教育訓練，および知見を交換する基盤として機

能する。協力項目ごとに委員会を設置するほか，こ

れらを統括する戦略委員会を創設することになって
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いる。

EDFはこれまでに，米国や中国でフランス製・

欧州加圧水型炉（EPR）の売込みを行っているほ

か，英国とイタリアでは EPR建設のための合弁事

業を設立した。ロシア側としては，このように海外

展開活動の活発な EDFと連携することで，西欧そ

の他の市場に参入する狙いがある模様。

一方，EDFは昨年末にH・プログリオ氏を新たな

会長兼CEOに迎えており，同会長が目標とする保

有原子炉の稼働実績向上や運転寿命延長，世界市場

における地位の回復などに，ロシアとの協力を役立

てていくと見られている。

ロストフ 4号機でコンクリート打設

露ロスアトム社傘下の原子力発電企業であるエネ

ルゴアトム社は６月２１日，黒海北部・ボルゴドンス

ク地方のロストフ原子力発電所で４号機（１００万 kW

級VVER）のコンクリート打設を行った。

土木建築工事を請け負ったのは同２，３号機と同

じく原発建設企業であるアトムエネルゴプロエクト

社のニジニ・ノブゴロド支部で，これまでに約３００

立方メートルのコンクリートを原子炉建屋の基盤プ

レートに注入済み。同炉は２０１６年頃に営業運転を開

始し，北コーカサス統一エネルギー・システムに接

続される予定だ。

同発電所ではすでに，出力１００万 kWのVVERで

ある１号機が稼働中で，昨年１２月から試運転を開始

した同２号機（１００万 kW）の発電量は，６月１８日現

在で１０億 kWhに達した。続く３号機（１００万 kW）も

昨年１０月に着工しており，１４年の営業運転開始を目

指して建設工事中である。

［インド］

カナダと原子力協力協定に調印

インドとカナダの両国政府は６月２７日，原子力平

和利用協力協定（NCA）に調印した。カナダの原子

力産業が急成長の見込まれるインド原子力市場にア

クセスしたり，合弁事業を立ち上げる際の法的枠組

みとなるもので，双方の国内批准手続きを経て発効

する。

今回の調印は，カナダで２０か国・地域（G２０）首脳

会議が開催されたのを機に，両国首相同席の下で行

われた。NCAにより，カナダは国際原子力機関

（IAEA）の保障措置下にあるインドの民生用原子力

発電施設について協力が可能。取り引きされる核物

質や関連機器，カナダが開発した技術等は平和利用

目的となることが国際条約レベルで保障される。

また，シン首相が出発する前のインドでのブリー

フィングによると，原子力の農業，医療，工業各分

野での開発利用のほかに，放射性廃棄物管理や原子

力および放射線分野での安全確保，環境防護など，

幅広い分野で協力していくとしている。

カナダは１９６０年代～７０年代にかけて，重水を減速

材に使用するCIRUS研究炉や発電用CANDU炉１

基（ラジャスタン１号機）をインドに供給。しかし，

インドがCIRUS炉の使用済み燃料からプルトニウ

ムを抽出し，１９７４年に核実験を実施したため，翌年

から同国への原子力援助を停止していた。インド側

はその後，ラジャスタン１号機の技術をベースに自

主開発した加圧重水炉を中心とする原子力利用を推

進。０８年に原子力供給国グループ（NSG）が同国へ

の原子力資機材禁輸を解除して以降は，米国やフラ

ンスを始め，カザフスタン，アルゼンチン，ロシア

などがインドと２国間の原子力協定を締結した。韓

国とは現在交渉中であるほか，日本とも６月末から

ようやく，協定締結に向けて交渉を開始している。

［ベトナム］

ズン首相，2030年までに14基・1，500
万 kWの開発計画を承認

ベトナムのN・T・ズン首相は６月２３日，２０３０年ま

でに８サイトで原子炉１４基を運開させるとした原子

力発電長期開発計画を承認した。原子力発電所の設

計から機器の製造，建設，設置，操業および保守点

検に至るまで，ベトナム原子力産業界が徐々に参画

の度合いを深めていき，独自の管理体制および効果

的な開発利用体制の確立を最終的な目的としたも

の。さしあたり，３０年までに１，５００万～１，６００万 kW

の原子力発電所を建設し，総発電設備容量の約１割

を原子力とする計算だ。

ベトナム原子力委員会（VAEC）を改組して発足し

た原子力エネルギー機構（VAEI）によると，同計画

では３０年間を３分割し，２０１５年までの第１段階では
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初号機建設に必要なタスクを実施する。すなわち，

投資計画およびサイトの承認に続いて主契約者を選

定，プロジェクト管理要員や技術者の訓練などを行

う。また，国内原子力産業が将来的に発電所開発の

各部門に深く関わっていけるよう体制と政策を整備

する。

２０年までの第２段階では，ニントゥアン第一発電

所の建設を完了。ベトナムの初号機となる１号機の

営業運転は２０年に，同２号機は２１年に開始させる。

また，ニントゥアン第二発電所の建設工事を開始す

るとともに，後続原子力発電所のサイト選定を実施

する。

３０年までの最終段階では，原子力を同国の主力電

源の一つとして開発。設計技術のマスターを目標に

据え，諸外国のパートナーとともに設計作業に当た

り，契約総額の３～４割に相当する作業への参加を

目指す。

設備容量は２０２０年までに１００万 kW程度を商業運

転させることとし，２５年までに８００万 kWに拡大。

３０年には総発電設備容量の約１０％に相当する１，５００

万 kWとなるよう，開発を進めていく計画だ。

建設サイトとしては，ニントゥアン省の２地点を

含め，中南部のビンディン省，フーイエン省，中部

のクアンガイ省，および北中部のハーティン省の５

県に８地点を検討中。各サイトに４～６基，合計１４

基を建設するとしている。

［ブラジル］

アングラ 3号機の建設計画が始動

ブラジルの電力会社であるエレトロニュークリア

社は６月１日，同社がアングラ原子力発電所で進め

ている３号機の建設計画で，近々にも原子炉建屋の

コンクリート打設を実施すると発表した。同機はア

ングラ１，２号機に続くブラジルで３基目の原子炉

となる予定で，建設工事が順調に進めば，２０１５年に

も営業運転が開始される。

コンクリート打設の実施は５月３１日付で同国の原

子力委員会（CNEN）から送付されてきた部分的な建

設認可によるもの。エレトロ社ではいずれ，原子炉

や非安全系関連の構造物組立ても可能になるとして

おり，当面は原子炉建屋等の建設に努力を傾注す

る。

アングラ３号機の建設は１９７６年，独シーメンス社

に対する１３５万 kW・PWRの機器発注で始まった

が，同国の景気後退等に伴い８０年代半ばに中断。す

でに６億ユーロ（約６８０億円）相当の機器を購入済み

だったが，新たな計画では仏アレバ社に出力１４０万

kWの PWRを発注する。完成までの必要経費は８４

億レアル（約４，２８０億円）と見積もられている。

［国際］

GNEP，名称を IFNECに変更

国際原子力エネルギー・パートナーシップ

（GNEP）第６回運営グループ会合が６月１６日から１７

日にかけてガーナのアクラで開催された。１７か国の

パートナー国が参加し，８か国のオブザーバー国と

２つのオブザーバー国際機関が参加した。日本から

は梶田内閣府大臣官房審議官らが参加した。

会合では，GNEPの枠組みの変更について，�

名 称 を International Framework for Nuclear

Energy Cooperation（IFNEC）とする，�効率的か

つ安全・セキュリティ・核不拡散の最高水準に適合

する方法で，原子力の平和利用促進を確実にしてい

くことを目的に，参加国相互に有益なアプローチを

探求するために参加国が協力するフォーラムの提供

を基本原則とする，�参加国のコンセンサスに基づ

く招待状を受けるとオブザーバー国／機関として扱

われ，「ミッションに関する声明」を承認すると参加

国となる，�GNEPパートナー国は自動的に IFNEC

参加国となり，IFNECの活動は参加国の総意で決

定，�GNEPの執行委員会，運営グループ，作業

グループによる運営体制は IFNECでも継続される

と合意された。
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Ⅰ．は じ め に

放射光は相対論的速度を持つ荷電粒子の軌道が曲げら

れるとき，軌道の接線方向に放射される電磁波である。

かつては高エネルギー加速器内で荷電粒子からエネル

ギーを奪う邪魔者であった。しかしながら，従来のラン

プや放電管などにはない優れた光源特性をもち，真空紫

外域からX線に至る広い波長範囲をカバーすることか

ら，幅広い科学技術分野に不可欠な光源となっている。

特に最近の物質科学，生命科学研究においては，構成要

素の機能を原子・分子レベルで理解することの重要性が

非常に高まっており，それに対応可能な高エネルギー光

を供給する放射光の役割は拡大を続けている。一方で，

物質機能発現においては，構成要素間の相互作用の様態

に関する知見を得ることも重要であり，それにも放射光

は多くの寄与をしている。

本稿では，放射光源の発展をたどり，生命科学や物質

科学への応用の現状を紹介したうえで，将来を展望して

みたい。

Ⅱ．光源加速器の進化１）

1960年代に円形加速器の偏向電磁石から出る放射光の

利用研究が，高エネルギー物理学研究用加速器に寄生す

る形で開始された（これらは第一世代放射光施設と呼ば

れる）。1970年代になると放射光利用専用蓄積リングの

建設が，世界各地で進んだ。東大田無キャンパスの SOR

リングは真空紫外領域でその嚆矢をなすものであり，そ

の後，より短波長のX線領域で，フォトンファクトリー

（PF，日本），NSLS（米国）などいくつかの放射光専用蓄

積リングの建設がすすめられた。放射光利用専用蓄積リ

ングの偏向電磁石から出る放射光をもっぱら利用するも

のを第二世代放射光施設という。1980年代に入ると，ウィ

グラーやアンジュレータと呼ばれる挿入光源の試験開発

がすすめられ，そのなかでも干渉効果によって高い輝度

が達成できるアンジュレータに最適化した放射光施設建

設が計画されるようになった。これらは第三世代放射光

施設と呼ばれており，真空紫外～軟X線領域では，米

国ローレンスバークレー国立研究所でのALS，ドイツ・

ベルリンのBESSY�Ⅱ，イタリア・トリエステの

ELETTRAなどがこれに相当する。X線領域では1990

年代に欧州連合がフランス・グルノーブルに建設した

ESRFを皮切りに，米国・アルゴンヌ国立研究所の

APS，日本の SPring�８と続いた。

光増強器であるアンジュレータは，蓄積リング加速器

の直線部分に主として強磁場永久磁石による周期的交番

Present Status and Future Perspective of Synchrotron

Radiation Research : Masaki TAKATA, Masaki YAMA-
MOTO, Tetsuya ISHIKAWA
（2010年 ６月28日 受理）

我が国の放射光は独自の技術革新により，強いX線から高輝度ナノビームへと，先端光源

の実現を世界に先駆けて果たしてきた。この先端光源は，物理，化学，工学，物質科学，生命

科学，地球科学，ナノテクノロジーなど，多様な科学技術分野の先端を拓く研究開発ツールと

して活用され，科学技術の発展に貢献している。その結果，さらなる先端計測法の開発に多く

の要望が出され，今まさにX線自由電子レーザーという，未踏の光を手に入れようとしてい

る。本稿では，放射光の発展の歴史を踏まえ，放射光のサイエンスにおいて果たす役割につい

て，現状と将来を概観する。

我が国の最先端研究開発
シリーズ解説 第22回

放射光の現状と将来

光の性能へ高まる要望と技術革新

高田 昌樹，山本 雅貴，石川 哲也（独）理化学研究所・播磨研究所
・放射光科学総合研究センター
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磁場を形成し，電子ビーム軌道をこの磁場によって振動

させることによって放射光を発生させるが，干渉効果に

よってある特定のエネルギーで放射場が増強される。ア

ンジュレータは電子を通すための薄い超高真空チェン

バーの外側に磁石列を配置するものが一般的であるが，

高エネルギー加速器研究機構（KEK）で超高真空チェン

バー内に磁石列を配置する「真空封止型アンジュレータ」

が開発され，SPring�８ではX線用の標準アンジュレー

タとして採用されることになった。真空封止型アンジュ

レータでは，原理的には磁極間距離を無限小に近づける

ことが可能であり，磁場の空間波長を小さくしても電子

位置に磁場を形成することが可能となる。このことに注

目して，SPring�８とブルックヘブン国立研究所の間で

磁場の空間波長の小さなミニポールアンジュレータの共

同開発が進められ，中規模蓄積リングとミニポールアン

ジュレータの組合せでアンジュレータX線の発生の可

能性が実証された。

この成功によって，高エネルギー蓄積リングによるX

線アンジュレータ光利用から建設コストの小さな中規模

エネルギー蓄積リングでのX線アンジュレータ光利用

という，放射光施設建設の方向性の変化が起こり，スイ

ス（SLS），フランス（SOLEIL），英国（Diamond Light

Source），中国（SSRF），オーストラリア（Australian

Synchrotron）など，このコンセプトに基づく新光源が

続々と完成した。また，建設中の施設も米国ブルックヘ

ブン国立研究所のNSLS�II，スペイン（ALBA），台湾

（TPS）など多数がこのコンセプトで進められている。

アンジュレータを中心に据えた第三世代光源の建設が

始められた1990年代の半ばに，次世代光源としてのX

線自由電子レーザーの議論が始まった。自由電子レー

ザー自体の発想は1971年のMadey の提案に遡る２）。ア

ンジュレータを発光源とするキャビティを構成し，放射

場で電子ビームにマイクロバンチを形成することによっ

て，コヒーレントな放射場を発生させるものである。し

かしながら，この方式ではキャビティを構成するために

反射率の高いミラーが必要になり，それが存在しない高

エネルギー領域では実現が困難である。したがって，

Madey の方法は主として赤外領域の自由電子レーザー

に応用されてきた。

自由電子レーザーの高エネルギー化に寄与したのは，

以下に述べる 自 己 増 幅 自 発 放 射（Self�Amplified

Spontaneous Emission : SASE）原理の発見である３）。電

子ビームを長いアンジュレータに通すと，アンジュレー

タで放射された光と電子ビームの相互作用によって，電

子ビーム中に放射された光の波長と同じ周期をもつマイ

クロバンチが形成される。マイクロバンチされた電子

ビームがアンジュレータで放射する光は，前方で正の干

渉を起こし，コヒーレントな放射場を形成する。しかし

ながら，X線領域で SASE原理を用いた自由電子レー

ザーを実現するためには，エネルギー広がり，空間広が

り，角度広がりのいずれもが小さな電子ビームが必要と

なり，このためリング型加速器ではなく線形加速器を

ベースとした施設が検討された。

最初の SASE型 X線自由電子レーザーは米国スタン

フォード線形加速器センター（SLAC）で Linac Coherent

Light Source（LCLS）として計画された。これは，SLAC

で長年にわたって高エネルギー物理実験に使われてきた

２マイル線形加速器の一部を利用し，その後ろに長いア

ンジュレータを設置して，X線自由電子レーザー

（XFEL）とするものである。LCLSは2009年４月にレー

ザー飽和に到達し，それ以降，軟X線領域での利用研

究が行われているが，2010年秋からは硬X線利用研究

が開始されることになっている。

これに引き続き，ドイツ・ハンブルグのDESYで超

伝導線形加速器によるリニア・コライダーとXFEL施

設を併設するTESLA計画が策定された。この計画のリ

ニア・コライダー部分は認められず，XFELのみの施設

としてEU全体の計画となり，Euro�XFELとして2015

年ころの利用開始を目指した建設が進められている。

米国やドイツでの計画が盛んに議論されていたころ，

日本では SPring�８の運転がようやく始まり，長尺ビー

ムラインや，長尺アンジュレータなどの独自の技術開発

が進められた。真空封止型で27 mの長尺アンジュレー

タを完成させ，また１kmビームラインでコヒーレント

X線の威力を示した日本の研究者には，米国やドイツの

計画を議論する会議にしばしば出席要請があった。そこ

でXFELの可能性を認識するとともに，短周期磁場が

可能な真空封止型アンジュレータを用いたXFELのコ

ンパクト化の議論が始まることになった。その結果は，

理化学研究所で2001年からの SPring�８Compact SASE

Source（SCSS）に向けての研究開発プログラムに結実

し，その中での独自コンポーネント開発が，2006年から

の国家基幹技術としてのXFEL施設建設へと繋がって

いった。

線形加速器ベースのXFELはリング型の放射光源と

比べて設置可能なビームライン数が少ないという弱点が

第 1図 我が国の主な放射光の発展の歴史
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ある。また，SASE作用を起こすには臨界電荷量が存在

し，そのためにレーザー光強度が非常に大きくなり，多

くの場合，試料を壊しながら計測が行われるとの推量が

なされてきた。多数の利用者が同時に利用可能な，蓄積

リング型光源と類似の性格を持ち，しかもある程度のコ

ヒーレントX線を発生可能な光源として，エネルギー

回収型線形加速器（Energy Recovery Linac : ERL）を

ベースとしたものがあり，様々な提案がなされたが，最

近，蓄積リング型光源を究極的に高性能化するとERL

と同様な性能が得られることが指摘されている。

Ⅲ．生命科学研究への活用

放射光における生命科学研究は，放射光というプロー

ブを使って原子・分子レベルで生命機能を明らかにする

ことを目標とする。現状では生命活動の素過程を原子・

分子の構造を通じて解明するタンパク質の構造解析を中

心に，小角散乱やイメージングなどの手法により様々な

空間・時間分解能での研究が進められている。ここで

は，タンパク質結晶構造解析による構造生物研究の現状

を紹介する。

生命機能を実現する多種多様なタンパク質はゲノムに

記録された遺伝情報を基にアミノ酸の１本鎖として合成

される。タンパク質は，機能を発現するための複雑だが

合理的な固有の３次元立体構造をそれぞれ持っており，

その立体構造は主に結晶構造解析法により解析されてい

る。

タンパク質結晶構造解析における放射光の役割は従

来，解析が困難であった微小結晶や巨大格子結晶などへ

の“解析対象の拡大”と“構造決定の簡便化・迅速化”であ

る。特に，前者については第三世代の放射光施設 SPring

�８により実現された高輝度放射光は，タンパク質結晶構

造解析の実験手法や解析精度などに飛躍的な進歩

をもたらし，今まで回折強度不足で構造解析できなかっ

た微小サイズ結晶からの構造決定を可能にしている。

1．SPring�8が実現した放射光ビームラインの役割
“解析可能範囲の拡大”は，第三世代放射光の最大の特

徴である小さな光源サイズと高いビーム平行性を持った

高輝度放射光を発生する挿入光源装置アンジュレータが

大きな役割を担っている。

構造生物学Ⅰビームライン（BL41XU）は SPring�８の

標準アンジュレータを光源とし，水平方向と垂直方向そ

れぞれ独立な２枚の集光ミラーを採用した大強度微小

ビーム・ビームラインである。これらの組合せにより，

100 μm弱のサイズに集光された高輝度X線（1013X 線光
子�秒）が利用可能である。この高輝度X線は小さすぎ

て解析できなかった厚さ20 μmの筋小胞体カルシウム
ポンプ４）など膜タンパク質の20～30 μmの微小結晶から

の構造決定を可能にした。また，この高輝度放射光は，

良質なタンパク質結晶が得られた高電位Fe�S タンパク

質（high potential iron�sulfur protein : HPIP）５）等の電子

伝達系や加水分解酵素などについて，１Åを超える原子

レベル分解能での構造解析を可能にした。そして，X線

では不可能と思われていた水素原子の可視化にも成功し

ている８）。

一方，大阪大学蛋白質研究所は，ウィルスなど巨大な

生体超分子複合体の構造決定を目的とした，生体超分子

複合体構造解析ビームライン（BL44XU）を SPring�８内

に所有する。生体超分子複合体の結晶は，格子定数が大

きいため，通常の結晶に比べその回折強度が極端に弱

い。さらには，結晶性の低いものやX線損傷を受けや

すい結晶が多い。そこで，大阪大学蛋白質研究所はアン

ジュレータを光源として，ビームを平行化するコリメー

タミラーとピンホールを組み合わせた準平行光光学系を

採用し，格子長の長い結晶からの低ノイズデータ収集に

最適化したビームラインを建設した。その結果，これま

で細菌の多剤排出蛋白質（AcrB）６）をはじめ膜タンパク質

やウィルスの構造決定に成功し，その威力を発揮してい

る。その象徴的な成功例として，2009年に発表された，

分子量約1，000万の世界最大のタンパク質である巨大粒

子ボルト（Vault）７）の構造決定がある（第 2図）。

上記のような放射光計測技術の進展に基づき，2010年

度から理研ターゲットタンパクビームライン（BL32

XU）の運用が開始された。このビームラインは，発現・

精製・結晶化が難しい膜タンパク質やタンパク質複合体

などの構造決定を，マイクロビーム放射光により10ミク

ロン以下の微小結晶からでも可能とする，マイクロビー

ム・ビームラインである。現在までに１ミクロン角の高

フラックス・マイクロビームの集光実験に成功してお

り，これまでBL41XUでさえ不可能であった10ミクロ

ン以下の微小結晶の構造解析を可能にして，より一層の

“解析範囲の拡大”を推進し，生命科学の発展に貢献する

ことが期待されている。

第 2図 Vault 外殻の全体構造
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2．生命科学研究の将来
以上のように，生命科学の分子論的基盤を構築するた

めのタンパク質の構造機能研究では，放射光は必要不可

欠なツールとして広く認知されている。今後，生命科学

における放射光の役割は，得られた分子論的理解を礎と

して，多様な生体高分子が会合・離散して機能する“生

命の階層システム”における，複雑かつ精緻に仕組まれ

た相互作用やそのダイナミックスを解明するためのプ

ローブとして期待されている。このため，生体超分子複

合体，細胞小器官（オルガネラ），細胞さらには生体器官

など生体システムのイメージングを可能にするXFEL

の利用研究にむけて，様々な階層レベルでの生体試料の

直接動的構造観察のための実験手法の開発が進められて

いる。

Ⅳ．光源性能が物質科学研究を変える

物質科学研究に果たしてきた放射光の主な役割は，実

験室では得られない強力なX線源としての役割であ

る。その超強力X線源は，散乱・回折・分光・イメー

ジング等の多様な計測技術により，物質のミクロ，マク

ロの構造や電子状態の詳細な情報を与えてきた。また，

放射光の持つビームの平行性は，計測データの精度の向

上も同時にもたらした。その結果，超伝導，磁性，巨大

磁気抵抗効果を示す新規材料，半導体デバイス，フラー

レン・ナノチューブ材料など，先端材料の原子配列や電

子状態を次々と明らかにし，新材料の開発や探索に貢献

してきた。しかし，SPring�８が登場し，その計測技術

の開発が進んだことで，第三世代放射光の持つ光源性能

が，物質科学研究における放射光活用の方向性を大きく

変えつつある。その主なものとして，①フラックスの強

さから輝度の高さへ，②低エミッタンス運転がもたらし

た極めて高い平行性，③パルス特性を活かしたピコ秒の

時間分解能の活用等が挙げられる。特に，SPring�８で

の光源性能を活かした集光技術の急速な進歩が，近年の

放射光ナノビームの利用を実現し，物質科学における放

射光の役割に大きな変革をもたらしつつある。本章で

は，SPring�８での物質科学への利用の変革を，その始

まりとなったナノビームと時分割計測を組み合わせた

「ピンポイント構造計測」８）をベースに紹介する。

1．ピンポイント構造計測
放射光源のパルス特性を使って物質の反応現象を観測

する時分割実験が，放射光パルスの時間幅であるピコ秒

のスケールで実現できることは，最近よく知られるよう

になった。そして，数年前からESRFや PF等でも，そ

の計測技術の開発が進められてきた。しかし，パルス特

性を使った時間分解計測だけでは，通常の数十ミクロン

サイズの放射光ビームの観測領域で，場所によって時間

がずれる反応現象を時間平均したものとなる。このこと

は，観測した現象の時間分解能に任意性と曖昧さをうみ

だしてしまう。それを克服するためには，できるだけビー

ムサイズを絞り，観測する領域をナノのスケールまで小

さくすることが必要である。SPring�８では，パルス特

性によるピコ秒の時間分解を，100ナノメータに集光し

たナノビームを使って物質の反応現象を観測する「ピン

ポイント構造計測」の開発を2004年に開始し，2009年に

完成させた。そして，DVDの高速光記録のメカニズム

を解明するための応用研究を，パナソニック㈱と共同で

行った。日常生活で，われわれが使っているDVD製品

は，合金材料であるゲルマニウムアンチモンテルル（Ge２

Sb２Te５：GST）の薄膜が，数十ナノ秒という高速で結晶

からアモルファスへ相変化することを利用して光記録を

行う。このDVD材料の結晶相―アモルファス相の相変

化現象の時分割構造計測を，ピンポイント構造計測を応

用して行った。

第 3図は，ピンポイント構造計測の模式図と実際に

DVD試料を装着して計測を行っている様子の写真であ

る。放射光のパルス光をパルスセレクターで１パルスず

つ切り出し，フレネルレンズを用いてDVD試料上に集

光し照射する。相変化を起こさせるフェムト秒レーザー

を，放射光のパルス光とピコ秒の精度でタイミングを合

わせ，放射光が照射されているナノスケールの領域に正

確に照射し，レーザーポンプ・放射光プローブの時分割

実験を行っている。得られた計測結果より，DVD製品

に使われている高速光記録材料であるゲルマニウムアン

チモンテルル（Ge２Sb２Te５：GST）と，銀インジウムアン

チモンテルル（Ag3．5In3．8Sb75．0Te17．7 : AIST）の結晶化過程

に違いがあることを明らかにし，ピンポイント構造計測

の実現性と有用性を証明した９）。

2．ナノビーム物質科学の展開
ピンポイント構造計測ではフレネルレンズによる放射

光ビームの集光を行ったが，集光技術ではその間，

SPring�８において大きな進展があった。それは，大阪

大学との共同研究で，微粒子表面と加工物表面間の化学

反応を用いた超精密加工法（EEM加工）の開発である。

第 3図 ピンポイント構造計測システムとDVD相変化現象

の時分割計測への応用
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これにより，加工表面原子を原子単位で除去できる精密

なKirkpatric�Baez ミラーが作製可能となった。その結

果，高輝度放射光のビームサイズを10ナノビーム以下の

サイズまで小さくできるようになってきた10）。このよう

な要素技術開発により，物質科学研究が，放射光の光源

を有効に活用したナノビーム利用を基盤とする，より先

端性を求めた方向へと向かいつつある。そして，最近で

は，燃料電池開発の成否の鍵をにぎる触媒化学の研究の

ために，XAFS計測や軟X線イメージングをナノビー

ムによるピンポイント計測技術の開発が行われるように

なってきた。このような動向は海外でも顕著で，大型放

射光施設であるAPS，ESRFをはじめ，第Ⅱ章の「光源

加速器の進化」でも紹介された世界各地で新設される３

GeV放射光施設でも，利用研究者からのナノビームの

利用の要望が前提となりつつある。

3．物質科学の研究拠点として
上記のような光源性能の活用の動きは，放射光を利用

するユーザーの専門研究分野にも変遷を与えはじめてい

る。これまで，ユーザーの大半が放射光計測の専門家で

あったが，放射光を利用しなかった多くの物質科学の専

門家が参入し，多数を占めるようになってきた。すなわ

ち，利用研究者の専門分野の分布は，計測技術の進歩と

ともに，その新しい計測技術を求める新たな物質科学研

究分野の研究者の参入を促進するようになった。例え

ば，低エミッタンス運転による高い平行性のビームとダ

イヤモンド位相子の開発が，偏向特性を活用した高精度

のXMCD，磁気散乱計測へと展開し，放射光の新たな

磁気構造物性研究の創成が行われている。そして，ナノ

ビーム活用による顕微計測の実現によりスピントロニク

ス分野が SPring�８から創られつつある。その他，薄膜

の小角散乱法や小角広角同時計測技術の発展が，ソフト

マター分野での利用の拡大につながり，産業界と学術が

合同して産学連合体を形成し，時分割計測とナノビーム

の応用によるプロセス工学利用も目標として包含したフ

ロンティアソフトマター開発産学連合体ビームラインの

建設へと結実した。これは，学術が光源の高度活用を導

く，新しい産業利用と言える。今年度に入ってからは，

文部科学省による「低炭素社会構築に向けた研究基盤

ネットワークの整備」において，ナノビームライン整備

によるグリーン・ナノテク研究支援のための放射光分析

基盤の形成も始まった。このように，ナノビーム物質科

学の拠点としての位置づけは，様々な形で，広範なサイ

エンス分野への利用研究として，形作られてきている。

一方で，ナノビームだけではなく，光のコヒーレンス

の活用も物質科学の展開に大きな可能性を持っている。

すでに，代表的な例として，X線回折顕微鏡による並進

対称性をもたない非結晶材料の電子密度イメージングの

研究が進められている。しかし，現在の SPring�８の光

源性能では，得られるイメージの結果に限界があり，建

設中のXFELの完成，利用開始が待たれている。XFEL

の登場は，強力な物質科学の研究ツールとしての放射光

源の可能性について，SPring�８の登場の際には想像も

つかなかったような，光に対する研究者の意識を覚醒さ

せるであろう。XFELをポンプ光としたポンププローブ

実験も計画されており，メタマテリアルなどの新物質

相，非線形X線光学材料など，これまでの物質科学を

超える新たなサイエンスの創成が期待される。

Ⅴ．お わ り に

XFELの登場により，レーザーが可視光～近紫外で開

発してきた多くの計測手法が直接X線領域に拡張され

る可能性が出てきた。しかしながら，現状のXFELは

時間的コヒーレンスが乏しく，この点を改善するための

シーディング技術の開発が急がれている。また，臨界強

度が存在する SASE�XFELの欠点を克服するために，

非常に困 難 な キ ャ ビ テ ィ 型FELに 挑 むXFEL�

Oscillator（XFELO）も提案されている。

一方で，リング型光源を高度化する試みも多数提案さ

れており，当面の目標は電子ビームの低エミッタンス化

によりX線領域での回折限界ビームを作ることにあ

る。これは従来の蓄積リング型光源では困難とされ，ERL

などが検討されたが，最近の議論では蓄積リングでかな

りの可能性があるようである。

より低エミッタンス化が進めば，リング型光源での

XFELOが可能になり，実際すでにERLと XFELOの

組合せが検討されている。これが蓄積リング光源で可能

となれば，建設コスト，運営コストが低廉な高性能光源

が実現できることとなり，今後，長期的に目指すべき方

向性の有力な候補と考えられる。
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Ⅰ．ロシア

1．高速炉開発の先頭を走るロシア
ロシアは，1954年，世界初の実用規模の原子力発電を

開始し，2010年現在，発電用原子炉31基（発電容量23

GWe）を運転する世界第４位の原子力大国となってい

る。その中の１基が，現在世界で唯一商用発電をしてい

るベロヤルスク原子力発電所の高速炉BN-600（電気出力

600 MWe）である。

ロシアの原子力開発は高速炉によるクローズド（閉鎖

型）核燃料サイクルの確立を基本目標とし，多くの国が

高速炉開発から撤退，低迷する中，1950年代から高速炉

の研究開発を一貫して推進している。その研究開発は，

オブニンスクの物理エネルギー研究所（IPPE）が中心機

関となり，ボチバール無機材料研究所（VNIINM），原子

炉 科 学 研 究 所（RIAR），エ ネ ル ギ ー 技 術 研 究 所

（NIKIET），実験機械製造設計局（OKBM）などの関係機

関が参加し，国営原子力企業ROSATOMの下，高速炉

の幅広い分野で精力的に進められている。

FR09には，ロシアのこれらの関係機関から，海外か

らの参加国の中では最多の約50名の専門家の参加と約50

件の論文発表（口頭およびポスター）があり，高速炉開発

に関するロシアの意気込みと実績がうかがわれた。以下

に，ロシアにおける高速炉開発の最新の状況と今後の計

画などについて述べる。

2．幅広い野心的な高速炉開発プログラム
ロシアの原子力開発計画は，2000年５月に旧原子力省

が策定した原子力開発基本戦略をベースとし，2006年10

月にロシア連邦政府が制定した原子力産業発展を促進す

る連邦特別プログラムにおいて，国内の原子力発電の

シェアを2006年時点の約16％（発電設備容量23 GWe）か

ら2020年に22％（43 GWe），2030年に25％（60～65 GWe）

に引き上げることを目標とし，高速炉については，2014

年に現在ベロヤルスク原子力発電所サイトに建設中の

各国のナトリウム冷却高速炉サイクル技術開発
の現状と展望

Trends of Fast Reactor Cycle Technology Development in

the World No.2；Current Status and Prospects of Sodium−

cooled Fast Reactor Cycle Technology Development in Each

Country : Kaichiro MISHIMA, Masaki SAITO, Takashi
NAGATA.
（2010年 ６月30日 受理）
各回タイトル
第１回 加速する高速炉開発：2020年に商用炉の運転開始
次回では，以下を予定している。

㈱原子力安全システム研究所 三島 嘉一郎，
東京工業大学 齊藤 正樹，三菱FBRシステムズ㈱ 永田 敬

本連載の第１回は「加速する高速炉開発：2020年に商用炉の運転開始」と題して主要国で活発

化している開発計画を中心に紹介した。今回は，各国が開発に力を注いでいるナトリウム冷却

高速炉（SFR）と関連する核燃料サイクルについて，2009年12月に IAEA主催で開催された高

速炉システム国際会議（FR09）の発表内容を中心に，その前後の情勢も含めて紹介したい。

ロシアは，これまでの SFRの豊富な経験，今後に向けては多目的 SFR実験炉の建設，安全

性向上や高速炉サイクルのプラットフォーム計画など，充実した技術基盤をアピールしてい

る。インドは，燃料形態の変遷（炭化物燃料，酸化物燃料，金属燃料），原子炉と併設で建設し

ている核燃料サイクル施設，高増殖を確保するための金属燃料への工夫など，独自技術での開

発を目指している。中国は，今年７月に初臨界を達成した SFR実験炉で経験を積むとともに，

ロシアなどとの技術協力を進めつつある。高速炉システムの設置計画は明確に定まっていない

が，開発実績があり影響力の大きい米国の動向も注目すべきところである。一方，韓国，フラ

ンス，および我が国は，将来展望において多くの共通点を持つ。

FocusFocus
世界の高速炉サイクル技術開発の動向 第 2回
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BN-800（880 MWe）の営業運転を開始するとしている。

さらに，ロシアは世界の原子力市場で20％のシェア獲得

を目標に，ROSATOMの傘下に国内の原子力産業関連

企業，研究機関などの全体を統合し，一体となってアジ

アを中心に国際市場への進出を狙っている。中国への

BN�800級高速炉の売り込みもその戦略の一つである。

2010年２月，ロシア連邦政府は連邦特別プログラム

「2010年～2015年の期間，さらに2020年までの見通しを

含めた新世代原子力技術」を承認した。このプログラム

は，天然ウランと使用済燃料の利用効率向上を確保する

原子力発電所のためのクローズド核燃料サイクルを持つ

高速炉を基にした新世代の原子力技術（プラットフォー

ム）の開発が目標である。具体的には，鉛，鉛ビスマス

およびナトリウム（Na）を冷却材とした高速炉に関する

根本的に新しい技術の開発，鉛冷却高速原型炉（BREST

�300 ; 300 MWe）と鉛ビスマス冷却高速炉（SVBR�100 ;

100 MWe）の建設，高速炉用のウラン・プルトニウム混

合酸化物（MOX）燃料製造施設の建設，高密度燃料（窒化

物燃料）製造のための施設建設，クローズド核燃料サイ

クル技術の開発，多目的 SFR実験炉（MBIR）の設計な

ど，さまざまな開発・建設計画が掲げられ，2020年まで

に連邦政府予算と予算外資金を合わせて1，283億ルーブ

ル（約4，200億円）を投入するとしている１）。

3．高速炉実用化の基地，ベロヤルスク発電所
ベロヤルスク原子力発電所（BNPP）は，ウラル山脈東

側にあるロシア第５の都市エカテリンブルクから北東約

60 kmに位置する。現在，SFRの原型炉BN�600が運転

中で，また同サイトに SFR実証炉 BN�800が建設中で

ある。さらに大型 SFR商用炉 BN�1200（1，220 MWe）や

鉛冷却高速炉BREST�300の建設計画もあり，BNPPは

ロシアの高速炉実用化の一大基地になろうとしている。

以下に，これらの高速炉（BRESTは除く）の運転，建設，

開発状況を紹介する。

（ 1） 順調に運転を続ける高速原型炉 BN�600

BN�600（プール型）は，1980年に運転を開始して以来，

ナトリウム漏洩，原子炉上部回転プラグ固着などの幾つ

かの不具合を経験したものの，2010年３月までの30年間

の平均設備利用率は70％を超え，原型炉としては現在，

世界で唯一順調に稼動しているロシア自慢の高速炉であ

る（第 1図）。

このBN�600は，2010年に運転期間が設計寿命の30年

に達する。BNPPでは，BN�600の運転期間をさらに15

年延長するために，原子炉構造物の照射健全性評価，蒸

気発生器，ポンプおよび熱交換器の更新などを計画的に

行い，2010年４月に運転期間延長の認可を得た。BN�600

炉心は酸化ウラン燃料を使用し，当初は炉心高さ750

mm，平均燃焼度42．5 GWD�t であったが，その後，３

回の炉心改良を行い，現在は炉心高さ1,030 mm，平均

燃焼度70 GWD�t に性能向上させている。また，BN�600

ではMOX燃料集合体（ペレット燃料と振動充填燃料）お

よび被覆管材料の高燃焼度化のための照射試験などを行

い，高速炉開発の一翼を担っている２）。

一方，ロシアは米露間で締結した戦略兵器削減条約

（START）に基づき，解体される核兵器から生じる34ト

ンの余剰兵器プルトニウムを軽水炉ではなく高速炉で利

用する道を選択し，MOX燃料にしてBN�600と BN�800

で燃焼処分する計画を進めている。その一つとして，日

露協力により兵器級プルトニウムを用いた振動充填

MOX燃料集合体の先行照射試験をBN�600で行い，適

用性を実証している。

（ 2） 建設が進む高速実証炉 BN�800

BN�800（プール型）は1980年代に着工し，旧ソ連から

ロシアに体制が変わる中で建設が中断したが，チェルノ

ブイリ事故を踏まえた安全設計の見直し，BN�600の運

転知見を取り入れたシステム・機器の設計改良などを行

い，2006年から本格的に建設が再開された。2009年時

点では原子炉建屋などが地上階まで立ち上がり，地下階

に据付ける大型機器の組立て・搬入が始まり，2012年頃

の完成を目指して建設が進められている（第 2図）。BN�

800は，原子炉容器寸法がBN�600と同じ内径12．9 m，

高さ15 mであるが，MOX燃料体数の増加，蒸気再熱

式の大型タービン発電機の採用，中間熱交換器の熱的裕

度見直しなどにより経済性を向上させている３）。

第 2図 BN�800建設サイトの状況（2009年）３）

第 1図 ベロヤルスク原子力発電所のBN�600
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4．高速炉時代の商用炉 BN�1200の設計・開発
ロシアは，2020年代から大型商用高速炉を本格導入す

る計画である。実用化段階の大容量発電プラントとして

1990年前後に SFR商用炉 BN�1600（1，600 MWe）の設計

研究が行われた。その後，出力規模が大きいBN�1800

（1，800 MWe）の検討がなされたが，ロシア内の大型機

器の鉄道輸送性などを考慮し，現在はBN�1200のプラ

ント設計およびその機器開発，燃料開発などを行ってい

る。BN�1200は，BN�600の運転経験，BN�800の設計を

踏まえたプール型原子炉で，設計寿命60年の発電プラン

トとし，第４世代炉の指標としている高い安全性と経済

性を狙っている。

BN�1200の安全システム設計は，IAEAが策定した深

層防護の概念に基づき，高速炉プラントの自己防護能力

（固有安全性）を高めることに焦点を置いている。具体的

方策として，放射性ナトリウム漏えい事故防止のため原

子炉外部の１次系配管の削除（ナトリウム純化系の原子

炉内設置），事故時の自然循環冷却，流体圧力を利用し

た静的炉停止システムの採用，設計基準外事象（BDBE）

時の原子炉から放出される放射性ガス・ナトリウムエア

ロゾルの閉じ込め装置の設置などが考えられている。以

上のような安全システム設計をすることにより，BN�

1200の炉心崩壊事象（CDA）の発生確率を10－６�炉年以下

にするとし，確率論的安全評価（レベル１PSAおよびレ

ベル２PSA）を進めている４）。

BN�1200の炉心については，MOX燃料とウラン・プ

ルトニウム混合窒化物燃料が検討され，前者の炉心の増

殖比は第１段階で1．2，第２段階で1．3～1．35とし，後者

の窒化物燃料炉心では1．45を狙っている。第１段階の

MOX燃料炉心は当初，ナトリウムボイド反応度効果

（SVRE）を０近傍とし，運転サイクルでの燃焼反応度余

裕を最小とする設計であった。このため炉心高さは85

cm，上部プレナムをナトリウムにした燃料としていた。

しかし，SVREの設計要件については，2008年に施行さ

れた核安全規則（NP�082�07）では冷却材密度反応度を負

とする厳密な要求はなくなった。このため，炉心高さを

100 cmに変更し，上部プレナムをナトリウムプレナム

からウラン燃料ブランケットに，プルトニウム富化度は

１領域から２領域の炉心に，燃料ピンの径を9．3 mmか

ら10．6 mmに太径化する，などの変更を加えて経済性

を向上させた最適化炉心の検討を行っている。そのほ

か，MOX燃料炉心に続く窒化物燃料炉心の検討，マイ

ナーアクチナイド（MA）燃焼サイクルの評価検討なども

行っている。

BN�1200に採用する主要機器は，BN�600，BN�800で

実績がある機器，技術を基本としているが，１次循環ポ

ンプはインペラの設計変更などにより運転寿命を4．5年

から16年に，蒸気発生器は高クロム鋼を採用し寿命を20

年から30年に延長，非常用冷却熱交換器を原子炉容器内

に設置するなどの設計改良を行い，これらの機器開発試

験を進めている。第 3図にBN�1200の原子炉概念，第 1

表にBN�600，BN�800および BN�1200の主要仕様を示

す５）。

5．国際協力を含めた幅広い研究開発を推進
ロシアの高速炉開発は50年を超える。この間に高速炉

開発を支える機器・システムの開発・改良，炉心・燃料

の開発，安全性研究など，幅広く多くの研究開発が行わ

れてきている。高速炉の炉物理研究は，臨界実験装置

BFS，実験炉BR�５�10（ループ型；5．9�10 MWt），高速

原型炉BN�350（ループ型；発電・海水脱塩併用炉；熱

出力650 MWt；電気出力120 MWe；淡水化能力約5，000

トン�h）および高速原型炉BN�600（プール型）で行わ

れ，これらの試験・運転データをもとに，炉心解析コー

ド群と核データベースの開発・整備が進められている。

また，炉内熱流動，構造材のナトリウム中腐食と物質移

行の研究，原子炉構成機器の開発なども行われている。

高速炉の核計算コードに関して，IAEAは，高速炉反

応度解析の不確さの評価・低減を目的に，1999～2006

年に BN�600炉心をベンチマーク対象として，「高速炉

反応度誤差の低減に関する調整研究プログラム」を実施

第 1表 BN�600，BN�800および BN�1200の主要仕様の比較

主要目 BN�600 BN�800 BN�1200

熱出力（MWt） 1，470 2，100 2，900

電気出力（MWe） 600 880 1，220

炉心燃料 UO２ MOX MOX�UPuN

取出平均燃焼度（GWD�t） 70 70～100 90～130

炉心入口�出口温度（℃） 377�550 354�547 410�550

燃料交換頻度（回�年） ２ ２ １

設計寿命（年） 30 45 60

第 3図 BN�1200の原子炉概念４）
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した。このプログラムは，米露の解体核処分の一環とし

て解体プルトニウムを高速炉BN�600で燃焼処分するた

めの，ロシア国内の許認可取得を国際的に支援する狙い

もあった。本プログラムでは，BN�600において酸化ウ

ラン燃料とMOX燃料を混在させたハイブリッド炉心，

解体プルトニウムを使用したMOX燃料の全炉心，軽水

炉使用済燃料（60 GWD�t）からの回収プルトニウムと

MAを混合したMOX燃料炉心などを計算モデルとした

ベンチマーク解析を実施し，これに９ヶ国10研究機関が

参加している６，７）。

高速炉の安全性解析・評価については，ロシアの原子

力発電所安全性総則（OPB�88�97）に従い，IAEAの深層

防護の考え方を取り入れ，決定論的安全評価と確率論的

安全評価（PSA）を行っており，高速炉プラントの異常過

渡事象，設計基準事象（DBE），BDBEを解析するコー

ド群を開発・整備してきている。この解析コード群は20

以上のコードからなり，その開発と検証実験が，IPPE

を中心に進められている。BDBEに関する解析コード

検証については，ロシアで得られている実験データだけ

では不十分であり，海外の研究成果へのアクセスも限ら

れている。ロシアは，相互に恩恵があるデータ公開の道

を作るための国際協力と調査を希望している８）。

上記の炉心解析および安全解析に係る解析コードにつ

いては，ロシアは，BFS, BR�10, BN�350, BN�600および

炉外試験装置，ならびに海外で実施した試験データによ

りコードの検証・改良をしている。これらのコード開発

のために実施された具体的試験・検証の主な事例として

は，2000～03年に実施された日露間のBN�600ハイブ

リッド炉心モデルのBFSによる臨界実験，BN�600での

制御棒誤挿入模擬試験による過渡事象時のプラント応答

特性データの取得と解析結果との比較などがある９）。

以上のように，ロシアは，2020年代に高速炉の実用化

を目指して高速炉開発を精力的に進めている。その過程

の中で高速炉の安全分野などでの国際協力も行いなが

ら，高速炉の研究開発を進めていく考えである。

（ 1～ 5節：㈱ペスコ・河西善充，東海大学・可児吉男）

6．照射実績に基づく多様な燃料開発と核燃料
サイクル技術開発を展開

ロシアは，SFR実験炉 BR�５（改造後，BR�10）を1959

年に運転開始して以来，BOR�60（ループ型；60 MWt ;

10 MWe），BN�350，BN�600の運転を通じて，プルト

ニウム酸化物燃料を皮切りにウラン炭化物燃料，ウラン

窒化物燃料，混合窒化物燃料，ウラン酸化物燃料，MOX

燃料，ウラン金属燃料，混合金属燃料など，多種多様の

燃料開発を行ってきた。また同じMOX燃料でもペレッ

ト方式と振動充填方式の製法をそれぞれ研究開発し，BN

�600での照射試験に供している。燃料の最大燃焼度は，

現在までにペレット燃料で約12 at％，振動充填燃料で

10．6 at％を達成している10，11）。

また，BOR�60を利用し，MAの燃焼効率化を指向し

た窒化物燃料や不活性母材燃料の照射実験もフランスと

共同で実施しており，MOX燃料を第４世代炉である

SFRの標準燃料とするとともに，窒化物燃料を長期オ

プションに想定している。

被覆管材料開発は，燃料燃焼度の増大に対応して段階

的に進めている。大きな流れとしては，オーステナイト

系ステンレス鋼に引き続きフェライト�マルテンサイト

鋼，さらに粉末冶金法による酸化物分散強化鋼（ODS鋼）

へと展開を図っている。まず，オーステナイト系ではEI�

847（0．06 C�16 Cr�15 Ni�３Mo�Nb）が，EP�172（0．08 C�

16 Cr�15 Ni�３Mo�Nb�B）を経て，ChS�68（0．06 C�16 Cr�

15 Ni�２Mo�２Mn�Ti�V�B）に改良された。その結果，冷

間加工ChS�68は BN�600の実照射で燃料最大燃焼度

11．2 at％と最大照射損傷線量82 dpa を，また BN�800の

照射条件で燃料最大燃焼度10 at％と最大照射損傷線量

92 dpa までの見通しを得たとしている。

一方，フェライト�マルテンサイト系では，被覆管使

用温度を650℃から700℃へ引き上げる高温化に向けて，

EP�450（0．1 C�13 Cr�２Mo�Nb�V�B）をもとに，EK�181

（0．1 C�11 Cr�V�B�1．5 W�Ti�Ta）や ChS�139（0．2 C�12

Cr�Ni�Mo�Nb�V�B�W�Ti）を開発・改良中である。こ

れらのフェライト�マルテンサイト系被覆管により140

dpa までのスエリング耐性を見通せるとし，2010年から

照射試験による確認を予定している。さらなる高温，高

燃焼度化（～180 dpa）に向け，EP�450や EK�181を母材

とするODS鋼の開発も進めている。

核燃料サイクル技術では，2030年までを中期，2050

年までを長期とする開発計画を明確にしている。中期計

画では軽水炉（VVER，RBMK）と初期10 GWe 相当基数

の高速炉を対象に使用済燃料の再処理を行う。このため

先進湿式による再処理施設（RT�２）を建設する。また高

速炉用MOX燃料を製造する施設と軽水炉使用済燃料の

MAを高速炉で燃焼する技術を開発する。さらに核拡散

防止に有効な国際核燃料サイクルセンターを誘致する環

境を整備するとともに，革新的な高速炉燃料サイクル技

術を開発・実証するとしている。長期計画では，高速炉

燃料の湿式・乾式再処理をともに行い，MOX燃料，窒

化物燃料および金属燃料を含むすべての燃料製造法と

MAの効率的管理方法を開発・実証し，商用化するとし

ている。

「連邦特別プログラム」では，2020年までに高速炉用燃

料を対象とする溶融塩再処理技術や，軽水炉用燃料を対

象とするフッ化揮発法と溶融塩法の組合せ方式などの乾
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式再処理技術を，工学規模で実証することを目標にして

いる。また，RIARは，1968年に運転開始し運転期間が

40年を超えた高速実験炉BOR�60（60 MWt，12 MWe）

に代わる実験炉として多目的高速実験炉（MBIR : 150

MWt）を建設し，2019年に運転開始，高速炉研究開発の

ベース施設の充実を図る計画である。これに先行して多

目的乾式燃料再処理施設（MPC）を2015年頃建設する予

定である。MPCの溶融塩法ラインでは高速炉用燃料を

年間2．5トン取り扱う規模とし，乾式再処理による高速

炉用燃料サイクルの技術実証を行うとしており，BN�600

および BN�800の使用済燃料120～130体とMBIR の初装

荷燃料のサイクル一巡が実証計画の対象とされてい

る12，13）。 （ 6節：㈱東芝電力システム社・坪井 靖）
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Ⅱ．インド

1．2020年には高速炉サイクル技術の世界の
リーダーに

約12億人の人口を抱えるインドの電化率はまだ60％程

度であり，国民１人当たりの年間電力消費量も現在700

kWh程度で，世界平均2，500 kWhに比べて低い。2004

年に策定されたインド原子力省（DAE）の電力増強戦略１）

では，電源設備容量を2002年時点の約140 GWe，現在の

152 GWe（うち原子力は４GWe）から2052年には約1，350

GWe（うち原子力275 GWe）に増強するという。なお，

この目標値は，その後，原子力供給国グループ（NSG）が

核不拡散条約（NPT）に未加盟のインドに対して民生用

原子力協力を容認したことなどにより，2012～2020年

に約40 GWe 相当の大型軽水炉を海外から濃縮ウラン付

きで導入できる見通しが得られてきたことから２），現在

DAEで見直し中と聞く。

インドは，クローズド核燃料サイクルを前提とし，国

内に豊富に存在するトリウム資源を原子力発電の中に組

み入れていくインド独自の３段階の原子力開発計画を進

めている。現在，その第２段階の SFRサイクルの研究

開発を，チェンナイ近傍のカルパッカムにあるインディ

ラ・ガンジー原子力研究センター（IGCAR）を中心に，

2020年には高速炉サイクル技術の世界のリーダーになる

との意気込みで積極的に進めている２）。その開発にあたっ

ては，経済性，運転性，セキュリティ向上などの戦略的

観点から，複数基の炉と核燃料サイクル施設を併設する

エネルギーパークを前提としている３）。インドは，NPT

に未加盟であることなどにより，最近まで国際社会から

の支援が得にくい状況下にあったため，これがかえって

インド独自の技術開発に繋がっている。

2．高速実験炉 FBTR２）

1985年から定格熱出力40 MWt（13．5 MWe）の SFR実

験炉 FBTR（ループ型，１次・２次系とも２ループ）を

運転しており，その後，蒸気発生器とタービンなどを設

置して1997年から発電も行っている。このFBTRはフ

ランスとの技術協力により入手した実験炉ラプソディの

設計をベースとしているため，熱出力は同じで，炉心，１

次系なども類似しているが，発電設備を有しているこ

と，プルトニウム・ウラン混合炭化物燃料を用いている

ことなどが異なる。設計当初はMOX燃料を用いる予定

だったが，1974年のインドの地下核実験の制裁措置によ

りフランスから小型炉心用の高濃縮ウラン（濃縮度85％）

が入手できなくなったため，酸化物燃料に比べて高密度

で高プルトニウム富化度が可能な炭化物燃料を独自に開

発した。

その後，照射能力の向上とMOX燃料の照射実績を得

るために炉心のハイブリッド化を漸次進めている。2009

年現在の炉心には，ドライバー燃料として炭化物燃料40

体，MOX燃料８体，SFR原型炉（PFBR）用MOX試験

燃料集合体１体，特殊照射集合体１体の計50体の燃料集

合体が装荷されている。これまで PFBRは約25年間運

転されているが，炭化物燃料は無破損で，最高燃焼度165

GWD�t を達成している。また，PFBR用のMOX燃料

の照射では，目標燃焼度100 GWD�t に近い92 GWD�t

に達している。さらに，将来は金属燃料への転換も計画

している。

FBTRは1987年の燃料取扱機の破損事故（復旧に２

年），2002年の１次ナトリウム純化系のバルブからの約75

kg のナトリウム漏洩（３ヶ月で復帰），原子炉周囲の生

体遮蔽壁水冷コイルの溶接部からの水漏れがあったが，

これら以外には，大きな事故・トラブルは経験しておら

ず，蒸気発生器の伝熱管の破損なし，全ナトリウムポン

プ４台で60万時間運転実績を達成している。
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3．高速原型炉 PFBR２，３）

2003年10月，公営事業を行うインド原子力発電公社

（NPCIL）の下に高速炉を建設・運転するために新会社

（BHAVINI）が設立され，IGCARの近傍（南側）で PFBR

（500 MWe，プール型，第 4図）を2004年10月から建設

中である。FBTRを含む約400炉・年にわたる世界の

SFRの運転経験なども調べ上げて PFBRの設計に反映

しているという。その特徴として，MOX燃料の使用，

75％の設備利用率で40年運転，炉心の入口�出口温度397

�547℃の高温設計，ナトリウム冷却系の２ループ化（１

ループ当り４基の蒸気発生器を設置），大口径の薄肉円

筒の主容器（原子炉容器）・安全容器の使用，狭隘部の供

用期間中検査（ISI）用ロボットの開発などがある。ここ

で燃料を，FBTRで実績のある炭化物燃料からMOX燃

料に変えた理由は，これまでの世界の高速炉でのMOX

燃料の安全な運転実績，高燃焼度化へのポテンシャル，

商業規模での燃料製造・再処理実績などを踏まえてのこ

とであるという。

インドの原子力規制委員会（AERB）は，1990年に

PFBRの安全設計基準を策定し，これに基づいて PFBR

の安全審査を行っている。なお，この基準は，2000年に

軽水炉を対象に策定された IAEAの安全要件「原子力発

電所の安全：設計」（NS�R�１）とも整合していることを確

認している５，６）。この PFBRおよび商用 SFRの設計のた

めに，多方面にわたる研究開発を精力的に実施してきて

いる。その一例として，高速炉のCDAに対しては，異

常な過渡変化時のスクラム失敗事象（ATWS）を種々評

価している。その中で１次冷却材流量喪失時のスクラム

失敗事象（ULOF）について，溶融燃料や被覆管の移動な

どによる正の反応度挿入に伴って放出される機械的エネ

ルギーは，１次格納系の設計評価用として保守的に選定

された100 MJ に対して十分小さいと評価されている。

また，第４図に示す主容器，上部シールド，中間熱交換

器，崩壊熱除去系などを縮小モデルにより模擬して60回

を超える耐衝撃試験を実施し，これらの試験とFUSTIN

コードによる解析により構造健全性を確認している。こ

のFUSTINコードは国際ベンチマーク解析と試験に

よって妥当性を検証している７）。

2003年９月の認可当時の PFBRの建設費（2002年２月

時点でのエスカレーションなしとした場合の評価）は280

億ルピー（6．22億ドル；約750億円）と公表されている８）。

これは，原材料以外はすべてインド製であることと，イ

ンドの人件費が他の先進国に比べて低いことなどが大き

く影響していると推察される。2008年６月に安全容器，

2009年12月に原子炉容器の据付を終え，2011年９月に

臨界予定で，2012年から営業運転を開始する計画であ

る。なお，2004年12月にスマトラ島沖地震による津波の

被害を受け，その復旧工事に４ヶ月半を要したことなど

のため，当初の工程を約１年延長している２，３）。

4．商用高速炉 CFBR３，９，10）

PFBRの設計や機器の製作経験を踏まえて，PFBRよ

り経済性と安全性を向上させた同規模（500 MWe）の

SFR商用炉 CFBRを，2023年までにツインプラントで

３セット建設する。そのうち１セットは PFBRに隣接

して建設し，2020年の運転開始を目指す。他の２セット

も2022年および2023年運転開始を目指すが，その建設

予定地はまだ決まっていない。

CFBRの経済性を向上させるために，以下に示すよう

な多くの対策を検討し，PFBRに比べて約25％（３～６

基目で35％）のコストダウンを図ろうとしている（一部

PFBRと対比して表示）。ツインプラントの採用，燃料

サイクル施設との併設，建設期間の短縮（８年から５年

に），運転期間の長期化（40年から60年に），高燃焼度化

（100 GWD�t から200 GWD�t に）への対応（９Cr�１Mo製

ラッパー管，ODS鋼被覆管の採用），設備利用率の向上

（75％から85％に），コンパクトなプラント配置と施設供

用，ループ当りの蒸気発生器数の削減（４基から３基に）

と長尺化（23 mから30 mに），炉外にあった１次ナトリ

ウム純化系を炉内設置へ，使用鋼材料の重量で約20％削

減，原子炉容器径の縮小（12．9 mから12．1 mに）など。

また，インドでは将来の高速炉の安全性に適用するた

め，現在改訂作業中の IAEAの安全基準（NS�R�１）に準

拠するとともに，PFBRの開発経験や各国の高速炉の運

転経験や報告事例を参考にして，高速炉の安全基準の改

定を図っている６）。安全性向上のために，受動的（温度感

知電磁スイッチや電磁石など）�能動的安全機構を新たに

付加した炉停止機構の設置（信頼性向上によりCDAの

発生頻度を10－７�炉年へ），崩壊熱除去系の多様化，１次

ナトリウム系主配管のギロチン破断を想定した場合の炉

心流量の増加を目的とした主配管数の倍増（４本から８第 4図 高速原型炉（PFBR）の原子炉断面図４）
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本に；第 5図），長尺の蒸気発生器伝熱管の使用による

溶接部の削減，供用期間中検査（ISI）の運用拡大などを

図る。

2020年以降は，MOX燃料より高増殖（増倍率1．36～

1．56）で原子炉倍増時間を短く（10～6．6年）できることが

期待される金属燃料を用いた１GWeの商用炉を建設

し，2027年の初号基運転開始を目指す。その後は金属燃

料 SFRが順次導入される予定である。その増殖率向上

を図るために，金属燃料中の核物質量を増やす方策を検

討している８）。そのために，ジルコニウムの含有率を米

国などで実績のある10％から６％程度に下げる，あるい

は被覆管内にジルコニウム製ライナーを挿入して燃料と

被覆管との直接接触を防止し，金属燃料中にはジルコニ

ウムを含有させない設計検討なども行っている。

なお，FBTRを用いた金属燃料の照射試験も計画さ

れているが，将来的には，実機に近い条件で金属燃料集

合体を照射するために，300 MWt の金属燃料試験炉を

建設することも計画しており，さらに500 MWeのMOX

燃料高速炉の１基は，MOX燃料と金属燃料の両方に対

応できる炉心設計とする予定である。

5．核燃料サイクル
前述した高速炉の開発とともに，関連する核燃料サイ

クルの開発も並行して着実に進めている。

（ 1） 再処理３）

再処理については，IGCARで FBTR燃料の再処理パ

イロットプラントCORAL（旧名称：鉛ミニセル）が2003

年から運転中であり，これまでに150 GWD�t までの燃

焼度の炭化物燃料を処理した実績を有する。また，PFBR

燃料の再処理実証プラント（DFRP；１t�y）を建設中

で，2010年にコールド試験に着手する予定である。さら

に，PFBRの燃料製造，再処理，集合体の組立，廃棄物

管理を行う統合型の商業用高速炉燃料サイクル施設

（FRFCF）が，PFBRと併設で建設されている（第 6図）。

このFRFCFは2014年に運転開始を予定しており，将来

増設されるCFBR２基分の燃料も処理できるよう拡張可

能な設計となっている。この炉とサイクル施設との併設

の考え方は，カルパッカム以外の他のサイトでも採用が

考えられている。

一方，金属燃料の乾式再処理の研究も10数年前から

行っており，工学規模の試験施設を2016年までに建設す

る予定である。

（ 2） 燃料製造11～14）

FBTR用の混合炭化物燃料は，ムンバイにあるバー

バ原子力研究センター（BARC）で，二酸化プルトニウ

ム，二酸化ウラン，グラファイトの混合粉末を真空中で

炭素熱還元して製造している。FBTRのハイブリッド

炉心用と，PFBRの照射試験用およびMOX燃料は，タ

ラプールにあるBARCの先進燃料製造施設（AFFF）で

製造している。また，PFBR用の初期の数炉心分の燃料

もAFFFで製造する計画であり，その後の PFBR用の

炉心燃料は，カルパッカムのFRFCFで製造する予定で

ある。さらに，金属燃料用射出鋳造設備をBARCの協

力を得て IGCARに設置し，金属燃料の炉外試験を実施

するとともに，FBTRに試験用金属燃料を装荷するこ

とが提案されている。

6．教育訓練・人材育成15）

BARC（ムンバイ）では，原子力開発のための人材を育

成するトレーニングコースが整備されている。インドで

は，大学を卒業した後，ここで１年間の教育訓練を受け

なければプルトニウムなどの核物質を扱うことはできな

いとのことで，毎年約100人，これまでに約7，000人を超

える原子力技術者を教育し輩出しており，バナージー原

子力委員長もここの卒業生である。また最近では，

IGCARでも工学や科学のポスドクのための訓練スクー

ルが設置されている。これらを含め，教育訓練・人材育

成の詳細は，第３回の記事で紹介する。

なお，筆者らが2007年11月に IGCARを訪問した際

に，その入り口に掲げられていた“Atoms for Peace”の

看板と，PFBRの建設現場のプレートに書かれていた

「我々はインドが誇れるものを作る。そのためには，ア

イデアを具現化することである。」の言葉が，今のイン

ドを象徴的に表している。

第 5図 PFBRと CFBRの１次系ナトリウム配管配置３）

第 6図 高速炉と核燃料サイクル施設の配置図

（カルパッカムサイト）３）
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（日本原子力研究開発機構・佐藤浩司，

MHI 原子力エンジニアリング㈱・三村 泰，東海大学・可児吉男）
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Ⅲ．中 国１）

中国の高速炉開発計画は，第１回でも述べたように，

2050年頃までに約200 GWe の SFRを導入することを目

標としており，実験炉CEFR（20 MWe）から始まり，実

証炉CDFR（600～900 MWe），商用炉CCFR（600～900

MWe），金属燃料実証炉CDFBR（1，000～1，500 MWe），

金属燃料商用炉CCFBR（1，000～1，500 MWe）と段階を

踏みながら，かつ，多様なオプションで展開している。

中国の高速炉の共通仕様はプール型で，使用済燃料貯蔵

設備は炉内１次貯蔵，水プール２次貯蔵というものであ

る。第 2表にその他の主要仕様を示す。

ここでは，CEFR，実証炉CDFR，関連する核燃料サ

イクルの概要について紹介する。

1．実験炉 CEFRの状況
実験炉CEFRは，�高速炉の設計，建設，運転に

関する技術的経験を蓄積すること，�材料，燃料開発の

ための高速中性子照射施設としての利用，�高速炉の各

種設備の試験・実証のためのプラットフォームとしての

利用，を目的として計画，設計，建設された。

CEFRは，燃料としてMOX燃料（ただし初装荷は二

酸化ウラン燃料），被覆管としてCr�Ni オーステナイト

鋼を採用し，冷却系統は２ループの SFR（熱出力65

MWt，電気出力20 MWe）である。水蒸気系も２系統と

なっている。

CEFRは，1990年から設計を進め，2000年に建設開始，

2006年から機能試験を経て2010年５月から燃料装荷を

行い，本年７月21日に初臨界を達成した。

CEFRの炉心は，81体の燃料集合体，３体の安全棒，３

体の燃焼補償棒，２体の調整棒，336体のステンレス鋼

反射体，230体の遮蔽体により構成される。さらに，炉

内には56体の使用済燃料を貯蔵する場所が配置されてい

る。炉心高さは45 cm，炉心等価直径は60 cmである。

MOX燃料炉心の場合，炉心全体のプルトニウム装荷量

は150 kg，ウラン235の装荷量は42．6 kg（濃縮度19．6％）

となっている。

2．実証炉 CFDR計画
実証炉CDFRについては，600 MWe高速炉炉心の予

備概念設計の後，2007年より800 MWeの CDFRの設計

がスタートした。CDFRの主な目的としては，商用発

電プラントを保有すること，工業規模での SFRのエン

ジニアリング経験を積むことを挙げている。主要な設計

条件としては，MOX燃料，出口温度550℃，線出力450

W�cm，増殖比約1．1，最大燃焼度120 GWD�t，運転日

数300日，稼働率80％以上，設計寿命40年となっている。

なお，このCDFRについては，ロシアからBN�800を導

入することも視野に入れている。

3．核燃料サイクル
関連する核燃料サイクルについては，以下の２つの

ターゲットのもとに，ステップ・バイ・ステップで開発

を進めている。

ターゲット１：プルトニウムおよびMAを含めたウ

ラン資源有効利用

ターゲット２：地層処分する高レベル廃棄物のできる

限りの低減

中国では，軽水炉（PWR）燃料供給のためのフロント

エンドの技術は成熟している。PWR用の100 t�年の再

処理パイロットプラントおよび0．5 t�年の小規模MOX

燃料製造プラント（CEFR用）がホットテスト段階であ

第 2表 中国の高速炉の主要仕様１）

項 目 CEFR CDFR CDFBR�CCFBR

電気出力（MWe） 20 600～900 1，000～1，500

燃 料 UO２

MOX

MOX

金属

金属

被覆管 Cr�Ni Cr�Ni，ODS Cr�Ni，ODS

出口温度（℃） 530 500～550 500

線出力（W�cm） 430 450～480 450

燃焼度（GWD�t） 60～100 100～120 120～150

安全系 ASDS

PDHRS

ASDS+PSDS

PDHRS

ASDS+PSDS

PDHRS

ASDS ：能動的炉停止系，PSDS：受動的炉停止系，

PDHRS：受動的崩壊熱除去系
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る。1，000 t�年の再処理プラントと50 t�年のMOX燃料

製造プラントを計画，設計中である。第３段階のCDFBR

では，金属燃料の採用を計画しているため，金属燃料に

関する研究開発が約20年前の研究をベースにして再開し

ている。

中国は，クローズド核燃料サイクルとマッチした

PWR�高速炉システムを基本として，ロシアとの協力も

活用した積極的な高速炉戦略を展開している。

（東北大学・若林利男）

―参 考 資 料―

１）IAEA�CN�176�FRP�01，（2009）．

Ⅳ．フランス

1．CEA主導の実証炉計画１，２）

フランスは，実験炉ラプソディ（40 MWe），原型炉フェ

ニックス（250 MWe），実証炉スーパーフェニックス

（1，240 MWe）の開発経験を持ち，世界の高速炉開発を

牽引してきた。1998年，スーパーフェニックスの運転終

了とともに，フランスにおける高速炉開発は下火となっ

たが，2006年，シラク大統領（当時）が第４世代プロトタ

イプ炉の建設を明言するとともに再興を開始し，2040～

2050年に運転開始を目指す商用炉の概念検討を開始し

た。FR09においても26件もの研究開発の報告があり，

フランスにおける高速炉開発が再スタートしたことを印

象づけた。本章では，商用炉およびASTRID（Advanced

Sodium Technological Reactor for Industrial Demon-

stration）の概念検討に着目して，その概要を述べる。

商用炉については，AREVA，フランス電力株式会社

（EDF），フランス原子力・代替エネルギー庁（CEA）の

三者の協力により今後の SFR開発を進めようとしてい

る。性能目標は，安全要求・経済性などについて第３世

代炉と同等としており，電気出力は1，500 MWe程度と

している。炉心燃料については，酸化物燃料以外の金属

燃料および炭化物燃料も視野に入れた検討をしている。

概念設計の例としては，電気出力1，500 MWeのプール

型炉が検討されており，ツインプラントによる燃料取扱

設備などの共用化およびモジュール型蒸気発生器の採用

が考えられている（第 7図）。

商用炉の概念検討と並行して，プロトタイプ炉である

ASTRIDの概念検討を進めている。ASTRIDは，商用

炉に採用する候補技術および安全性の実証を主要な目的

としており，電気出力は600 MWeとする見込みである。

2020年に運転開始を目指し，2012年には設計の主要仕

様を選択し実用的な見通しを得る工程となっている。

ASTRIDは運転開始が2020年のため，工学規模で核燃

料サイクルの実績がある酸化物燃料をリファレンスとし

ている。また，ODS鋼被覆管採用の太径燃料，MA燃

焼などを実証するための照射炉としての機能も有する。

安全性は少なくとも第３世代炉レベルとして，現在建設

中の欧州加圧水型炉（EPR）と同等の炉心損傷の防止能力

と影響緩和能力を確保することとしている。また，経済

性実証の観点からは，80％以上の稼働率を目標としてい

る。投資コストは可能な限り抑えることとし，ASTRID

に採用する技術は商用炉開発との整合を図ることとして

いる。CEAが示したASTRIDプログラムは，燃料製造

のための設備の検討，および現存する試験施設の改修な

ども含んでいる。2010年から予備概念設計に着手し，フ

ランス原子力安全委員会（ASN）と議論を開始する。2012

年に技術仕様を選定し概念設計を行い，2014年に“Safety

option file”をASNに提出する。2015年から詳細設計を

実施し，その後，フェニックス炉に隣接して建設し，2020

年頃に運転を開始するというものである。

2．EDFの高速炉に対する見解３）

フランスにおける SFRの商用化については，EDFが

鍵を握っていると考えられる。EDFは現状で PWR（第

２世代炉）を58基（900 MWe×34基，1，300 MWe×20基，

1，500 MWe×４基）保有しており，さらに第３世代炉で

あるEPRについても建設中のもの１基，計画中のもの

１基を抱えている。EDFは将来の電力供給の基本的な

方針として PWRのプラント寿命を50～60年に延長，そ

の後，順次EPRに更新，EPRのプラント寿命は60年の

ため2080年まで EPRで電力供給が可能な見通しである

ことを示すとともに，資源有効利用や廃棄物削減の観点

から高速炉導入のシナリオも検討している。

EDFは SFRを含む第４世代原子炉について研究開発

を実施しているものの，予算は全体のごく一部であり，

システム設計，材料開発，導入シナリオ，運転経験の

フィードバック，ユーザとしての要求条件の整理など対

象は限定されている。第４世代原子炉としては，すでに

SFRが選択されているが，フェニックスおよびスーパー

第 7図 モジュール蒸気発生器システムを採用した

1，500 MWeプール型炉の概念図例１）
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フェニックスの経験から安全，稼働率，保守・補修性，

建設費について大幅な改善を必要としており，CEAに

対して要求条件の提示を行っている。

EDFはASTRIDに対し，実用炉と同仕様で出力をス

ケールダウンしたものをプロトタイプの条件とすると明

示しており，CEAとの見解の差異が見受けられる。具

体的な要求条件として，実用炉と同様の安全設計方針に

より設計されること，稼働率80％以上，原子炉構造内部

の重要な支持構造物の検査性など，従来のスーパーフェ

ニックスおよび欧州高速炉EFR（European Fast

Reactor）のレベルと比較すると飛躍的な安全性向上が挙

げられている。また，商用炉への展開を考慮して設計お

よび建設は産業界により行われる必要があるとし，EDF

はそれらを満たすプロトタイプが実証された場合には，

商用炉初号基の建設を約束するとしている。

高レベル廃棄物の処分については2006年の決定に基づ

き，2025年に地層処分を開始することとなっているが，

MAリサイクルについては2012年に実施される評価によ

り技術的成立性が示され，他の要求条件に悪影響を及ぼ

さない場合にのみ導入可能としている。

EDFの見解はASTRIDへの要求条件，MAリサイク

ルの考え方の点でCEAとのずれを見せている。EDF

は過去にスーパーフェニックスを運転した経験があり，

スーパーフェニックスの運転経験を踏まえ保守・補修性

の改善を要求条件として特に強調している。

3．実用化シナリオ
フランスは，高速炉の実用化シナリオについては，２

段階方式を提案している。すなわち，21世紀にわたって，

総発電量が60 GWe でほぼ一定に推移するものと仮定

し，2040年頃から寿命に達した軽水炉（全軽水炉の３分

の１から半分程度）を高速炉に順次置き換え，その後し

ばらくの間は軽水炉と高速炉が一定の割合で併存する状

態を経て，2080年頃から再び残りの軽水炉を高速炉にす

べて置き換えていくという考えである。

2040年からの高速炉を20 GWe 導入するために必要と

なるプルトニウム量は約300トンであり，ラアーグ再処

理工場において，PWRの使用済燃料と軽水炉用のMOX

使用済燃料を処理することにより供給することを想定し

ている。また，シナリオ上は，ラアーグのUP２�800プ

ラントは，2040年においても運転することとしており，

高速炉からの使用済MOX燃料を処理する新プラント

は，2050年以降に運転することとしている。

（日本原子力研究開発機構・青砥紀身，

原子力安全基盤機構・遠藤 寛）

―参 考 資 料―

１）IAEA�CN�176�FRP�02，（2009）．

２）IAEA�CN�176�01�12，（2009）．

３）IAEA�CN�176�01�01，（2009）．

Ⅴ．韓 国

1．高速炉開発計画１）

韓国の高速炉計画における金属燃料およびプール型炉

の採用は，米国の IFR（Integral Fast Reactor）２）と一致

しており，高速炉開発において米国との協力を重視する

同国の事情を反映していると考えられる。以下では，そ

の開発計画と設計概要を説明する。

（ 1） 2028年運転開始を目指した実証炉計画

本シリーズ第１回で報告されているように，韓国では

逼迫する使用済燃料貯蔵問題の解決の切り札として，金

属燃料を装荷した SFRの開発が進められている。その

開発は，2008年に韓国原子力委員会によって承認された

「将来原子炉システムの長期開発計画」に基づいている。

その計画によると，金属燃料の乾式処理技術開発と並行

して，第４世代炉の技術目標を達成する金属燃料 SFR

を開発し，600 MWeの実証炉KALIMER�600（Korea

Advanced LIquid MEtal Reactor）の2028年運転開始を

目指しており，さらに，商用化を目指し1，200 MWeの

金属燃料 SFRの2040年頃の運転開始をも展望してい

る。上記の通り，金属燃料 SFRの設計目標は第４世代

炉の技術目標と一致しており，①持続可能性：ウラン資

源の有効活用，放射性廃棄物の低減，②安全性・信頼性

向上：炉心損傷確率＜10－６�炉年，72時間の猶予期間確

保，③経済性：初号基で発電コスト４¢�kWh，建設費

2，000＄�kWe，④核拡散抵抗性：プルトニウムを純粋

な形で分離しない乾式処理とブランケットのない炉心の

適用となっている。

（ 2） 金属燃料 SFRの設計概要

電気出力1，200 MWeの金属燃料 SFRの標準的炉心・

燃料設計１）はウラン，超ウラン元素（TRU），ジルコニウ

ムの３元合金金属燃料で，ブランケット集合体なし，増

殖比1．0の炉心である。１次系は異常過渡をより穏やか

なものにして，システム安全性を一層強化することとし

ている。炉型はプール型炉を採用し，SUS 316鋼製の原

子炉容器と炉内構造物はコンパクトで簡素な構造として

いる。原子炉容器内に１次冷却系機器として機械式ポン

プと中間熱交換器を各４基設け，２系統ある２次系配管

には２基の中間熱交換器と１基の蒸気発生器を接続す

る。蒸気発生器はナトリウム�水反応を排除するため２

重管直管型伝熱管を採用している。２次系配管は改良９

Cr�１Mo鋼とし，上記型式の蒸気発生器の採用によっ

て，２次系配管の短縮が図られている。また，崩壊熱除

去系は，通常の原子炉停止時に除熱する水蒸気系に加え

て，自然循環による直接炉心冷却系４系統と，２次系配
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管に接続する強制循環型の２次系分岐型補助炉心冷却系

２系統からなる。耐震設計としては高減衰積層ゴム免震

装置による水平免震を採用している。

炉心設計に関しては，超ウラン核種の燃焼炉としての

高速炉のサーベイ計算が実施されている。600 MWe，

1，200 MWe，1，800 MWeの中・大型炉を対象に，超ウ

ラン核種変換効率と炉心特性との関係について解析検討

がなされ，その結果，燃料被覆管の厚さを調整すること

により，いずれの出力においても燃焼炉として成立する

見込みが得られている２）。高速炉の燃焼炉としての面に

着目している点においても米国の方向と一致しており，

韓国の高速炉開発が軽水炉から発生する超ウラン核種の

核変換処理に主眼を置いていることを示唆している。

2．冷却系模擬ナトリウム試験設備建設を含めた
研究開発３，４）

崩壊熱除去についてはKALIMERは受動的安全性を

追求している。直接炉心冷却系の熱交換器は炉内のコー

ルドプレナムに設置されており，１次系ポンプ停止時に

は，ホットプレナムのナトリウム体積の膨張により，ナ

トリウムがホット�コールドのプレナムの仕切りを乗り

越えコールドプレナムに流れ込むことにより，その熱交

換器を介して崩壊熱を除去し始める。本システムの実証

のため，後述の冷却系をすべて模擬したナトリウム試験

による検証が計画されている。

解析コードの開発としては，システム全体の熱過渡解

析を実施するコードの開発が行われている。このコード

を用いて代表的な設計基準事象である制御棒引抜きに伴

う過渡出力事象（TOP事象）の解析がなされ，TOP事象

時の被覆管温度が制限値である700℃以下になる見込み

であることが示された。このコードは１次元解析コード

であるが，３次元化の開発も行われている。

ナトリウム試験ついては，熱流動および自然循環冷却

の成立性を検証するために，原子炉容器，中間熱交換器，

蒸気発生器を含め冷却系全体を模擬したナトリウム試験

設備（第 8図）を建設する計画となっており，建設終了が

2013年，設備の性能試験が2014年，本格運用開始が2015

年の予定となっている３）。この試験は冷却系全体を模擬

した試験であるが，建設は実証炉設計が決定する前と

なっているため，試験目的は自然循環冷却の基本特性の

確認および解析コードの検証などが対象となっていると

考えられる。

その他の研究開発要素としては，蒸気発生器２重管の

要素試験，蒸気発生器水リーク音響計，超臨界炭酸ガス

サイクル開発，ナトリウム�水反応試験（計画），ナトリ

ウム中目視検査装置開発などが挙げられる。

3．建設中の試験施設を含めた乾式処理技術開発
計画５～７）

韓国は，軽水炉使用済燃料の減容処理を目的とした乾

式再処理技術の開発を進めており，その一環として高速

炉の金属燃料サイクル技術開発を進めている。軽水炉使

用済燃料のせん断，ボロキシデーション，金属への電解

還元までを工学規模で行う設備が設計・製作され，韓国

原子力研究所（KAERI）のホットセルに設置されている

が，米国の許可が下りず，ホット試験に着手できない状

況が続いている。そこで，許可の要らないウランを用い

て，遠隔操作の工学規模乾式処理プロセス試験を行うこ

とを計画し，既設のウラン試験棟を改造・整備し，第 9

図に示す10 tU�年規模の乾式処理試験施設（PRIDE :

PyRoprocess Integrated inactive DEmonstration

facility）とするための設計を進めている。さらにこれに

続いて，2016年までに工学規模施設（ESPF : Engineering

�Scale Pyrochemical Process Facility ; 10 t�y），2025年

までにはパイロットプラント（KAPF : Korea Advanced

Pyroprocess Facility ; 100 t�y）を建設する計画となって

いる。これらに対応して，2020年には，乾式処理と組み

合わせてウラン�超ウラン元素�ジルコニウム３元合金の

金属燃料集合体を遠隔で製造，2025年から実証炉の運転

のために燃料集合体の量産を行う計画としている４）。

乾式処理の要素技術としては，PWR燃料の電解還元

法による還元，電解精製法によるウラン回収と除染，超

ウラン元素回収のための電解回収，塩廃棄物の再生と固

第 8図 韓国のナトリウム試験設備４）

第 9図 PRIDE概念図５）
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化などの研究を進めており，ウランなどを用いたコール

ド試験を中心に，使用済燃料の保障措置概念の検討など

も行っている。なお，韓国では，乾式処理はプルトニウ

ムの単独分離を伴わないため，核不拡散抵抗性を高める

としている。

金属燃料の新型被覆管開発については，わが国でも研

究開発が進められているODS鋼と同様のフェライト�

マルテンサイト系ステンレス鋼を対象としている。ODS

鋼がY２O３などを添加した酸化物分散強化型であるのに

対し，韓国では，添加物としてバナジウム，チタン，炭

素および窒素を検討しており，これらの元素成分が，高

温下における引張り強度やクリープ強度に与える影響

や，熱間加工，冷間加工，焼きなましなどの各製造工程

が材料特性に及ぼす影響に関する研究を行っている。

このほかに，被覆管材料とウラン�ジルコニウム合金

との反応を防止するための被覆管内面のバリア材の開

発，ウラン�ジルコニウムおよびウラン�ジルコニウム�

セシウム合金の鋳造試験および熱伝導率や比熱などの物

性値測定などを進めている。また，ウラン�ジルコニウ

ムおよびウラン�ジルコニウム�セシウム合金の燃料を実

験炉HANARO（High�flux Advanced Neutron Appli-

cation Reactor）で３at％燃焼度まで照射する計画であ

る。さらに，照射挙動モデル開発，金属燃料挙動解析コー

ドを使用したウラン�超ウラン元素�ジルコニウム３元合

金の炉心燃料の性能評価なども実施している５，６）。

1974年に締結された米韓原子力協定のため，使用済燃

料の形質変更や転用について，韓国は米国の同意を得る

必要がある。韓国が上述の乾式処理技術開発計画を実現

できるかどうかは，2014年の協定満了時の改正交渉が鍵

を握っていると考えられる。

（日本原子力研究開発機構・小竹庄司，

日立GEニュークリア・エナジー㈱・澤田周作，

電力中央研究所・小山正史）
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Ⅵ．日 本

1．高速炉開発
（ 1） 実証炉開発に向けたプロジェクト１，２）

わが国では旧動力炉・核燃料開発事業団を中心に1960

年代から本格的に高速炉開発を開始し，1977年に実験炉

「常陽」，引き続いて1994年には電気出力280 MWeの原

型炉「もんじゅ」の臨界を達成するなど，着実に技術開発

を進めてきた。その後，1995年に「もんじゅ」のナトリウ

ム漏れ事故があり，また電力事業者から高速炉の経済性

向上を望む声が強まって，高速炉開発の方針を根本から

見直すことになった。それを受けて，1999年から2006

年まで日本原子力研究開発機構（原子力機構）は日本原子

力発電㈱と協力して「高速増殖炉サイクルの実用化戦略

調査研究」を実施し，将来の実用化段階においても通用

する高い性能を有するプラント概念の選定と構築を進め

た。その成果は国の委員会により評価され，文部科学省

は「高速増殖炉サイクルの研究開発方針について」（2006

年11月）をまとめた。また経済産業省がまとめた原子力

立国計画（2006年８月）では，「実証炉と関連核燃料サイ

クル施設の2025年までの実現および2050年より前の商

用炉の導入」という技術の実証・実用化のステップが示

された。

これらを受けて2006年から始まった「高速増殖炉サイ

クル実用化研究開発」（FaCT : FAst reactor Cycle Tech-

nology development）プロジェクトでは，2010年に革新

的な技術の採否を判断し，2015年までに開発目標が達成

可能な実証施設および商用施設の概念設計を行うととも

に，実用化に至るまでの研究開発計画を提示することを

目指して，精力的に設計検討および研究開発を進めてい

る。ここで実証炉および実用炉は JSFR（Japan Sodium�

cooled Fast Reactor）と呼ばれ，保守・補修性が優れて

いる点，将来的な２次系削除により大幅合理化の可能性

がある点からループ型を採用している。

（ 2） 開発中の JSFRのプラントコンセプト

JSFR（1，500 MWe）は，安全性や信頼性の向上だけで

はなく，次世代軽水炉やその他のエネルギー源に比肩す

る高い経済性を達成するために様々な革新技術を取り入

れた斬新な SFRである。特に経済性については，「もん

じゅ」の後継炉として1999年度まで概念設計研究が行わ

れた高速実証炉よりも大幅に向上させるものとし，その

ため各機器の徹底的な小型・軽量化が追及された。商用

炉の開発目標と主要仕様を第 3，4表に，１次系・２次

系の鳥瞰図とヒートバランスを第10，11図に示す。

炉心燃料は，サイクルコストの低減と稼働率向上のた

め，高燃焼度および長期サイクル炉心を指向すととも

に，ウラン資源の有効活用のためフレキシブルな増殖性

能を持たせるものとし，MOX燃料を用いた高内部転換

型の炉心を構築した。なお，MOX燃料と比べて高い増

殖比や燃料インベントリーの低減が期待できる金属燃料

は，代替案として並行して検討を続けている。

経済性向上については，炉内燃料交換方法の工夫によ
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る原子炉容器のコンパクト化，低熱膨張率の高Cr鋼の

採用による配管長の短縮，主冷却系の系統数削減（２ルー

プ化）および中間熱交換器とポンプの一体化（ポンプ組込

型中間熱交換器）により機器物量を大幅に削減した。

また，鋼板コンクリート造の矩形格納容器の採用によ

り建屋容積を大幅に低減するとともに，高燃焼度化を可

能とする燃料材料の採用により18ヶ月以上の長期運転サ

イクルによるプラント稼働率の向上を図っている。

安全性向上のためには，ATWSに対しても炉心損傷

を防止できる受動的炉停止機構（SASS : Self Actuated

Shutdown System）の導入と，異常時の炉心崩壊熱を受

動的に除去できるよう自然循環能力の強化を図ってい

る。さらに，日本からの新たな安全設計概念の提案とし

て，CDA時にも溶融燃料プールの集中などによって厳

しい再臨界に至ることを回避できる炉心概念（すべての

燃料集合体に内部ダクトを設けて溶融燃料の流出を促進

させる構造）が示された。また，中越沖地震を踏まえた

厳しい地震条件への対応を可能とする高性能の免震シス

テムを採用している。

さらに，信頼性向上のために，ナトリウムバウンダリー

を二重化してナトリウム漏えい時の影響範囲を限定する

とともに，保守・補修性向上対策としてナトリウム中で

の検査や補修を可能にする装置の実現を目指している。

（ 3） FaCTプロジェクトにおける研究開発

FaCTプロジェクトでは，JSFRの技術的な成立性を

見通すため，設計検討に加えて，これまでに得られた各

種研究開発成果および取得中の成果を評価して，2010年

度末までに設計で採用できる革新技術を選定すべく作業

が進められている。FR09では，そのうちの主要な研究

開発の現状について，以下のような報告があった。

まず安全関連では，２系統の炉停止系の挿入に失敗す

る仮想的なケースにおいても，炉心冷却材の温度上昇に

よって自然に炉停止できる SASSが開発されている。

これまで，保持力特性試験，ナトリウム中過渡応答試験，

ナトリウム中耐久性試験，「常陽」を用いた主要材料およ

び SASS試験体の照射試験を行い，制御棒が誤落下し

第 3表 商用炉の開発目標１）

項 目 目 標

安全性および信頼性 ・受動的安全性の確保

・再臨界回避

持続可能性―資源有効利用 ・低増殖炉心と高増殖炉心

を設定

持続可能性―環境保全性 ・超ウラン元素のリサイク

ルと燃焼

経済性 ・次世代軽水炉と同等の経

済性

第 4表 商用炉の主要仕様２）

炉型式 ナトリウム冷却ループ型炉

炉心・燃料型式 均質２領域炉心（MOX燃料）

ヒートバランス １次系：550℃�395℃

２次系：520℃�335℃

ループ数 ２ループ

崩壊熱除去系 DRACS（直接炉心冷却系）×１系統

＋PRACS（１次系共用型炉心冷却系）

×２系統

１次系配管方式 上部流出入方式

主循環ポンプおよび

中間熱交換器

１次系ポンプ組込型 IHX（中間熱交換

器）

SG型式 一体貫流型縦置有液面直管型密着２重

伝熱管式

NSSS材料 原子炉容器：316 FR鋼，

冷却系機器：改良９Cr鋼

燃料交換方式 単回転プラグ＋切込型炉心上部機構＋

パンタグラフ式燃料交換機

燃料貯蔵方式 EVST（炉外燃料貯蔵槽）貯蔵方式

原子炉建屋格納容器

構造方式

矩形 SCCV（鋼板コンクリート製格納

容器）

建屋免震方式 水平免震

再臨界回避方策 改良内部ダクト型集合体の採用

第10図 JSFR の１次系および２次系の鳥瞰図

第11図 JSFR のヒートバランス
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ないことを確認している。また，自然循環により崩壊熱

を除去する受動的崩壊熱除去系，およびCDA時に溶融

燃料を排出し再臨界によるエネルギー放出を抑制するた

めの内部ダクトを有する燃料集合体の実験的検証が，カ

ザフスタンの試験炉（IGR）を用いて着々と進められてい

る。

原子炉容器については，切込型炉心上部機構と新型燃

料交換機による炉内燃料取扱システムの成立性がコンパ

クト化の鍵を握っている。この新型燃料交換機について

は，実規模モックアップ試験による成立性確認試験によ

り，位置決め精度，速度，耐震強度が確保できる見通し

を得ている。また，起動・停止時の熱過渡を緩和するた

めの炉壁冷却システムを不要にするホットベッセル概念

の採用に向けた研究開発，遮蔽厚の削減のための高性能

遮蔽材の開発，2007年に発生した中越沖地震を包絡する

基準地震動にも対応できる設計・評価手法の開発などが

行われている。

冷却系２ループ化の観点から，大口径配管の採用，お

よび高温強度に優れ熱膨張率の低い改良９Cr�１Mo鋼の

採用に向けて，流力振動評価，材料試験などの研究開発

が進められている。特に，改良９Cr�１Mo鋼については，

溶接部でクリープ強度が低下し，その熱影響部から内部

損傷（タイプⅣ損傷）が発生する可能性が指摘されてい

た。しかし，これまでの試験から，十分に保守的な許容

応力を設定すれば，その範囲内で配管の設計が可能であ

ることが成果として示されている。

機器の成立性の観点からは，ポンプ組込型中間熱交換

器の振動・摩耗評価，直管二重管型蒸気発生器の部分試

作などが実施され，現在までのところ成立性に係る重要

な課題は確認されていない。その他，燃料取扱システム

の簡素化に関し，MA含有燃料に対応した新燃料輸送

キャスク，複数燃料集合体の輸送ポットおよび乾式燃料

洗浄技術の開発が，また，建屋関連として，鋼板コンク

リート構造格納容器（SCCV : Steel plate reinforced

Concrete Containment），積層ゴムとオイルダンパの組

合せによる免震システムなどの開発も行われており，そ

れぞれ成立性の見通しが得られている。

一方，金属燃料に関する研究開発としては，CDA時

の溶融燃料の固化挙動に着目したCAFE試験が行われ

ている。金属燃料は融点近傍でスティール成分（被覆管・

ラッパ管）と共晶を形成するため，共晶・固化共存挙動

に注目した基礎的試験データが取得されている３，４）。

（ 4）「もんじゅ」の運転再開と将来構想５）

実証炉開発に並行して「もんじゅ」を利用した計画につ

いては，FR09およびそれに続いて開かれた敦賀セッショ

ンの一つの大きなテーマであった。「もんじゅ」の運転再

開については国内および海外からの関心が高く，その技

術的な成果を国内外の高速炉の開発に活用することへの

期待が多く寄せられた。

日本の国産技術が集約された「もんじゅ」は，1994年４

月５日に初めて原子炉内で核分裂反応が持続される臨界

に達し，1995年８月29日に発電を開始した。しかし，発

電炉として本格的に運転される前の性能試験中の1995年

12月８日に，２次主冷却系でナトリウムが漏えいした。

以来14年５ヶ月の間運転を停止していたが，2010年５月

６日に性能試験を再開した。この停止期間中にナトリウ

ム燃焼に関する知見の充実，SFRの設計解析コードの

改良と検証，ISI 技術開発などが進められてきた。

今後の予定として，2010年度から３ヵ年計画で行う出

力運転期間中の性能試験において，発電用の水・蒸気系

を備えた SFRの運転の信頼性を実証する（第12図）。こ

れらの「もんじゅ」の運転による試験の成果は，実証炉・

商用炉の運転技術の確立に役立てていく。さらに，「も

んじゅ」を高速炉実用化に向けた研究開発の場として

利・活用するための準備を進め，高速炉の経済性・安全

性を向上させる技術を実証するための国際的な中核拠点

としていく計画である。

一方，停止期間中に行われた国の安全規制活動とし

て，FR09において次のような報告がなされた。「もん

じゅ」の燃料は，長期間の運転停止中に241Pu が崩壊

し241Amが増加している。この燃料の組成変化に伴うボ

イド反応度の増加やULOFへの影響などの評価が行わ

れ，安全性が確認されている。確率情報を用いた安全規

制の観点からは，「もんじゅ」のアクシデントマネジメン

ト策の妥当性評価の結果とともに，地震時 PSAによる

残余のリスク評価や保安規定の設定根拠など，リスク情

報に基づく規制（Risk Informed Regulation）を実施する

ために必要な技術開発の状況や，今後の炉心燃料の高性

第12図 「もんじゅ」の利用構想５）
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能化に向けた高速炉燃料の技術基準策定の考え方やその

策定状況なども紹介された。

2．核燃料サイクルの開発６）

FaCTプロジェクトの核燃料サイクルシステムでは，

軽水炉サイクルから高速炉サイクルへの移行を視野に入

れて，先進湿式法による再処理技術および簡素化ペレッ

ト法による燃料製造技術の組合せについて研究開発を進

めている（第13図）。核燃料サイクルシステムについて

は，システムとして既存の技術にない様々な革新技術の

採用を目指しており，それらの研究開発によりプロセス

と機器の両者の成立性を見極める予定である。FR09で

は，革新技術の開発の状況が報告された。

（ 1） 先進湿式法再処理

MAをリサイクルする核燃料サイクルシステムとし

て，工程を簡素化した遠隔自動燃料製造法の採用を目指

しているため，再処理で核分裂生成物（FP）の高除染を

必要としない。その結果，使用済燃料溶解液中のウラン

の約７割をあらかじめ粗取りする晶析技術の導入によ

り，後工程の処理液量を大幅に削減する設備合理化も可

能となる。一方，従来の再処理技術にはないMA回収

機能を付加する必要があり，経済性の面で一長一短があ

る。しかし，施設全体では従来型再処理技術を採用した

場合に比べ建設費が半減するなど，合理化に寄与する部

分の効果が大きい。晶析技術やMA回収技術など革新

技術が必要であるが，先進湿式再処理法では東海再処理

施設や六ヶ所再処理工場における多くの湿式再処理法共

通の技術的知見を活用できることから，高い確度で技術

的実現性を見通すことができる。

持続可能性，経済性および核不拡散性の向上に関する

「晶析技術による効率的なウラン回収システムの開発」で

は，これまでに照射済燃料を用いたホット試験により，

プルトニウムやFP核種の同伴挙動を把握し，プロセス

条件を評価するとともに結晶精製技術の検討にも着手し

ている。

（ 2） 簡素化ペレット法燃料製造

燃料製造では，経済的合理性を向上させ，かつ，MA

や FPを含有する原料の飛散防止，発熱影響緩和などに

配慮するため，従来の粉末取扱工程などを大幅に簡素化

したペレット製造法の開発を進めている。

簡素化ペレット法プロセスの工学規模での成立性を見

通すため，プルトニウム富化度調整から，MOX原料粉

調整，ペレット成型，焼結・酸素対金属比（O�M）調製

までの一連の工程のMOX試験を進めている。また，こ

れらの量産設備開発をコールド試験やウラン試験により

実施している４）。特に，新たな造粒技術（転動造粒）は，

従来の有機物添加剤の代わりに水を用いることで工程の

合理化に寄与する技術であり，工学規模のMOX試験と

模擬粉末試験による量産設備試験において良好な特性を

持つ造粒粉が高い収率で得られていることから，高い確

度で実現性を見通すことができることが示された７）。

一方，これらの高放射線・高発熱の燃料を取り扱うた

め，セル内設備を遠隔で保守する技術や量産取扱工程で

の除熱技術の開発を，コールドモックアップ試験などに

より進めている８）。FaCTプロジェクトでは最大5%MA

含有の均質燃料サイクルを前提に，これらの成立性を評

価している。一方，米国からは，より高濃度のMA含

有燃料を非均質でリサイクルする際の技術上の課題を整

理し，これらの詳細評価が今後必要であることが報告さ

れた９）。

（ 3） 金属燃料サイクル

金属燃料サイクルについての研究開発も，FaCTプロ

ジェクトの中で，電力中央研究所が中心となって着実に

進められており，FR09でその最新の成果が報告された。

MA含有金属燃料については，物性評価，製造技術開

発，照射挙動評価などの系統的な研究開発が実施されて

いる10～12）。再処理関係については，プロセス開発並びに

実用化を見通した機器開発などを実施している13～15）。特

に陰極�陽極モジュールによるウラン回収試験や，液体

カドミウムの移送を伴う半連続式陰極による模擬元素回

収試験により，プロセス処理速度向上策の検討に進展が

見られている。 （日本原子力研究開発機構・青砥紀身，

此村 守，船坂英之，滑川卓志，

三菱FBRシステムズ㈱・神島吉郎，

原子力安全基盤機構・遠藤 寛）

―参 考 資 料―

１）IAEA�CN�176�01�02，（2009），

２）01�07＊，３）03�11P＊，４）03�12P＊，５）01�11＊，

６）05�02＊，７）07�23P＊，８）05�07＊，９）05�06＊，

10）07�26P＊，11）07�28P＊，12）07�34P＊，
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13）05�18P＊，14）05�20P＊，15）05�22P＊．

＊：２）以降の参考資料のうちFR09での発表論文について

は，“IAEA�CN�176�”および“，（2009）”を省略して論文

番号のみで示している。

Ⅶ．米 国

1．原子力政策動向
米国は二酸化炭素排出量の削減などを目的に，原子力

技術の拡大を想定しており，

� 既存プラントの寿命延長（現行の40年から60年に）

� 新規プラントの建設（2020年までに６～８基）

� 輸送・産業部門における原子力の貢献策の模索

（ハイブリッド車の充電，熱利用，水素製造など）

� 持続可能な核燃料サイクルの開発

� “ゆりかごから墓場まで”核拡散防止を図った核燃

料サイクルの確立

という５つの戦略目標を設定した。

本戦略に基づき，安全でクリーンかつセキュリティの

高い原子力エネルギーを国内および国際的に展開してい

くとしており，まずはそのための政策的課題を明らかに

し，グローバルなエネルギーニーズに応えていきたいと

しているが，具体的な計画については不透明な状況にあ

る。

2．核燃料サイクル開発の進め方
米国では昨年の政権交代まで，ユッカマウンテン最終

処分場の建設を前提とし，既存技術の範囲内での原子力

技術開発を目指してきた。しかし政権交代によって，よ

り長期的な観点から研究を進める路線となり，「科学的

研究方策（Science�based research approach）」へと方針

転換を図っている。

核燃料サイクルについては，バックエンド政策検討を

目的としたブルーリボン委員会を設立し，様々なオプ

ションを検討中である。クローズド核燃料サイクルに関

する検討も行われており，高速炉はこのサイクルの要と

なる。高速炉は燃焼炉または増殖炉とすることが可能で

あり，オプション選定のための基礎研究が現在行われて

いる。いずれのオプションを選択するにせよ，プラント

建設コストの低減が重要な課題となる１）。

また，FR09において，制度的手段や新技術追求の試

みの紹介があり，現状では核拡散を完全に排除する技術

は存在しないものの，技術と設計によって国家的核拡散

の脅威を低減できるであろうとの見解が示されている。

3．炉の開発状況
米国はブッシュ前大統領（共和党）が2006年に，国際原

子力エネルギー・パートナーシップGNEP構想11）を提唱

し，その中で燃焼炉としての SFRの開発を積極的に推

進してきた（第14図）。しかし2009年１月のオバマ政権（民

主党）発足により，SFRの実用化を急がない方針に転換

され，現在は基礎研究を中心に開発が進められている。

特に安全技術やシミュレーション技術については着実に

開発が進められており，FR09において以下のような発

表があった。

（ 1） 安 全

冷却材ボイド反応度の低減や受動的炉停止機構の重要

性については従来から認識されていたが，シビアアクシ

デントを対象とした最近の安全評価研究においては，リ

スク情報を活用した決定論的アプローチとしての安全設

計の検討が行われている。

世界中に多数基の高速炉建設が計画されることを考慮

した場合には，CDAのリスクを低減させることに主要

課題があると認識されている。なお，酸化物燃料高速炉

と金属燃料高速炉のどちらがよりCDAのリスクを低減

可能であるか議論が分かれており，最新の評価手法を用

いた比較研究が実施されている３）。

また，SFRの ULOHS（除熱源喪失型事象時のスクラ

ム失敗），ULOF，UTOP（反応度挿入型事象時のスクラ

ム失敗）事象に対する不確かさ解析に関する研究が進め

られており，840 MWt の燃焼炉型 SFRに対する解析も

行われている４）。

（ 2） シミュレーション技術

高速炉への先進シミュレーションの応用については，

FR09において多数発表があり，物理現象を容易に統合

できるシミュレーション技術５），多群核断面積生成コー

ドMC２�３６），CDA解析用の SAS４A�SASSYS�１コード

を汎用コード STAR�CDに結合した多次元解析７）などが

紹介された。特筆すべきは，実験においても確認困難な，

ワイヤーピンを考慮した燃料集合体内における熱流動解

析の結果である８，９）。本解析結果を第15図に示す。

4．燃料の開発状況
米国では現在，金属燃料の研究に多くの力が割かれて

第14図 核燃料サイクル構想（GNEP構想）11）
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おり，廃棄物管理や核拡散抵抗性向上の観点から，超ウ

ラン元素含有燃料について研究が進められている。試験

施設の不足によって大規模な実証が不可能であることが

課題となっている一方，前述の方針転換もあって，モデ

リングとシミュレーションに力が入れられるようになっ

ている10）。

FR09では，アルゴンヌ国立研究所から，炭化物およ

び窒化物燃料を用いた先進燃焼炉の特性評価11），小型炉

４Sの金属燃料設計，先進燃焼炉用燃料としてのU�Mo

合金の評価などの発表があったが，いずれも解析あるい

は予備的検討によっておのおのの燃料概念の有効性を示

すものであった。なお，FR09では報告がなかったが，

アイダホ国立研究所においては，超ウラン元素含有金属

燃料の物性測定，製造試験，先進試験炉ATRによる照

射試験（AFC�２）などを実施中である。

5．国際協力の状況
SFRのプロトタイプ開発に関しては，日・仏・米が

同様な計画を有していることから，2008年に国際協力の

覚書が交わされている。燃料開発については，初装荷時

はMOX燃料から始め，その後，MA含有MOX燃料に

進むことが３国で協議され，計画を具体化している。

また，コスト低減のために直接的または間接的に効果

のある技術を確認し合い，幾つかの分野で協力を進めて

いる。原子力機構の大型ナトリウム施設，CEAのナト

リウム試験施設TRIPOT，米国エネルギー省（DOE）の

過渡安全性試験 炉TREAT，CEAの ゼ ロ 出 力 炉

MASURCAなど，研究開発施設を共用することも検討

されている。

6．まとめ
米国では昨年の政権交代以降，高速炉サイクルに関す

る原子力政策が不透明な状況にある。しかし高速炉を含

む核燃料サイクルの研究開発に関しては，着実に基礎研

究を進める方針であり，今後の実用化に向けた開発に期

待したい。

（三菱重工業㈱・國嶋 茂，電力中央研究所・尾形孝成）

―参 考 資 料―

１）IAEA�CN�176�FRP�07，（2009）．

２）05�14＊，３）03�02＊，４）03�08＊，５）06�09＊，

６）06�15＊，７）06�17＊，８）KN�06＊，９）06�18＊，

10）INV�03＊，11）07�10＊．

＊：２）以降の参考資料のうちFR09での発表論文について

は，“IAEA�CN�176�”および“，（2009）”を省略して論文

番号のみで示している。

Ⅷ．おわりに

今世紀の前半に実証炉の開発を経て，2020年から2050

年までに商用炉の運転開始を目指して，ロシア，インド

中国，フランス，日本，韓国が精力的に研究開発を進め

ている。高速炉は人類共通の開発課題であるので，今後

は，人的資源や資金の有効活用のため，各国の競争が基

本ではあるが，国際的な技術協力がより一層重要になる

であろう。また，高速炉開発と並行して核燃料サイクル

技術開発も戦略的に進めることが重要である。さらに，

経済性や安全性に加え，プルトニウムのリサイクルの本

格的な実用化に向けて，核不拡散・核セキュリティには

より一層細心の注意を払う必要がある。最後に，プルト

ニウムのみならず，アメリシウムを中心としたMAリ

サイクル（有効活用）についても慎重に議論を進めていく

必要があるだろう。 （東京工業大学・齊藤正樹）

第15図 ワイヤーピン周辺の熱流動解析結果８，９）
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連載の第１回における「ナチュラルアナログの段階的

な展開」で示したように，ナチュラルアナログの今後の

進展は，地層処分と密接な関連をもって進んでいくもの

と考えられる。第 1，2図は，その段階的アプローチに

おける第一段階のナチュラルアナログの例である。

第１図は，古代ローマ時代の遺跡で発見された約1900

年前の釘であり，粘土

層中に埋設され，酸素

とは触れることのない

環境ではほとんど腐食

が進行しないことを示

している。

第２図は，およそ100

万年前に堆積した粘土

質の泥質岩層の中に埋

まった火山ガラスの例

である。この例でも，

粘土は内部の物質をそ

のまま保存する能力が

あることを示してい

る。

これらの例のように，実際の現象の中に地層処分シス

テムと類似している現象が含まれていることを直感的に

理解できるのが第１段階であるが，第２段階では，地層

処分の環境におけるバリア性能やその長期挙動を説明す

ることに主眼を置く。そのためには巨視的，形式的なア

ナログというよりは，反応が実際に起きている境界（以

下，反応フロントという）での微視的反応に着目したア

ナログにおいて反応プロセスを理解していくことが重要

である。そこで，まず地層処分のいくつかの要素を取り

出して，具体的なイメージを明確にしていくことにす

る。

第 3図�に示すように，地層処分における主要な要素

は，①廃棄体中の様々な放射性核種，②人工バリアを構

成する各要素（ガラス固化体，オーバーパック，ベント

ナイト，コンクリート等），③ニアフィールドと呼ばれ

る廃棄体を定置（処分）する近傍の人工構築物や岩盤，④

処分施設外側の地質環境等である。これらのシステムの

挙動は，様々な観点から，FEP（feature，event，process）

と呼ばれる手法でそれらの現象を網羅的に拾い上げて，

どの現象に着目するかは，影響の大きさ，事象の起こり

やすさ等を勘案し，主に専門家の判断に委ねてきてい

る。その着目する現象の取捨選択にあたっては，実験的・

理論的アプローチにより影響を記述し，核種の移行や人

間生活圏での影響評価等と結びつけてきた。しかしなが

ら，これらの判断に超長期の挙動が十分加味されてこな

かったことも事実である。

安全性を高め効率的に地層処分を実施するためには，

人工バリア周辺に限っても，廃棄体に含まれるそれぞれ

の核種が人工バリアの各要素内，バリアの境界部，ニア

フィールドを構成する各要素それぞれに対し，地下深部

の地球化学特性のもとでどのように反応するのか，また

その挙動をどのように記述するのかを明確にしていく必

要がある。また地質環境に眼をやっても，処分施設が成

立するようこれを支える岩盤の力学特性や熱的特性，放

射性核種の移行を支配する岩盤の割れ目や粒子特性，透

水性，地下水の地球化学特性等，様々な項目が考えられ

る。何が本当に重要な反応過程であるかについては，具

体的な評価プロセスを見直す議論も必要になろう。

ナチュラルアナログの地層処分への適用は，超長期の

観点から見て地層処分の安全性を担保する重要プロセス

の理解が妥当であるか，現在明確に事象が特定できてい

ないニアフィールドでの事象はどうなのか，様々なプロ

セスを超長期にわたって理解することにより，さらに合

Natural analogues�Supporting geological disposal :

Gaining Evidence of Predictability on 100 ka Timescales :
Kazumi KITAYAMA,Tsutomu SATO,Hidekazu YOSHIDA.
（2010年 ７月15日 受理）

放射性廃棄物の地層処分では地下環境の長期的なバリア機能の把握が必要である。長期的な

バリア機能を検討するにあたり，酸・塩基や酸化還元反応は地下処分場において避けることの

できない地球化学的プロセスであり，“ナチュラルアナログ”による現象理解が不可欠である。

第 1図 古代ローマの釘

第 2図 泥質岩中の火山ガラス

解説

ナチュラルアナログ；自然に学ぶ地層処分
数万年先を予測する工学技術とは？ 第 2回

原子力発電環境整備機構 北山 一美，
北海道大学 佐藤 努，名古屋大学 吉田 英一
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第 3図 地層処分とナチュラルアナログの例
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理的な地層処分とはいかなるものか，を考える上で大き

な貢献が期待できる。これらは第１回で述べたように，

初期条件や境界条件を明確にしつつ，具体的反応フロン

トでの実挙動を確実にしかも定量的に理解していくこと

によって実現されよう。このことはナチュラルアナログ

研究における第２，第３段階の進展に期待しなければな

らないが，今回はそれらの目標に向かって進みつつある

最前線の研究を具体的に紹介してみたい。本稿では，反

応フロントの酸・塩基，酸化還元反応に注目したいくつ

かの例を示す。

地層処分では，地下坑道近傍は廃棄体だけでなく，人

工材料と岩石・鉱物，そして地下水とそれによって運ば

れる溶質など，地下の地質環境に影響を与える様々な要

素や物質が混在した状態になる。これらの各要素の状態

変化と周辺地質環境への影響は，処分場となる地域の岩

種や地下水の性質などによって，必ずしもすべてが同一

になるとは限らない。しかし第 3図�で示した現象の多

くは，発生規模の大小はあるものの地下環境で生じると

考えられるプロセスであり，それらのほとんどが酸・塩

基，酸化還元反応に伴うものである。

人工バリア機能の観点からは，坑道支保や周辺岩盤の

亀裂充填のために使用予定のセメント材と地下水の反応

によって処分場周辺が高アルカリ環境になることが予想

され，高アルカリ地下水とベントナイトや周辺岩盤の長

期相互作用と核種移行への影響の理解が重要となる。ま

た，TRU廃棄物処分の場合は，人工バリア材として多

量のセメント材が使用されることが予想されるため，高

アルカリ環境における現象や他のバリア材への影響の理

解がより重要となってくる。

天然バリア機能の観点からは，酸化還元反応に伴って

形成される酸化物の数千年～数万年以上の長期的挙動

と，核種移行への影響の理解が重要となってくる。した

がって，ここでも“ナチュラルアナログ”は不可欠とな

る。

酸・塩基反応や酸化還元反応等，反応フロントに関わ

る天然の現象にはいろいろなものが存在する。高アルカ

リ環境においても，広範に認められるものではないが，

限られた地質条件のサイトに行けば，そこで繰り広げら

れる地球化学反応過程について詳細に調べることができ

る。これらは非常に広範囲にわたるため，それらのすべ

てを解説することはできないが，ニアフィールド環境で

将来かなりの確度で遭遇すると思われる“類似現象”につ

いて紹介するとともに，人工バリアや天然バリアへの影

響，あるいは最終的には工学的な処分技術へどのように

反映させていけばいいのか，といった観点で解説してみ

たい。

Ⅰ．酸化還元反応に関するナチュラ
ルアナログ

先に示したように，酸化還元反応は人工バリアおよび

天然バリア機能に対して，処分場閉鎖後も長期的に影響

を与える可能性がある。現在の安全評価上のシナリオで

は，地下坑道周辺に形成された酸化反応領域は，それを

取り巻く地下環境が還元状態を維持していれば，地下坑

道が埋め戻された後は再び還元状態に戻ることが想定さ

れている。果たしてそうなのだろうか。その長期的な現

象に対しての答えを出すには，やはり自然界での類似現

象（アナログ）に学ぶしかない。

第 3図�は，「高師小僧」と呼ばれる約30万年前に堆積

した泥質な地層中に見られる鉄酸化物の濃集体（ノ

ジュール）である。写真にも示すように，これは還元状

態（Eh＝－100 mV程度）の泥質な堆積層の中にまるでカ

プセルのように残っているものである。これまでの分析

の結果，地層の堆積当時に形成され，現在まで地層中に

保存されてきたものであることがわかってきた１，２）。つま

り，鉄酸化物が約30万年間還元状態の地質環境中に酸化

物のまま保存されてきたのである。そのメカニズムの詳

細は文献を参照して頂きたいが，簡単に言えば，堆積時

の植物の根の廻りに，生化学的に生じた酸化還元反応に

よって鉄酸化物（正確には結晶度の低い水酸化鉄）が沈

殿・濃集し，最終的には鉄酸化物のみが緻密な殻をもっ

たカプセル状となって，埋没後も周辺の還元状態から隔

離された状態で保存され現在に至ったものである。これ

は，酸化物の沈殿が難透水性の殻を形成し，埋没後には

逆に周辺の還元剤の浸透を防ぐ役割を担うことで隔離さ

れてきたと考えられる３）。同様のアナログプロセスは，

実は堆積層だけでなく，次に示すように，結晶質岩（花

崗岩）においても確認されている。

第 3図�は，結晶質岩中に形成された酸化還元フロン

トである。これは，いわゆる風化現象ではなく，酸化還

元反応が風化よりも選択的に進行した現象である。ここ

でもっとも移動している元素はFeであり，酸化還元フ

ロントはFeが酸化してできる赤褐色の部分としても容

易に確認することができる。このフロントの形成時期あ

るいは保存された期間は，先ほどの高師小憎の事例ほど

明確ではないが，地質学や地形学などの知見から数十万

年前に形成されたものと考えられる４）。ここでも，緻密

な還元状態の結晶質岩マトリクス中に浸透した酸化物

（ここでも主に水酸化物）は，その後，還元されることな

く保存されてきたことを示す。このような現象は，最近

の調査から日本の花崗岩では，地表から地下300 mくら

いまでの透水性割れ目などに伴うことが認められてい

る５）。

自然界で認められるアナログ事例は，酸化還元反応に

伴って形成された酸化物や酸化還元フロントは，いった
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ん形成されると周辺の地質環境が還元状態となっても

（あるいは還元剤を有していても）必ずしも還元状態に戻

るとは限らないことを示唆している。では，このような

状態がNF環境に形成された場合，多重バリア機能にど

のような影響を及ぼすのだろうか。バリア機能に関して

これらの自然現象は，何を私たちに示してくれているの

だろうか。

地質環境中に存在する鉄酸化物（あるいは水酸化鉄）

は，元素を吸着する吸着材として働くことが知られてい

る。その吸着元素の事例の１つとして，ウランが知られ

ている。実は，第３図�で紹介した結晶質岩中の鉄酸化

物部分には，ウランが濃集していることがわかってい

る。これは，ウランも酸化還元反応が移動・濃集に欠か

せない元素の１つだからである。したがって，結晶質岩

中においてもFeの酸化還元反応と岩石内部へのマトリ

クス拡散とともにウランは移動し，そして酸化物に吸

着・固定されたと考えられる。さらに酸化物の役割はそ

れだけではない。酸化物が鉱物粒界に沈殿することに

よって目詰まりが生じ，透水性が低くなることも確認さ

れている。

つまりこれらの自然界で見られる現象は，NF地下環

境で生じた酸化物は，処分場閉鎖後もおそらく還元され

ずに岩石マトリクス中に拡散した状態で残留する可能性

のあることを示している。一方で，必ずしもその酸化物

が，天然バリア機能を低下させるとは限らないことも示

してくれている。坑道周辺の岩盤に滲み込んだ酸化物

は，水理学的に物質移動に対してはより緻密な状態を形

成し，放射性物質が移行しにくくなる状態を産み出すだ

けでなく，酸化物の吸着効果によって地球化学的にも天

然バリア機能を高める要素として働く可能性が考えられ

る。このような効果は実験でも確認されている。

これらの実験的なアプローチをも含めた定量的な評価

手法とその結果については，次回第３回において，その

工学的手法としてどのように天然の長期的な現象評価に

近づけていくのかの部分も含めて紹介したいと思う。

Ⅱ．高アルカリ環境における陰イオ
ン核種の挙動に関するナチュラル
アナログ

第３図に示したように，セメント材の劣化により生成

する高アルカリ地下水とベントナイトや周辺岩盤との相

互作用が，安全評価上，重要な天然素過程の１つとして

注目を集めている。セメント材の劣化による地下水の高

アルカリ化は顕著であり，劣化の初期には pH 13程度

で，pH 12を超える期間も長期間持続することが予想さ

れている（第 3図�）。したがって，アルカリ溶液中での

溶解（変質）速度が速いケイ酸塩を主成分とするベントナ

イトや周辺岩盤への影響が懸念されているのである。ま

た，このような高アルカリ環境下では，周辺岩盤中に存

在する鉱物の表面が負に帯電しており，地層処分で鍵を

握る陽イオン核種の静電的吸着は期待できても，陰イオ

ン核種のそれは期待できないし，実験的にもそれを支持

するデータが示されている。このことは，放射性ヨウ素

や炭素，塩素，テクネシウムなどの陰イオン核種を多量

に含むTRU廃棄物処分の安全評価で大きな問題となっ

ており（第 3図�），特に弱収着性のヨウ素では安全評価

の際に吸着されることを想定していない。ただし，核種

が固相に分配されるメカニズムは，静電的吸着だけでは

ない。新しい固相が生成する際に固相の構造中に取り込

まれたり，陰イオン交換能を有する鉱物中に取り込まれ

る可能性もある。一方，高アルカリ環境では沈殿によっ

て容易に２次鉱物が生成するので，高アルカリ地下水の

移動に伴う空隙率や透水性の低下が十分予想されるし，

核種を含むコロイドが凝集して地下水中を移動しにくく

なる等，安全評価上，プラスに働くことも十分考えられ

る。以上の背景から，高アルカリ環境におけるナチュラ

ルアナログ研究が求められているのである。

高アルカリ地下水に関するナチュラルアナログ研究と

して最も有名なものは，ヨルダンのマカリーンにおける

研究８～10）と，オマーンにおける研究11）である。

マカリーンでは，高温熱変成を受けた泥灰岩（泥と石

灰岩の主成分である炭酸カルシウムが混合する岩石）と

地下水の反応によって高アルカリ地下水が生成してい

る。マカリーンの泥灰岩は，主成分である炭酸カルシウ

ムが熱によって“焼かれた岩石”となっているので，炭酸

カルシウムが主成分の石灰岩を“焼いて”作るセメントと

よく類似した鉱物組成を有している。そのため，水と反

応する対象物のアナログ性が明確であり，現在でも継続

されている数少ないナチュラルアナログ研究の１つと

なっている。このプロジェクトでは，高アルカリ環境に

関わる様々な研究が行われているが，泥灰岩と地下水の

反応による鉱物組み合わせの変化が実験やモデルで予想

されたものとよく一致していた結果は，セメント物質の

劣化モデルの妥当性を示したものとして有名である。

一方，オマーンでは pH 11を越える高アルカリ泉が湧

出し，放射性廃棄物処分で問題となっている高アルカリ

地下水の地球化学的インパクトを評価するためのナチュ

ラルアナログとして，英国のオープン大学を中心とした

プロジェクト研究12）が行われた。オマーンの高アルカリ

泉は，オマーンに広く分布する超塩基性岩が水と反応し

て蛇紋岩という岩石に変化する際に生ずることが明らか

となっており12），超塩基性岩の蛇紋岩化が認められる地

域では高アルカリ泉が湧出する可能性がある。事実，オ

マーンで認められるような高アルカリ泉は，キュプロ

ス，フィリピン，イタリアなど，世界各地で報告例があ

る。したがって，マカリーンとは異なり，世界の様々な

地域での研究が可能である。

オマーンのナチュラルアナログ研究では，溶解度やス
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ペーシエーション（化学種別）に関するデータベースのブ

ラインドテスト，コロイド，微生物活動について調べら

れたが，高アルカリ泉の源となる超塩基性岩がマグネシ

ウムや鉄を主成分とする岩石であるために，カルシウム

を主体とするセメントとのアナログ性が問われ，高アル

カリ環境のナチュラルアナログ研究の中心はマカリーン

にシフトした。

高アルカリ環境を対象とした大規模なナチュラルアナ

ログ研究はこの２つのサイトで行われたものだけである

が，上述した安全評価上の重要課題である，「高アルカ

リ環境における弱収着性陰イオン核種の移行遅延」に対

する回答は得られていない。筆者のうち佐藤らは，この

問題を解決するために，オマーンオフィオライトの高ア

ルカリ泉と２次生成鉱物の生成過程，安全評価上，鍵を

握る核種の挙動解明のための研究13，14）に着手した。上述

のように，オマーンの高アルカリ地下水を生む岩石はセ

メントとは異なるが，オマーンの高アルカリ泉とセメン

トの劣化により生じる高アルカリ間隙水の化学的性質は

酷似しており，岩石や地下水との相互作用プロセスにお

いて両者を区別することはできない。

オマーンの高アルカリ泉周辺では，河川に流れる地表

水との反応により多種多様な白色の沈殿物が認められる

（第 3図�）。この反応プロセスは，処分場で使用されて

いるセメントから浸出してくる高アルカリ水と周辺地下

水との反応アナログと考えることができるので，セメン

トの間隙や天然バリア内の亀裂でも同様の沈殿反応が生

ずる可能性が高い。この沈殿物や反応前後の水の分析に

より，弱収着性の陰イオンであるヨウ化物イオンは，沈

殿物中のアラゴナイト（CaCO３）に取り込まれていること

が明らかとなった14）。中性領域で行われた実験ではある

が，ハロゲン陰イオンがアラゴナイトに取り込まれやす

いことは実験的にも認められている15）。したがって，ア

ラゴナイトが生成する，あるいは生成を予測できる環境

であれば，ヨウ化物イオンの移行遅延を期待できる可能

性が高い。少なくとも，現状（ヨウ化物イオンの天然バ

リア材への分配係数は０）よりも大きな分配係数に設定

することが可能となり，それに応じて地下水中のピーク

線量予測値が低くなる。

第３図�で示した沈殿物は，現在進行形で生成された

ものである。しかし，高アルカリ泉周辺では過去に堆積

したアラゴナイトを含む沈殿物が地層中に存在し，それ

らの年代測定とヨウ素の含有量や存在形態を詳細に調査

することによって，アラゴナイトに取り込まれたヨウ素

の長期挙動についても明らかにすることが可能である。

取り込まれたヨウ素の長期挙動については，現在鋭意調

査中である。

上述のナチュラルアナログ研究で得た情報を自然に学

ぶ工学技術として反映するならば，人工バリア内でヨウ

素イオンの移行遅延を期待したい場合，意図的に人工バ

リア内にアラゴナイトが生成するようにセメントのブレ

ンド内容を実験的に検討することになる。処分場周辺で

期待するのであれば，処分場から漏えいする高アルカリ

水と周辺の地下水との反応により，天然バリア内の亀裂

中でアラゴナイトが生成することを予想するためのモデ

リングを検討することになる。安全評価上，鍵を握る核

種の移行遅延を，処分場内で生成する２次鉱物に期待す

る際に必要となる工学技術については，次回詳細に解説

する。

以上のナチュラルアナログ研究の具体例により，地層

処分におけるいくつかの要素のふるまいについての挙動

理解につながるであろうことを実感いただけたら，本解

説の主な目的は達成されたことになる。例えば第１段階

の例において，鉄は条件さえ整えば優に1000年を超えて

も腐食が進みにくいこと，またその現象に基づく取り扱

いにより定量的な意味合いが垣間見えてきたものと思

う。第２段階を示した酸化還元反応に関するナチュラル

アナログの例では，酸化還元反応に伴って形成された酸

化物や酸化還元フロントはいったん形成されると周辺の

地質環境が還元状態となっても，必ずしも還元状態に戻

るとは限らないことを示している。また，オマーンの例

では，高アルカリ環境で生成される２次鉱物にヨウ素が

取り込まれている事実が示されており，地層中に残され

た情報から，取り込まれたヨウ素の長期挙動に関する情

報が得られる可能性があることがおわかりになったであ

ろう。

今回紹介した例は，現在のところ直接第３段階に達し

ているとは言い難いが，これらの天然の事象を，十分適

切な初期条件，境界条件，さらに周辺岩盤の地球化学的

条件のもと，具体的な挙動について詳述できれば，また

その例示の数を増やし共通要因を体系化すことができれ

ば，ナチュラルアナログの（様々なトレーニングにより）

現象の科学的解明の段階から，ナチュラルアナログの工

学的な利用，適用の段階に発展できるものと確信する。

次回はこれらいくつかの経験を踏まえた，工学的適用

に向けた議論，展開を進めていきたいと考えている。
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Ⅰ．JCO事故と安全文化醸成活動

1．はじめに
1999年９月30日，東海村にある燃料加工工場の JCO

（㈱ジェー・シー・オー）において，燃料加工の工程中に

臨界状態に達し，核分裂連鎖反応が生じた。この事故の

影響で作業員２名が死亡し，事故現場から半径350 m以

内の住民約40世帯への避難要請，500 m以内の住民への

避難勧告，10 km以内の住民への屋内退避等の呼びかけ

がなされた。事故終息に必要な情報も不足していた１）。

この事故は，わが国における安全文化の重要性認識の転

換点となった。

2．安全文化の経緯
安全文化については，1986年のチェルノブイリ原子力

発電所の事故を契機に，IAEAの国際原子力安全諮問グ

ループ（INSAG : International Nuclear Safety Advisory

Group）の報告「チェルノブイリ事故の事故後検討会議の

概要報告」２）の中で「チェルノブイリ事故の根本原因は，

いわゆる人的要因にあり『安全文化』の欠如にあった」と

言及された。その後，わが国においても，JCO臨界事

故，電気事業者の点検記録における不正，関西電力美浜

発電所の２次系配管破損事故等，これら安全文化の欠如

に起因すると思われる事故等が発生している。これらの

事故，事象の中で JCO臨界事故は，世界各国に影響を

与え，人的な因子についてもさまざまな問題を含むもの

であった。

これらを受け，2007年８月９日に「実用発電用原子炉

の設置，運転等に関する規則」（以下，「実用炉規則」とい

う）および「研究開発段階にある発電の用に供する原子炉

の設置，運転等に関する規則」の一部を改正する省令に

おいて，原子力安全・保安院（以下，「保安院」という）は，

保安規定に「安全文化を醸成するための体制に関するこ

と」を記載することを求めた。

3．安全文化の要素
JCO臨界事故は，安全文化の構成要素のさまざまな

点に疑問を投げかけている。まず，トップマネジメント

のあり方として，安全を最優先する考え方はどうであっ

たのか，業務効率との関係をどのように捉えていたの

か，安全教育が十分でなかった点，法令の遵守が十分で

なかった点，現場の作業管理のあり方，事故終息に対す

る取組み等々が取り上げられてきた。

保安院は，JCOおよびその後の事態を踏まえ，ガイ

ドラインの中で安全文化の14の項目を挙げている。①

トップマネジメントのコミットメント，②上級管理者の

明確な方針と実行，③誤った意思決定を避ける方策，④

Activities by Nuclear Related Organizations after JCO

Accident for Building up Safety Culture : Operation and
Power Division, Atomic Energy Society of Japan.
（2010年 ６月７日 受理）

講演

JCO事故後に原子力事業者が取り組んで来た活動
「2010年春の年会」原子力発電部会企画セッション 講演報告

原子力発電部会

原子力発電部会は，2010年３月27日，茨城大学で開かれた「2010年春の年会」において，福井大学大

学院工学研究科 飯井俊行教授を座長に迎え，「JCO事故後に原子力事業者が取り組んで来た活動」を

テーマとした企画セッションを設けた。

企画セッションでは，日本原子力研究開発機構から「JCO事故と安全文化醸成活動について」，日本

原子力技術協会から「原子力施設のより高い安全性と信頼性を目指した，ピアレビュー活動について」，

中部電力から「品質マネジメントシステムの運用状況について」が説明された。本稿では，これら講演内

容について紹介する。

第 1図 JCO臨界事故で初めに作成された図１）
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常に問いかける姿勢，⑤報告する文化，⑥良好なコミュ

ニケーション，⑦説明責任，透明性，⑧コンプライアン

ス，⑨学習する組織，⑩事故・故障等の未然防止に取り

組む組織，⑪自己評価または第三者評価，⑫作業管理，

⑬変更管理，⑭態度や意欲。また，これら一つひとつの

項目について，それぞれの劣化兆候を定め，評価するも

のである。日本原子力研究開発機構においても，「もん

じゅ」を始めとして取り組んできているところである。

4．論 点
第１に，法律・規制という，国としての定めと，事業

者の事業推進の立場からくる課題の解決という視点，第

２に，事業を推進する上で，経営としての安全の位置づ

け，現場での安全の確保，教育，安全確認などがある。

さらに，全体に共通する視点として，小さな異常が発

生した場合の捉え方，仕事の仕組みの中での連絡・相談

の仕方も重要な視点であり，また，事業の透明性，説明

責任のあり方等，社会の中での視点で議論をし，より高

度なものとしていくことが重要と考えられる。

これらの検討のためには，JCOの事故のような具体

的事例の原点に戻り確認をしていくことが重要である。

事故を振り返りながら，事故時の問題点と課題，さらに

現状とこれからの課題について，論点として取り上げ

た。

5．結 言
JCO臨界事故以降，わが国の原子力施設においては，

「安全文化」および「法令遵守」というキーワードで組織風

土の醸成がなされている。原子力に携わる者として，そ

れぞれの醸成のための仕組みを構築し，それを行うため

の意識改善等が必要なのは言うまでもないが，これら

は，自らの意思によって醸成していかなければいけない

ものであり，規制側のガイドラインをそのまま倣うこと

ではない。保安規定にそれら安全文化の醸成が盛り込ま

れて，数年が経過するが，この機会に自らの安全文化の

度合いを第三者的な立場で確認することが，さらなる文

化のスパイラルアップに重要である。

Ⅱ．原子力施設のより高い安全性と信頼
性を目指した，ピアレビュー活動

1．はじめに
1979年の米国スリーマイル島原子力発電所２号機の事

故後，同年に米国原子力発電運転協会（INPO : Institute

of Nuclear Power Operations）が設立され，翌1980年に，

自主保安活動により発電所の安全性と信頼性を向上させ

るためのピアレビュー（米国ではエバリュエーションと

呼んでいる）が始められた。さらに，1986年のソ連（当時）

チェルノブイリ原子力発電所４号機の事故後，1989年に

世界原子力発電事業者協会（WANO : World Association

of Nuclear Operators）が設立され，世界規模でのピアレ

ビューが1992年に始められた。

わが国では1999年に JCOの臨界事故が発生し，同年

にニュークリアーセイフティーネットワーク（NSネッ

ト）が設立され，ピアレビューが翌2000年から開始され

るとともに，安全文化の推進と向上活動が始められた。

その後も事故や不祥事が続いたため，より一層の安全性

向上による原子力産業の活性化を目指し，2005年に日本

原子力技術協会（以下，「原技協」という）が設立された。

これは，NSネットと電力中央研究所にあった原子力情

報センターの機能を統合・再編するとともに，民間規格

の整備促進などの機能も備えた原子力産業界の総力を結

集したものである。

2．ピアレビュー
（ 1）原子力発電所のピアレビュー

「ピア（Peer）」とは「同僚」のことである。ピアレビュー

は，発電所での業務経験のあるピアの知識と経験を活用

し，発電所の現場におけるレビューを行うことにより，

発電所の安全性と信頼性を向上させることである。

ピアレビューの目的は，「長所」と「改善提言」を見つけ

ることである。「長所」は，原子力産業界全体で広く共有

するべきと考えられる，独自性のある優れた取組み事項

で，多くの事業所がこれを見習うことで，原子力産業界

全体の安全性と信頼性向上につながるものである。

一方，「改善提言」は，原子力産業界の最高水準（ベス

トプラクティス）と比較するとギャップがあり，事業所

の安全性と信頼性向上のため，さらなる努力を傾ける必

要のある事項である。具体的なピアレビューの手法とし

ては，現場において，そこに設置されている設備・機器

の状態に加え，そこで働いている人間の行動や仕事ぶり

を時間をかけて観察する。観察された事実をベースに，

各種業務におけるパフォーマンス（行動と結果）を業界最

高水準に照らしてレビューすることで，発電所の運営上

の基本的問題点を抽出する。さらにその原因と改善のた

めの方策を，発電所とレビューチームが納得いくまで徹

底的に議論して見つけ出すといったことを行っている。

このように双方が完全に納得することを基本理念として

おり，こうすることが，事業所における根本的な改善に

つながり，事業所の自主保安活動を支援することになる

と考えている。なお，原技協のピアレビューは，６年ご

とに日本の発電所を一巡することとしており，さらに

WANOのピアレビューが６年ごとであることから，発

電所からすれば，３年ごとにレビューを受けることとな

る。発電所レビューでの改善提言の例を第 1表に示す。

（ 2） メーカ等のピアレビュー

対象となるのは，プラントメーカ，燃料加工メーカ，

燃料キャスクメーカ，研究開発機関などの事業所であ

る。前身のNSネットで実施したものを含め，2010年３
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月現在，50回実施してきた。

レビューの考え方および進め方は，基本的には発電所

の場合と同じであるが，事業所の規模等を勘案の上，レ

ビューの期間は発電所に比べ短くしている。メーカ等レ

ビューでの改善提言の例を第 2表に示す。

3．透明性の確保
原技協では，ピアレビューの結果などを含め協会の諸

活動については，使命の一つである透明性の確保を目指

し，協会の一般用ホームページにおいて広く公開してい

る。（http : //www.gengikyo.jp/）

4．結 言
安全性および信頼性の向上活動は，終わりのない活動

である。個人と組織が一体となって，より高みを目指し，

かつ，地道に改善の歩みを続けることである。ピアレ

ビューを始めとする原技協の諸活動が，原子力に携わる

事業者の自主保安活動に組み込まれ，安全性および信頼

性向上のための PDCA（Plan-Do-Check-Action）がしっか

りと回るよう，原技協としても不断の努力と働きかけを

続けていく。

Ⅲ．品質マネジメントシステムの運用
状況

1．はじめに
2001年以降，経済産業大臣の諮問機関である総合エネ

ルギー調査会が，環境変化を踏まえた原子力の安全確保

について検討し，品質保証を規制に取り込むことを提言

したところ，2002年８月に東電問題（自主点検記録の不

正）が発覚した。これを受けて，国際的な品質保証基準

を採用すべきであるとの意見が高まり，ISO 9001を基本

とした品質保証要求事項を定めることとなった。

2003年10月，実用炉規則に品質保証に関する規定が追

加され，原子炉設置者は，品質保証計画を定め，PDCA

を回して，継続的改善を実施することとなった。

2003年12月，保安院は通達を発行し，JEAC 4111�2003

に基づく品質保証体系，すなわち品質マネジメントシス

テム（QMS）を発電所の実態に即して構築し，品質保証

計画を保安規定の一部として記載することとした。

2．JEAC 4111の特徴３，４）

JEAC 4111�2003は，ISO 9001�2000を基本としている

が，一部 IAEA基準を取り入れるなど，一般的な ISO

9001の考え方に対し，以下のような特徴がある。

なお，2009年３月に JEAC 4111�2003が改定され，

JEAC 4111�2009が制定された。ここでは，安全文化が

新たに追加されるとともに，ISO 9001�2008の制定に伴

う変更がなされているが，規格の骨格についての変更は

なかった。

（ 1） 顧客と製品

JEAC 4111は，汎用的な規格である ISO 9001を「原子

力の保安活動」に適用するものであり，「顧客」は，保安

活動の目的である「原子力安全」が引き渡される者である

「国民」となる。しかし，国民を規程に盛り込むと内容が

漠然とするため，国民の付託を受けた「原子力安全規制」

としている。

「製品」については，国民および国民の負託を受けた規

制が求める「原子力安全」を位置付けている。なお，「原

子力安全」を生み出す「原子力施設」と「保安活動（業務）」

も製品として定義される。「電力」は原子力安全における

製品とはならない。

（ 2） 独立アセスメント

IAEA基準では，「独立アセスメント」が要求されてお

り，これが ISO 9001でいう「内部監査」に当たるとして

いる。JEAC 4111では明示されていないが，内部監査は

実施部門から独立した組織により実施することが求めら

れている。

（ 3） トップマネジメントと管理責任者

実用炉規則第７条３の３において，「原子炉設置者に

よって運営されていること」と定められていることか

第 1表 発電所レビューでの改善提言の例

分野 項 目 具体例

組織と管

理体制

管理の有効性 管理者が現場観察を行っておら

ず，現場の問題点を把握してい

ない場合があるため改善が望ま

れる

運転 当直員の役割 引継ぎ中の制御盤監視方法を改

善することが望まれる

保修 機器の分析・

監視

発電所全体で体系的に傾向分析

することが望まれる

技術支援 仮設機器に関

する地震の影

響

安全系機器の近くに仮置きする

場合，影響評価を実施すること

が望まれる

第 2表 メーカ等レビューでの改善提言の例

分野 項 目 具体例

組織・

運営

安全文化醸成

の取組み

国内外の安全文化醸成活動をよ

り広く学び，組織としての共通

認識を高めることが望まれる

設計・

製造

手順書 作業標準への改訂根拠を明確に

することが望まれる

トラブル

事例反映

不適合管理 トラブル情報の体系的な収集と

有効活用が望まれる

トラブル

防止

ヒューマン

エラー防止

ヒューマンエラー事象の分析を

充実することが望まれる
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ら，トップマネジメントは「原子炉設置者」＝「社長」とさ

れている。

管理責任者は，社長の代理としてQMS全体を見るこ

とができ，行動できる立場の者でなければならない。な

お，監査部門は実施部門からの独立性が要求されている

ことから，監査部門の長も管理責任者とすることが望ま

しいとされている。

3．中部電力の取組み
中部電力は，2003年12月に社長をトップマネジメント

としたQMSを確立し，内部監査を除く品質保証活動の

管理責任者として発電本部長，内部監査の管理責任者と

して経営考査室長を任命した。

しかしながら，このシステムは，JEAC 4111で要求さ

れている必須の手順を作成した上で，従来の規程類を多

少修正して適用したものであり，規程類間の整合性が十

分にとられておらず，要求事項が不明確な部分があるな

ど，完成度があまり高くなかった。また，業務の見直し

が十分になされないままに新たな要求事項が付加された

ため，業務量や記録の量が増大する結果を招いた。

このため，2004年３月より，「QMSの中期的改善」と

して，業務のプロセスや要求事項を明確化し，無駄を省

き，物差しをはっきりさせる等の改善を行い，2006年６

月18日をもって新システムに移行した。これにより，指

針は16から12に，手引は見直し範囲外の運転操作手順書

を除けば251から146に削減（削減率42％）された。

一方，保安院による保安検査（年４回）では当初，JEAC

4111の項目ごとに２次文書，３次文書の整合性がチェッ

クされ，それらの文書に従って証拠（記録）が確認される

という形態で実施されたため，検査をする側，受ける側

の双方にとって負担が重かった。保安院は，事業者が自

らのQMSの課題を把握し，改善する努力を行うことを

前提に，品質保証に関わる保安検査を，適合性中心の検

査から実効性を重視した検査に転換することを意図し，

2009年度の保安検査から適用している。

中部電力は，2008年度より，自らのQMSの課題対応

を開始し，2008年12月から2009年１月にかけて，現場

の課題抽出活動を実施し，160件を超える意見，要望，

課題などを抽出した。これらを整理し，20件の課題に整

理し，改善を進めている。

このような取組みを実施してきたが，現状においてな

お，QMSの規程類について次のような問題を抱えてい

る。

� 指針類本文の記載が，QMS導入以前の詳細な業

務手順を規定していた形式をいまだに踏襲し，記載

内容が詳細かつ膨大になっているため，遵守すべき

事項とそのための手順とが混在しているなど，利用

する側にとってわかりにくいものとなっている。

� QMS全体の整合性を常に保つため，要求事項の

変更のみならず，手順や記録様式の変更がある場合

もその都度改正を行っているため，改正頻度が年間

700回にも及び，発電所員のみならず，協力会社か

らもキャッチアップが困難であるとの声を受けてい

る。

このため，2010年度より，指針類のスリム化による有

効性の向上を進める取組みを開始している。

4．結 言
QMSの導入から６年が経過し，日々の保安活動の中

でQMSは徐々に定着してきた。導入当初は，業務量が

増加したこと，ちょっとした不整合で保安規定違反とさ

れるなど，現場にとってはやらされ感や保安検査からの

プレッシャーが強く，ストレスの多いものとなってい

た。しかしながら各電力の努力のみならず，規制機関，

原技協，日本電気協会などによる助力もあり，現場でも

「QMSは業務を確実かつ効率的に実施するためのツー

ルである」という理解が広がりつつある。今後とも，

PDCAをしっかり回して，継続的に改善していく努力

を続けていく必要がある。

一方で，「QMSの運用をしっかりやっていれば原子

力の安全は保たれる」というようなQMS万能的な考え

も生まれつつある。QMSは，固有技術（原子炉を安全

に運転・保守する技術）を管理するためのツールであ

り，固有技術を磨かずしてQMSのみで安全を確保する

ことはできない。原子力の安全確保をさらに確実なもの

とするためには，安全文化の醸成活動が重要である。

（執筆担当：日本原子力研究開発機構・金盛正至，

日本原子力技術協会・池田 徹，

中部電力・倉田 聡，三葛武文）
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は じ め に

元素を変換する錬金術は人類の夢であった。化学反応

によって原子核を変える錬金術は，今となっては，非科

学的ではあるが，錬金術の研究によって，多くの化学的

知見が得られた。原子力が開発されたことにより，核分

裂によってルテニウムRu，ロジウムRh，パラジウム Pd

など貴金属が生成され，まさに錬金術の夢が実現した。

しかし，生産物としてはウランUから作るプルトニウ

ム Pu等に限られており，核分裂で生成した貴金属は放

射性廃棄物として処理されてきた。

錬金術の夢に立ち返り，これら貴金属を積極的に回収

利用するためには，どんな技術が必要かという視点で

2005年，日本原子力学会「核燃料サイクルの物質利用」研

究専門委員会が始まった。さらに放射線の利用まで拡大

し「核燃料サイクルの物質・放射線利用」研究専門委員会

が2009年に設置された。この委員会の主な研究課題は以

下の４テーマに代表される。

� 原子力に係る元素の物質利用および分離技術

� 放射線および崩壊熱利用技術

� 回収金属，海水ウラン等新原子力資源利用技術

� 利用に係わる導入シナリオ等の戦略的研究

原子力の利用を推進するためには，資源論（燃料とな

るウラン等の資源問題），環境論（放射性物質の環境問

題），社会関係論（社会の原子力受容性）の視点が重要で

ある。特に社会の受容性の観点では，原子力施設の安全，

高レベル放射性廃棄物の処理処分，核拡散防止の３点が

今後も重要な課題である。市民の安心を得るにはこれら

の課題に積極的に取り組み，合理的解決策を見つけ出し

てゆかねばならない。中でも，放射性廃棄物を有用資源

に変える技術開発，もしくは利用可能なエネルギー資源

として肯定的に人類に役立てるには，原子力が長期的に

社会の支持を得る重要な鍵と考えられる。

（日本原子力研究開発機構・山岸 功�藤井靖彦）

Ⅰ．資源としての希少金属

金属元素の枯渇不安とそれに伴う価格高騰が続いてい

る。このような供給リスクの増大にはいくつかの原因が

あるが，根本的に，自然が準備した元素構成と人類の需

要構成がつりあっていないことに大きな問題がある。例

えば，代表的な金属元素について，その2050年までの累

積消費予測をまとめると，第 1図のようになる１）。この

図において，縦軸は，現有の埋蔵量を１としたときの累

積消費量を示している。ここで示したほとんどの金属元

素において，2050年までに現有埋蔵量を凌ぐ消費が予測

されている。とりわけ銀Agについては現有埋蔵量の

10．3倍，インジウム In に至っては72倍もの消費が予測

されている。

上記のような希少金属元素の世界レベルでの強いデマ

ンドを背景として，「元素戦略プロジェクト」や「希少金

属代替材料開発プロジェクト」が，それぞれ文部科学省

と経済産業省の実施事業として，2007年度から開始され

ている。

Utilization of Nuclear Rare Metal : Yasuhiko FUJII.
（2010年 ５月20日 受理）

原子力レアメタル利用の可能性

「核燃料サイクルの物質・放射線利用」研究専門委員会

主査 東京工業大学・藤井 靖彦

「2010年春の年会」の企画セッション・報告において発表，討議された内容をまとめたものである。原子力施

設で利用した，もしくは生成したレアメタルを利用するには，レアメタルを他の物質とどう分離，回収するの

かなどの技術的課題と，回収したレアメタルは放射性ではないが，利用するために社会的に受け入れられるよ

うにするにはどのようなプロセスを取るべきかなどの安全管理，期待される技術など専門委員会で検討した視

点を整理した。

第 1図 代表的な金属元素の2050年までの累積消費予測１）
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一方，核燃料サイクルに目を向けると，そこはある意

味では希少金属資源の宝庫といえる。例えば，Ru，Rh，

Pdといった貴金属核分裂生成物は，軽水炉の使用済み

燃料１t当たり数 kg生成する。また，生成する放射性

同位元素の半減期も比較的短いため，数十年の冷却を経

れば，その放射能影響は無視できるまでに低下する。

分離・回収技術の確立や貯蔵・利用に際しての社会的

受容が必要不可欠ではあるが，将来ますます顕著になる

であろう元素危機を鑑みると，核燃料サイクルからの物

質利用は，有用金属のリサイクル・資源開発・備蓄に際

しての一つの重要な選択肢になりうるものと思われる。

（大阪大学・黒崎 健）

Ⅱ．核燃料サイクルと資源

原子力発電では235U や239Pu の核分裂反応，
235U＋n→95Mo＋138Ba＋3 n＋6 β －

によって，7．8×10７kJ�g235U の莫大なエネルギーが生産

され，それとともに，核分裂収率については１fission

当たり２ヶの核分裂生成物が生ずるので，個数ベースで

200％の収率を持ってモリブデンMo，バリウムBaなど

レアメタルに帰属すべき元素が生成する。

第 2図に示す周期表では，核分裂生成物としてセレン

Se～ジスプロシウムDyが，アクチニドとしてウランU

～キュリウムCmまでが資源的に有意量（＞10 g�t）であ

る。このうち，希ガス，スズ Snなどを除く黒枠の元素

が，いわゆる希少元素に該当する。人工元素テクネチウ

ムTcは希少元素に分類した。

これら元素を放射化学特性でグルーピングし，品位（高

速炉使用済み核燃料（燃焼度15万MWd�t，５年冷却）１t

当たりの元素量），分離法，利用および既往技術との関

連で仕分けたものを第 1表に示す。同表に分類した元素

群ごとに，概要を紹介する。Mo，ルテニウムRu，パラ

ジウム Pd，ネオジムNdなどは10 kg を超え，Tc，ロ

ジウムRh，ランタン La，サマリウム Smなど軽・中希

土類は kg量あるが，重希土類になるにつれ少なくな

る。燃焼度の低い軽水炉使用済み燃料では生成量も少な

いが，それでも天然鉱石と比べると，例えば，Rhの含

有量は1，500倍以上であり，使用済み核燃料は極めて高

品位な“レアメタル鉱脈”ということができる。

放射化学的には，Mo，Dyは取り出し時（５年冷却）

にはすでに非放射性に，La，Ndは極めて低比放射能（＜

0．1 Bq�g）に減衰している。ちなみに0．1 Bq�g とは我々

人体の含有放射能量と同程度，チェコのヤヒモフ温泉水

の放射能濃度10．5 Bq222Rn�ml の１�100程度である。も

し50年備蓄冷却したとすると，Ru，インジウム In，プ

ラセオジム Pr，ガドリニウムGdなど0．1 Bq�g を下回

る。ちなみにRuについてはその時点でクリアランスレ

ベル値も下回る。Ruは備蓄40年で，Rhは80年でそれぞ

れの安全基準値以下に減衰する。軽水炉使用済み燃料の

場合，今後，中間貯蔵を経ると60年以上の冷却期間が想

定されるので，40～80年の備蓄は非現実的な（冷却）期間

とはいえないのではないか。我が国の「元素戦略」で重要

元素と位置づけられている In およびDyについては量

的には１t当たり数十 g程度と少ないが，In についても

少なくとも50年の備蓄冷却を経て極めて非放射性に近い

レベルまで減衰することは注目に値する。一方，Pdや Tc

は長寿命核種（107Pd, 99Tc）を含むが，両者とも低エネル

ギーの β －核種であるので，放射性毒性は低い。他方，冷

却効果が期待できないセシウムCs，ストロンチウム Sr，

Cmなどについては初期の高発熱性（＞0．1W�g）や高線

量に着目した放射化学的利用の可能性が想定される。

核分裂起源のレアメタルは現行核燃料サイクルにおい

ては高レベル放射性廃棄物として扱われているが，それ

らを新たな資源に転換するには，新たなる研究開発２）と

核燃料サイクルの設計思想自体のコペルニクス的転回と

が必要になろう。

（日本原子力研究開発機構・小澤正基）

Ⅲ．原子力産業におけるレアメタルの
リサイクルの課題

原子力産業におけるレアメタルのリサイクルとして研

第 2図 核燃料サイクルのレアメタル資源

原子力レアメタル； 31元素（＞10 g�t），希ガス，

ハロゲン，Cd，Sn，Sb，Bk，Cf を含まず。

第 1表 主な原子力レアメタルの仕分け
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究開発されているに２事例について紹介する。レアメタ

ルのリサイクルとして研究開発されているテーマとして

は，再処理工場の「高レベル廃液中に核分裂生成物とし

て含まれる白金族元素の回収」と使用済みの被覆管や

チャンネルボックスなどの「ジルコニウム廃棄物のリサ

イクル技術」がある。

1．高レベル廃液からの白金族元素の回収
高レベル廃液HLLW中には，第 2表に示すように，

Ru，Pd，Rhなど白金族やTcなどの核分裂生成物（FP）

が含まれている。このうち，Ruと Rhは数十年でウラ

ン鉱石以下の放射性毒性（Hazard Index）となる。そこ

で，これらの白金族FPや Tcを回収し，再利用する概

念が検討されている（Adv.�ORIENT Cycle２））。この概念

では，白金族FPを電解法で陰極に回収し，この電極を

水素製造用の触媒（電極）として使用するものである。白

金族FPなどの標準酸化還元電位は第 3図に示す。白金

族元素の模擬のFPを用いた電解回収試験の結果を第 4

図に示す。Ru，レニウムRe（Tcの模擬物質），Pdおよ

び Rhの溶液中の濃度が減少し，陰極に回収できること

がわかる。また，これらの模擬の白金族FPの回収率を

第２表に示す。Tcの回収率が若干低い（68．9％）ものの，

投入した全量のほぼ83％以上回収できることを確認して

いる３）。

2．ジルコニウム廃棄物のリサイクル技術４）

使用済みのジルコニウム廃棄物（燃料被覆管やチャン

ネルボックス）は現在，水洗し，そのままもしくは圧縮

（HIP）処理してドラム缶につめて処分することになっ

ている。このジルコニウム廃棄物の処分に要するコスト

は燃料サイクルコストの再処理廃棄物の処理費用の１�３

と試算されている。そこで，使用済みジルコニウム廃棄

物から放射能の高いコバルトCoやニオブNbを分離し

てジルコニウム Zrを回収するリサイクル技術を開発し

ている。ジルコニウム廃棄物の再利用の概念およびその

原理を第 5，6図に示す。

本法の原理は，溶融塩中での電解法により陽極で Zr

を溶解し，放射化物質であるCo,Nb は固形分として陽

極バスケット内に堆積させる。溶解した Zrは放射性物

質と分離され，陰極に回収されるので，インゴットとす

る。

中部電力浜岡発電所１号機の燃料貯蔵プールに保管中

第 4図 電解回収試験結果３）

第 3図 酸化還元電位

第 2表 模擬白金族FPの回収率

第 5図 ジルコニウム廃棄物の再利用の概念４）

第 6図 ジルコニウム廃棄物のリサイクルの原理４）
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のチャンネルボックスの実廃棄物からホットサンプルを

採取し，原理を確認する電解精製試験を実施した。その

結果を第 7図に示す。電解精製試験を３回繰り返すこと

により60Co のクリアランスレベル相当まで放射能を除去

できる（除染）ことを確認した。

しかしながら，高レベル廃液から回収した白金族FP

にもジルコニウム廃棄物のリサイクル技術により回収し

た Zrにも若干の放射能が残っており，再利用する場合

には人体には影響しないので遮蔽は必要ないが，管理区

域設定は必要である。

また，後述するように，社会的受容性の観点からは突っ

込んだ討議が重要である。 （東芝・藤田玲子）

Ⅳ．高エネルギー放射線の化学反応への利用

放射性廃棄物を人類のために直接利用するのはそう簡

単ではなく，英知・工夫を必要とする。例えば化学反応

への応用を考えてみると，これらの放射線（γ 線等）は化
学反応を促すには十分に高いエネルギーを持ちながら

も，透過力が高すぎて実際に化学反応を促進することは

難しい．一方で，放射線が水や固体材料に入射した時に

起こるコンプトン効果や非弾性散乱を利用すれば，化学

反応を引き起こすことが可能なエネルギー（数～数十

eV）を持った多数の電子を間接的に得ることができる。

本章では，γ 線を金属片等の固体に照射して低エネル
ギー電子へ変換し，実際に水の分解反応に利用できるか

どうかを試してみた。

γ 線照射によって固体から水中に放出される電子のエ
ネルギーや数，そしてそれらが水に与えるエネルギー

は，共存させる固体の種類だけでなく，その幾何学的構

造，例えばその固体の厚さや並べ方（間隔等）によっても

影響されるはずである。そこで仮想的に，金属板２枚を

水の入った容器内に置き，周囲から γ 線照射するとい
う単純な系を考えて，金属板に挟まれた水層の平均的な

吸収線量と，発生する低エネルギー電子（１keV以下）

の密度をモンテカルロシミュレーションによって計算し

た（第 8図（a））。その結果，原子番号の大きい金属板を

置いた方が，水層の吸収線量と電子密度は高くなること

が示唆された。また，金属板の間隔が狭くなるほど一度

放出された電子が次の金属板に衝突する頻度が高くなっ

て，連鎖的に放出される電子の数が増えていき，水の吸

収線量も単調に増大することも予測された。

そこで，実際に，水中に固体材料を共存させることに

よって水の分解反応が促進されるかどうかを調べてみ

た。容器の中に蒸留水と金属片を入れて γ 線を照射す
ると，金属片の量が多いほど，さらに原子番号の大きい

金属を用いるほど，水単位体積あたりの水素生成量が増

加した。また，水中にステンレス鋼板を等間隔に並べる

際に，ステンレス鋼板の厚さと，並べる間隔を変えてみ

たところ，水単位体積あたりの水素生成量はステンレス

鋼板同士の間隔が狭くなるほど増加した（第８図�）。こ

のように，実験結果は計算結果とよく対応しており，水

の分解は固体表面の近傍の領域ほど促進されることや，

水素生成効率を向上させるうえでは薄い金属を狭い間隔

で並べるのが効果的であることもわかった。

そこで第８図�の実験データを基に水と共存させる固

体の厚さ・間隔をパラメータとした水素発生量に関する

半経験式を導出してみた（詳細は省略する）。この式に

よって予測した値は，実際に試したハニカム型金属材や

金属酸化物粉末を用いた場合の実験結果と実験誤差の範

囲内でよく一致し，有効であることが示された。また，

この式によって，固体の構成元素や幾何学的構造の最適

条件，つまり γ 線から低エネルギー電子へのエネルギー
変換による水素生成の上限もおおむね予測できるように

なった。

さらに最近では，固体材料への触媒添加や犠牲剤を利

用した逆反応抑制にも着手し，現段階において，当初の

効率に比べて200倍以上の水素を生成させることに成功

している。高エネルギー放射線の特徴を活かした新規な

第 7図 実廃棄物を用いた電解精製試験の結果４）

第 8図 � ２枚の金属板に挟まれた水領域の電子密度・吸

収エネルギーの金属板間隔に対する変化

� 水単位体積当たりからの水素生成量のステンレ

ス鋼板間隔に対する変化
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水素製造方法として確立できるよう，本システムの更な

る改良・検討を行っていきたい。

（名古屋大学・吉田朋子）

Ⅴ．原子力廃棄資源利用の社会的プロセス

本章では，元素利用と廃棄物処理・処分の負荷低減を

絡めて論旨を展開していく。HLLWから特定元素を分

離することで，ガラス固化体の発生量，処分面積，放射

性毒性などを低減できる可能性があり，同時に分離した

元素を利用することもできる。適切に分離対象元素（群）

を選定することで元素利用と廃棄物処理・処分の負荷低

減が両立し，可能性としての利点が生じる。追求する利

点によって分離対象元素（群）は異なり，分離対象元素を

特定することは可能性を絞り込むことを意味する。現状

では，元素の需要が社会状況に依存することや高レベル

放射性廃棄物処分への利点の効果度などの不確定要素が

存在し，追求すべき利点を確定するには至っていない。

そこで，可能性を極力消さずに不確実性に対処可能と

することを基本方針とする。それには，適切な元素群に

分離し，“準”安定な状態に固定化し，備蓄することが戦

略（第 9図）となる。適切な期間の備蓄は，Ru，Rhなど

の短寿命核種の減衰をもたらす。分離せずにガラス固化

した場合でも数十年間冷却・貯蔵される。この戦略導入

で地層処分開始時期を遅らせることにはならない。この

戦略では，備蓄していることを“市民社会に見せること”

（備蓄 Pdなどを金塊，仏像などにして知らしめる）とと

もに備蓄の一部を水素・燃料電池などに適用し，利用可

能なことを“市民社会に見せること”，そこから，分離・

利用の社会的・技術的成立性を評価することが必須とな

る。

そして，適切な時期に意思決定するまで，望まない影

響を及ぼさないこと，多大なコスト負担とならないこと

を担保せねばならない。その上で，原子力廃棄資源利用

の技術動向や社会状況を鑑み，判断すべきとした時点

で，市民社会と協働して，利用の是非などを判断してい

く。そのためには，意思決定する際の基礎情報（社会的

影響評価と科学的事実）を整備しておかねばならない。

まず明らかにすべきは，第10図に示す総合的な経済性

評価である。第10図で，ケースAは現行再処理路線を

示し，原子力廃棄資源利用評価の基準となる。「分離・

備蓄戦略」を導入した場合（ケースB～D），「分離・備蓄

労力」，「備蓄体を処分体に変える労力」，「利用した収益」

として整理を行える。ケースBは，分離した元素が最

大限利用され，それに伴い「処分労力」も低減した理想

ケースである。ケースCは，元素は利用せず，備蓄体

をケースAと同じ処分体に戻すことになった場合で，

「分離・備蓄」，「備蓄→処分体」労力が超過となる。ケー

スDは，ケースCの発展型として，分離・備蓄の効果

を活かした処分システムに再構築し，全体の労力低減が

可能となるとしたものである。ケースDの労力がケー

スAより低ければ，元素の資源利用が行われなくとも

「分離・備蓄戦略」は有効になる。これらが，この戦略を

採用するか否かの検討初期の判断情報になる。

近年，研究開発の方向性に市民の意向を反映させるこ

とを目指した「上流からの関与」が標榜されている５）。こ

の取組の基本理念は，重大な意思決定がなされていない

段階（＝上流，検討初期）だからこそ市民参加に実質的な

意義を求めることができると捉えることであり，市民社

会の納得，決意を導く行為でもある。原子力廃棄資源利

用の導入には市民社会の納得・決意が不可欠であり，上

流からの関与を通じて取組まねばならない。分離・備蓄

戦略は，市民社会の「上流からの関与」に整合し，適合す

るものである。

（若狭湾エネルギー研究センター・篠田佳彦）
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Ⅰ．原子力発電の開発体制

1．政府機関
中国政府においては，原子力推進と規制は基本的に分

離されている。2008年３月の全国人民代表大会において

国務院の機構改革が承認され，各部（“部”は日本の“省”

にあたる）の内部組織規定が整備され，原子力分野につ

いても新体制となった。発電以外の原子力利用（燃料加

工・軍事産業等）政策と原子力に関する国際協力は，工

業信息化部・国家原子能機構（国防科学技術工業局内の

原子力関連部局の対外的別称）が所管している。環境保

護省・国家核安全局（環境保護部の原子力安全部局の対

外的別称）は原子力安全規制を所管している。なお，原

子力発電に関する発展計画の立案と発電所プロジェクト

の審査，事故緊急時の対策については，国家発展改革委

員会・国家能源局の任務となっている。なお，“能源”は

“エネルギー”の意である。国家核安全局には６つの地方

監督所がある。第 1図に行政機関を示す。

2．原子力発電事業者
以前は，「核工業部」が政策立案と事業を一体的に実施

していたが，1998年に政策と企業機能が分離された。そ

の結果，事業実施部門は「中国核工業集団公司」（CNNC）

（設立当初は「中国核工業総公司」）と「中国広東核電集団

有限公司」（CGNPC）の２つの集団公司と複数の原子力発

電事業者（原子力発電所ごとに設立される発電事業の運

営・管理会社）等で構成されるようになった。集団公司

がこれらの発電事業会社に50％以上の出資をして統括す

る仕組みがとられていた。

なお，2002年12月の電力体制改革において，発送分離

が行われ，旧国家電力公司の発電と送配電資産が，それ

ぞれ５大発電公司と２大送電公司に移管され，旧国家電

力公司の原子力発電事業者への出資分が，一元的に５大

発電公司のひとつである中国電力投資集団公司（中電

投，CPI）に移管されると同時に，旧国家電力公司の原

子力発電所の開発構想を引き継いだ。現在，事業実施部

門は，集団公司３社と複数の原子力発電事業者となって

いるが，現在，中電投以外の４社も原子力発電分野へ進

出する動きがある。

Ⅱ．原子力発電所の開発状況

1．運転中の原子力発電の状況
商業用原子力発電所の導入については，これまで多様

な設計方式のものを導入してきたというのが中国の特徴

である。軽水炉はすべて加圧水型軽水炉（PWR）で，自

主設計（重要設備等を部分的に海外調達）のもの（秦山Ⅰ

期，Ⅱ期），フランス設計のもの（大亜湾，嶺澳），ロシ

ア設計のもの（田湾）がある。このほかに重水炉（秦山Ⅲ

期（カナダ設計））がある。機器ベースで見れば，秦山Ⅰ

期および秦山Ⅱ期１号機の圧力容器，秦山Ⅲ期のタービ

ン・発電機などには日本製機器が導入されている。運転

中の発電所は第 1表のとおり，６発電所，11ユニットで，

設備容量の総計は908万 kWとなっている。2009年末の

中国の全発電設備容量は8．74億 kWで，原子力はその1

％にすぎない。利用率の平均は88．65％で，９ユニット

が85％を超えており，最高は広東大亜湾原子力発電所１

号機の99．61％，最低は江蘇田湾原子力発電所１号機の

74．76％である。

2．建設中のプロジェクト動き
第 2表は2010年１月末時点の建設中の発電所をまとめ

たもので，10発電所，21ユニット，2，286万 kW分が建

中国で最初の原子力発電所は1994年に運転開始され，現在，６発電所，総設備容量908万 kWが稼動している。2002

年から顕在化した電力不足を受けて，2003年に国は原子力の開発方針を「適度」から「積極的」に変更した。「2020年に，

全発電設備容量の４％，4，000万 kWを原子力にする」というのが今の目標である。このため，各地で原子力発電所の

計画地点が目白押しである。現在，具体化している計画は東部沿海部がほとんどであるが，海に面してない内陸部にも

計画の動きが見られる。将来の電源開発は省エネ・環境の観点から原子力と再生可能エネルギーに重点が置かれ，原子

力について2020年の開発目標が7，000～8，000万 kWに上方修正される動きがある。発電所の開発とともに，原子燃料

のリサイクルについても積極的に取り組まれている。以下に，中国のこれまでの経緯と原子力開発の近況を概観する。

An Overview of Nuclear Power Generation in China–

Remarkable Growth in Nuclear Energy Development :
Hajime NAKAYAMA.
（2010年 ６月15日 受理）
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設中である。

中国では，原子力発電が国家エネルギー戦略上，重要

なものとして位置づけられており，１次エネルギー生産

量に占める原子力発電の供給量の比率を順次高めていく

としている。原子力発電所の建設にあたっては，「中国

主体，中外協力」（主体は中国で，海外からの協力も得る）

という方針のもと，海外の先進的技術を導入しながら自

主化を進めるという戦略をとっている。それによって，原

子力発電の安全性と経済性を常に高め，大型の原子力発

電所の建設にあたって自主設計，機器の国産化によって，

原子力産業全体の能力を高める方針を打ち出している。

三門と陽江については，2005年初めに国際入札にかけ

られ，三門はAP1000，陽江は CPR1000の炉が採用され

ることになった。また，増設の嶺澳Ⅱ期，秦山Ⅱ期増設

第 1図 原子力関連の行政機関

第 1表 運転中の原子力発電所 （2010年１月末現在）

発電所名 設置場所
主要

出資者
炉 型

出 力

（万 kW）

年間発電

電力量

（億 kWh）

利用率

（％）

営業運転開始

年月日

秦山第一

（秦山Ⅰ期）

浙江省

嘉興市

海塩県

CNNC PWR（自主設計） 31．0 26．24 96．36 1994．4．1

秦山第二

（秦山Ⅱ期）

＃１
同上

CNNC PWR（自主設計） 65．0 49．91 87．41 2002．4．15

＃２ CNNC PWR（自主設計） 65．0 49．67 87．00 2004．5．3

秦山第三

（秦山Ⅲ期）

＃１
同上

CNNC CANDU（加） 70．0 57．50 93．52 2002．12．31

＃２ CNNC CANDU（加） 70．0 54．88 89．25 2003．7．24

大亜湾
＃１ 広東省

深�市

CGNPC PWR（仏） 98．4 86．10 99．61 1994．2．1

＃２ CGNPC PWR（仏） 98．4 74．71 86．44 1994．5．6

嶺澳
＃１ 広東省

深�市

CGNPC PWR（仏） 99．0 78．90 90．72 2002．5．28

＃２ CGNPC PWR（仏） 99．0 73．54 84．57 2003．1．8

田湾
＃１ 江蘇省

連運港市

田湾鎮

CNNC PWR（露VVER） 106．0 65．68 74．76 2007．5．17

＃２ CNNC PWR（露VVER） 106．0 75．08 85．47 2007．8．16

合計（平均） 11基 907．8 692．21 88．65

（注） CNNC：中国核工業集団公司， CGNPC：中国広東核電集団有限公司，

発電電力量と利用率は2008年１～12月のデータ （出所：「2008年年報」，国家核安全局編）
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についても，国際入札により設備調達が行われた。秦山

Ⅱ期は，2006年４月と2007年１月に着工，それぞれ

2011，2012年に完了予定となっている。嶺澳Ⅱ期は，2005

年12月に着工し，１号機は2010年10月に，２号機は2011

年に運開予定となっている。

海陽と紅沿河のプロジェクトは，旧国家電力公司の原

子力発電所建設構想を引き継ぐ形で中国電力投資集団公

司が中心となって進めることになっていた。しかし，同

社は原子力発電所の建設から運営の経験がないというこ

とから，紅沿河のプロジェクトの出資比率は，中国電力

投資集団公司45％，中国広東核電有限公司45％，遼寧能

源投資集団公司５％，大連建設投資公司５％となった。

つまり，建設と運転の初期段階は中国広東核電集団有限

公司が主体となり，運開後のしかるべきタイミング（５

年後を目途）で中国電力投資集団公司を主体事業者にす

るということである。

なお，2002年に設立された５大発電公司のうち，旧国

家電力公司の保有していた原子力発電の権益は中国電力

投資集団公司に移管されたが，第２表にあるように，中

国大唐集団公司と中国華電集団公司，中国国電集団公司

が原子力発電事業に参画している。なお，最大の発電公

司である中国華能集団公司は中国核工業集団公司との共

同出資により，2010年４月，海南省で昌江原子力発電

（PWR（CNP 650）65万 kW×４基）の工事を着工した。こ

れで，５大発電所公司すべてが原子力分野に進出するこ

とになった。

Ⅲ．今後の原子力開発の方向性

1．今後の開発規模
国務院が2007年11月に正式に認可した「原子力発電中

長期発展計画（2005～2020年）」では，具体的なサイト名

を示し，2020年までに原子力発電の設備容量を4，000万

第 2表 建設中の原子力発電所 （2010年１月末現在）

発電所 場所
炉 型，

単機容量（万 kW）×基数
主要出資者 国産化率

投資額

（億元）
工事着工時期

嶺澳Ⅱ期 広東省

深�市

PWR 108×２（CPR 1000） CGNPC ＃１：50％

＃２：70％

266 １号機：2005．12

２号機：2006．6

秦山Ⅱ期増設 浙江省

梅塩県

PWR 65×２（CNP600） CNNC ― ― ３号機：2006．4

４号機：2007．1

紅沿河Ⅰ期 遼寧省

大連市

PWR 108×４（CPR1000）

（最終６基）

CPI（45），CGNPC（45），

大連市（10）

60％ 486 １号機：2007．8

２号機：2008．3

３号機：2009．3

４号機：2009．7

寧徳Ⅰ期 福建省

寧徳市

PWR 108×２（CPR1000）

（Ⅰ期４，最終６基）

CGNPC，中国大唐集団，

福建省石炭工業

75％ 約500

（４基）

１号機：2008．2

２号機：2008．11

３号機：2010．1

福清Ⅰ期 福建省

福清市

PWR 108×２（CNP1000）

（最終６基）

CNNC，中国華電集団 75％ １号機：2008．11

２号機：2009．6

秦山Ⅰ期増設

（方家山）

浙江省

梅塩県

PWR 108×２（M 310） CNNC 80％以上 269 １号機：2008．12

２号機：2009．7

陽江Ⅰ期 広東省

陽江市

PWR 108×４（CPR1000）

（最終８基）

CGNPC 80％ 700

（６基）

１号機：2008．12

２号機：2009．6

三門Ⅰ期 浙江省 PWR 125×２（AP1000）

（最終６基）

CNNC，浙江省能源集

団，CPI，中国華電集団，

中国核工業建設集団

― ― １号機：2009．3

２号機：2009．12

海陽 山東省

海陽市

PWR 125×２（AP1000）

（最終６基）

CPI，山東国際信託投

資，煙台市電力開発，中

国国電集団，CNNC，華

能能源交通産業控股

60％ 400 １号機：2009．12

台山Ⅰ期 広東省

台山市

PWR 175×２（EPR）

（最終６基）

CGNPC，EDF（30） 50％ 237

（２基）

１号機：2009．12

合計 着工済み：2,286万 kW（21基）

（注） CPI：中国電力投資集団公司， EDF：フランス電力会社． 主要出資者のカッコ内は出資割合．

（出所：「2008年年報」（国家核安全局編），各種資料）
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kWとし，2020年時点での建設中の設備容量を1，800万

kWにするとしている。これは，100万 kW級原子力発

電所を毎年２基建設していくことに相当する。

これまで原子力発電所はすべて東部沿岸部に立地され

ているが，内陸部にある地方政府も積極的に誘致してお

り，名前が挙がった地点は20前後ある。原子力発電所建

設については中央政府に権限が一元化しており，国務院

による個別認可が必要である。国家原子能機構や国家発

展・改革委員会は，原子力発電所立地については，経済

成長率が高く，電力需要が旺盛な東部沿岸部へ立地する

というのがこれまでの立場であったが，第 2図にもある

ように，今後，内陸部での建設が進むと考えられる。こ

のうち，大田反（計画：PWR（炉型未定），100万 kW×４

基，湖北省）と桃花江（計画：PWR（CPR1000），100万 kW

×４基，湖南省），彭澤（計画：PWR（AP1000），125万

kW×４基，江西省）のいずれかが内陸部に建設される

最初の原子力発電所になると見られている。

近年，電力需要の伸びが大きく，電源開発が積極的に

行われており，2005年以降，毎年7，500万～１億 kWの

発電設備容量が新規に増えている。専門家等の予測で

は，中国の発電設備容量は，2015年に13．5億 kW，2020

年には16．5億 kWになるとされる。一方，省エネや環

境の観点から，政府は2020年までに，１次エネルギー全

消費量に占める非化石エネルギーの割合を15％にすると

いう目標を掲げている。したがって，これからは石炭火

力への依存度を下げ，原子力や再生可能エネルギーにシ

フトしていくことになると考えられる。また，2008年年

初の中国の中・西南部を襲った寒波による影響で，内陸

部の石炭火力発電所への石炭輸送が滞り，発電所の運転

ができなくなり電力供給に支障が出た。これらのことか

ら，2007年の「原子力発電中長期計画」において主に対象

とされた沿海部での原子力発電所開発だけでは不十分

で，内陸部での原子力発電所建設を求める声が強まって

いるといわれる。 現在，政府は原子力と再生可能エネ

ルギーについて，2020年の開発目標の見直し作業を行っ

ているところである。関係者等の発言などから，原子力

については7，000～8，000万 kWに上方修正されると見

られる。これは，「新エネルギー産業振興計画（仮称）」と

して，近々，公表されると見られる。

2．設計の自主化
「原子力発電中長期発展計画」では，原子力発電技術

路線を統一し，海外技術を吸収した上で，先進的 PWR

の自主設計・製造・建設等を実現することを今後の中国

の原子力の発展方針としている。

設計の自主化に関しては，三門，海陽のプロジェクト

で，第３世代炉a）であるウェスチングハウスのAP1000

が導入される。この技術導入のための機関として，国家

核電技術公司が2007年５月に設立されている。国家核電

技術公司は国有独資企業で，出資者は国務院60％と中国

核工業集団公司10％，中国電力投資集団公司10％，中国

広東核電集団有限公司10％，中国技術輸出入総公司10％

となっている。国家核電技術公司は，国務院の授権の下，

国を代表する第三世代原子力発電技術の受入れ機関とし

て，プロジェクトの設計・管理とともに，外国企業，中

国国内事業者と共同企業体を組織して，１次系の設計・

設備導入・建設を実施することを任務としている。国家

核電技術公司の具体的な実行部隊として，上海核工程設

計院が傘下におさめられた。上海核工程設計院は，従来

は，中国核工業集団公司の傘下にあった設計院である。

今後は，AP1000の技術導入・消化が同設計院の大きな

業務の一つになる。

また，広東核電集団有限責任公司の台山のプロジェク

トではアレバのEPR導入がされるため，アレバと広東

核電集団有限責任公司の間で合弁企業を設立し，技術移

転を進めることとしている。また，フランスEDFと広

東核電集団有限責任公司の間で，EPRの建設・運転の

合弁会社を設立することとしており，EDFの出資割合

は30％である。

3．設備製造の自主化
設備製造の自主化を図ることも，「原子力発電中長期

発展計画」で示された今後の重点である。具体的には，

第11次５ヵ年計画期間（2006～2010年）中に年間200万

kW以上，2010年以後には年間400万 kW以上の原子力

a）PWRではAP1000（ウェスチングハウス），EPR（アレバ）お
よびAPWR（三菱重工）を，BWRではABWR（GE，日立，
東芝，東電）を指す。第 2図 原子力発電所の位置図
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発電設備機器の生産能力を形成することを目標としてい

る。また，同計画においては，原子力発電の鍵となる設

備の生産技術の導入については，自主化を目的としたプ

ロジェクトと結びつけて，技術の消化・吸収を行うこと

としている。

設備の購入方式としては，中国国内で製造技術を掌握

した設備については，原則的に国内メーカーを対象に入

札・購入し，技術を掌握せず鍵とならない設備は，海外

に対して入札・購入するとされている。鍵となる技術は

海外メーカーとの合弁会社等が設備を供給することとし

ている。

自主化を目的としたプロジェクトとしては，中国核工

業集団公司の三門，中国電力投資集団公司の海陽，広東

核電集団有限公司の台山がある。例えば，三門，海陽の

４つの原子炉容器のうち，韓国斗山重工が２つを，国内

メーカーである上海ボイラーと中国第一重型機械集団公

司が１つずつを製造する。メーカー側の体制として，上

海電気は，傘下の原子力関連企業を集約し，上海電気核

電設備有限公司という新会社を上海市に設立している。

これとともに，製造能力アップのための設備投資も行う

計画で，現時点での年間製造能力である100万 kW級1．

5ユニット分を2012年までに，年間2．5ユニット分に高め

ることとしている。

また，AP1000の格納容器，圧力容器の設計・製造，

設備モジュールの製造を行う山東核電設備製造有限公司

が，山東省海陽市に設立された。同公司には，国家核電

技術有限公司，中国核工業第23建設公司，中国核工業建

設集団公司が，それぞれ，46％，44％，10％出資している。

Ⅳ．原子燃料サイクル，ウラン資源確保
に向けた動き

1．核燃料サイクル等の状況
中国では，原子力発電燃料集合体製造の国産化を実現

している。使用済み燃料処理のパイロットプラントを建

設中で，２つの中低レベル固体放射性廃棄物処理場は使

用段階に入り，高レベル放射性廃棄物の深地層処分の研

究を展開している。中国の原子燃料は国内を基礎とし

て，原子力発電の発展に歩調を合わせて核燃料サイクル

産業を構築することとしている。燃料集合体は国内生産

にシフトさせ，天然ウラン資源については「２種の資源

（国産，海外資源），２つの市場（国内市場，海外市場）」

との考えで，国内外の両方を活用する方針である。

中国は明確な再処理路線をとっている。具体的には，

原子力発電所の使用済み燃料を再処理し，プルトニウム

を取り出しU�Pu 混合燃料を発電所に供給し，熱中性子

炉によるリサイクルの実現を図ることとしている。

原子力発電の開発と同時に，国家の「863計画」（中国の

ハイテク研究プロジェクト名）の一環として，清華大学

「核能・新能源技術研究院」に高温ガス冷却炉を設置し，

2003年に10 MWのフル熱出力に達した。また，高温ガ

ス炉実証炉プロジェクトも進めている。山東省威海市栄

成石島湾が同プロジェクトの地点として選定されてお

り，20万 kW１基が建設される予定である。2006年12月

にはこのプロジェクトを進める華能山東石島湾核電有限

公司が設立された。出資者と出資割合は，中国華能集団

公司47．5％，中国核工業建設集団公司32．5％，清華大学

20％等である。なお，高速増殖炉については，清華大学

で研究が行われている段階である。

2．ウラン資源確保に向けた動き
原子力発電の積極開発にあわせ，海外のウラン資源確

保に向けた動きが出始めている。オーストラリアではこ

れまでの政策を転換し，輸出に向けたウラン鉱山開発を

促進することとしたが，中国とオーストラリアは2006年

４月にウラン鉱山開発に係る協力協定を締結し，今後，

中国へのウラン輸入が行われる見通しである。また，カ

ザフスタンのカザトムプロムは中国核工業集団公司の参

画のもとウラン開発を強化することとしており，中国核

工業集団公司は，カザフスタンの南にある鉱区に権益を

持つカザトムプロム関連会社の持分の一定割合を取得し

ている。

中国核工業集団公司等の中国事業者によるアフリカ等

における権益確保の動きもある。2006年12月には，中国

国核海外ウラン資源開発公司が設立されている。同公司

は，中国核工業集団公司の全額出資による会社で，海外

ウラン資源の探査，資源評価，開発，投資を行うとされ

る。さらに，中国核工業集団公司は、秦山Ⅲ期原子力発

電所（同発電所はCANDU炉）の運転管理等の技術協力

を進めるための協定をカナダ原子力公社と結んだが、こ

れにはカナダで産出されるウランを確保するという狙い

があると見られる。なお，報道によれば，「国土資源第11

次５ヵ年計画要綱」では，「第11次５ヵ年計画」期間中に

ウランの国家備蓄と商業備蓄を進めることが示されてい

る。

―参 考 資 料―

１）2008年年報（国家核安全局編）．

２）原子力発電中長期発展計画，（2007年11月，国務院承認）．

３）再生可能エネルギー中長期発展計画，（2007年９月）．

４）再生可能エネルギー発展第十一次５カ年計画，（2008年

３月）．
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社団法人 海外電力調査会
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Ⅰ．は じ め に

第２回目は「臨界安全」とは何か，そしてこの分野で未

解決の「未臨界度の絶対測定」とはいかなる技術かを紹介

する。パルス中性子法，ミハルゾ法，３次中性子相関法

を取り上げ，その測定原理と測定例を示す。

1．臨界安全
（ 1） 事故の分類

原子力の重大事故は，①冷却材喪失事故，②反応度事

故，③臨界事故に分類される。われわれ人類はこの事故

を，不幸なことにすべて経験してしまった。大学・大学

院で現在，原子力工学を学んでいる若い人も，①スリー

マイル島事故（1979年３月28日），②チェルノブイリ事故

（1986年４月25日），そして③JCO事故（1999年９月30日）

が，それぞれに対応することは，ご存知だと思う。

①は名称どおり，原子炉から冷却材がなくなり，炉心

が空焚き状態になる事故をさす。②は核分裂連鎖反応を

制御する反応度制御の失敗に起因する事故である。そし

て③の臨界事故は，反応度制御系をもともと持っていな

い主として核燃料取扱い工程で，臨界になる事故を言

う。したがって，臨界事故は主に核燃料加工工場，使用

済核燃料再処理工場が対象となる。

（ 2） 臨界安全１）

反応度制御系によって核分裂連鎖反応を制御しないと

いう前提の核燃料取扱い工程では，技術的に想定される

いかなる状態に対しても，核燃料取扱い工程を臨界でな

い状態，すなわち未臨界状態に保たなければならない。

このように，いかなる場合にも核燃料取扱い工程が臨界

に達しないように，安全を確保する技術分野を「臨界安

全（管理）」という。

臨界安全管理の基本は，�十分に未臨界である状態を

決める（通常は，実効増倍率a）
keff＝0．95とすることが多

い）こと，�機器の故障や人為的なミスが起こっても，

臨界に達しないように，取り扱う核燃料物質の質量や，

核燃料を入れる容器の大きさ等を決めることである。こ

れを確実に行うために，各種核燃料に対する臨界データ

の収集，信頼性の高い計算手法，測定手法の開発といっ

た臨界安全研究が行われている。

（ 3） 未臨界度の絶対測定

未臨界度とは，臨界からの隔たりを定量化する指標で

ある。実効増倍率 keffを用いて，－ρ＝（１－keff）�keffと定

義する。今，核燃料物質があり，未臨界であることはわ

かっているとする。しかし，�核燃料物質を追加して臨

界状態を確認する，あるいは�すでに未臨界度のわかっ

ている状態との比較をすることが，不可能であるとす

る。その場合に，与えられている核燃料物質の測定だけ

で未臨界度を決定する技術を「未臨界度の絶対測定」と呼

ぶことにする。臨界安全管理の現場で，各工程の未臨界

度を絶対測定できれば，臨界安全管理をより明快にする

ことができる。

2．原子炉の時間的挙動２）

原子炉物理の測定では，反応度（あるいは未臨界度）を

変えた場合の中性子密度の時間変化を調べる。反応度を

高めると核分裂反応は促進するが，発生する中性子に２

種類ある。直ちに発生する即発中性子と0．6～80秒遅れ

て発生する遅発中性子である。後者は遅発中性子先行核

と呼ばれる核分裂片の崩壊によって発生する。原子炉の

広がりを無視して，中性子密度の時間的挙動だけに着目

した中性子源を含まない動特性方程式は，次式である。

dn（t）

dt
＝

ρ－β eff

Λ
n（t）＋λ C（t）

dC（t）

dt
＝

β eff

Λ
n（t）－λ C（t）

ここで，n（t）は中性子密度，C（t）は遅発中性子先行

核濃度である。ρ は反応度，Λ は中性子生成時間，β eff

は実効遅発中性子割合，λ は先行核崩壊定数であり，

Experimental Reactor Physics“Past, Present and Future”
―Towards Establishment of Safety Basis in Next Gene-

ration� ; Subcriticality Measurement in Nuclear Criticality
Safety : Yoshihiro YAMANE.
（2010年 ６月４日 受理）
各回タイトル
第１回 KUCAにおける炉物理実験

元 名古屋大学 山根 義宏

第 2回 臨界安全と未臨界度測定

a）実効増倍率 keffは，核分裂物質体系の中性子増倍の程度を表
し，未臨界状態では１以下，臨界で１，超臨界で１以上と
なる。

実験炉物理：未来へのメッセージ
次世代の安全基盤の確立に向けて連載
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これらが動特性パラメータと呼ばれる。時刻 t＝０まで

原子炉は臨界状態にあり，中性子密度が n０，遅発中性

子先行核濃度が C０だとする。時刻 t＝０に急激に反応度

ρ を加えたとする。この急激な反応度変化に遅発中性
子は直ぐに追随できず C０のままであると簡単化して，

この方程式を解くと，よく知られた次の解をうる。

n（t）＝
β eff

β eff－ρ
n０－

ρ
β eff－ρ

n０e
－

β eff－ρ
Λ

t

ここで，指数関数の指数（β eff－ρ）�Λ を α と略記し，
即発中性子減衰定数と呼ぶ。反応度の変化に対して，中

性子密度（原子炉出力）は変化するが，その変化率はこの

α 値で決まる。β eff，Λ が既知であれば，α の測定値か
ら反応度 ρ を推定できる。

β eff，Λの値は，主に原子炉を構成する核燃料の種類，
減速材の種類，炉の大きさで決まる。例えば，軽水を減

速材とする熱中性子炉で Λ は10－４s のオーダーである
が，高速炉では10－７s と短くなる。また，核分裂物質が

Uの場合の実効遅発中性子割合 β effは0．6～0．7％である

が，Puの場合は0．2～0．3％と小さくなる。この値に等

しい反応度を加えた場合，原子炉は即発中性子だけで臨

界となり，急激な出力の上昇を引き起こす。この値を「反

応度１ドル」と呼び，動特性の解析において重要なパラ

メータである。

3．炉雑音法３）

即発中性子減衰定数 α 値を求めるのに，原子炉が核
分裂連鎖反応に基づいていることを巧みに利用する測定

法がある。原子炉は定常状態を保っていても，その出力

はある一定値の周りを揺らいでいる。この揺らぎから α
値，ρ，β effといった動特性パラメータを推定する手法

を，炉雑音法と呼んでいる。揺らぎの解析を周波数領域

で行う手法と時間領域で行う手法があり，前者を周波数

解析法，後者を中性子相関法と呼ぶ。

核分裂反応によって複数個の中性子が生まれ，そのお

のおのの中性子がさらに核分裂を起こし，核分裂反応は

分枝過程である。今，２つの中性子に着目し，時間を遡っ

てそれぞれの中性子の枝分れをたどっていったとする。

その結果，同じ中性子に行き当たった場合，この２つの

中性子は共通の祖先を持ち，互いに相関のある中性子だ

という。この互いに相関のある中性子連鎖は，時間とと

もに exp（－α t）で減衰する。

この観点で定常に運転している原子炉を見ると，互い

に相関のある中性子と相関のない中性子とから構成され

ている。そこで，中性子の揺らぎから互いに相関のある

中性子相関成分を抽出できれば，その時間挙動から α
値が推定できることになる。これが炉雑音法の原理であ

る。以下の第Ⅲ，Ⅳ章で，その具体例に触れる。

Ⅱ．パルス中性子法

1．面積比法
未臨界体系にパルス状に中性子を投入する。このパル

ス打込みを1，000回以上繰り返し，パルス打込み時刻を

原点にそろえて，中性子計数を集積すると第 1図の中性

子計数の時間変化をうる。遅発中性子に起因する定常成

分の上に，即発中性子に起因する減衰成分が重なってい

る。この減衰成分の傾きが α 値にほかならない。そこ
で，α 値を評価すれば未臨界度を求めることができる。
しかし，この場合には Λ と β effの値，あるいは臨界時

の α 値と呼ばれる α０＝β eff�Λ を知っていなければなら
ない。

これを解決し，α 値を経由せずに直接未臨界度を評
価できる測定法がある。1956年に Sj�strand が提案した

測定法で，面積比法とよばれる４）。第１図のパルス打込

み直後に現れる即発中性子成分の計数値の合計（Aprompt）

を，遅発中性子由来の定常成分の合計（Adelayed）で割るだ

けで，未臨界度が評価できる。

－ρ�β＝Aprompt�Adelayed

このデータ処理法はいかなる校正も必要とせず，β eff

単位で計ったドル単位の未臨界度を決定できる。しか

し，50ドル以上の大きな未臨界度の測定では，遅発中性

子成分の集積が悪くなり，結果的に未臨界度の推定精度

が悪くなる。

2．大きな未臨界度の測定
京都大学原子炉実験所の臨界集合体実験装置（KUCA）

とそれに付設のコッククロフト・ワルトン型加速器を用

いて，面積比法で270ドルまでの未臨界度を測定した。

測定体系の模式図を第 2図に示す。８体の燃料体を配置

し，図下側に示す加速器ターゲットからパルス中性子を

打ち込む。BF３検出器３本（D 1，2，3）をパルス中性子の

打込み方向に並行に配置した。燃料体を20体から４体ま

第 1図 パルス中性子応答の概念図
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で変え，未臨界度を変えた。なおこの実験では，遅発中

性子成分を集積して測定精度を確保するため，パルス打

込み周期を250 Hz まで上げる工夫をした。

測定結果を第 3図に示す。燃料体数が同じ体系のD 1，

2，3の３箇所の測定結果を、実線で結んで表示した。燃

料体数が12体まで減少し未臨界度が大きくなると，３箇

所の測定値のばらつきが大きくなる。これを測定値に空

間依存性が認められるという。なお，この測定で得られ

た最も大きい未臨界度は，燃料体４体のD３位置の270

ドルで，実効増倍率に換算すると0．32である。

第３図に示すように，未臨界度が大きな体系では，測

定値に著しい空間依存性がある。体系固有の未臨界度は

どれなのか？ 何らかの方法でこの空間依存性を平均化

して，体系固有の値を求める必要がある。平均化の手法

にも種々の提案がある。Kosaly & Fisher は多点の測定

値に重みをつけて平均する多点面積比法を提案してい

る。

ここに示したような極端に大きな未臨界体系を除け

ば，パルス中性子源が利用できるなら，面積比法の簡単

なデータ処理でドル単位の未臨界度を決定できる。

Ⅲ．ミハルゾ法

1．スペクトル比と未臨界度
1978年にMihalzo が特徴的な未臨界度測定法を提案

した５）。正式には「252Cf 中性子源駆動炉雑音法」であるが，

ここではミハルゾ法と呼ぶ。この測定法は，252Cf を内蔵

した電離箱（＃１）と２本の中性子検出器（＃２，３）を使

う。252Cf 内蔵電離箱は，Cf の自発核分裂によって中性

子を発生し，中性子源の働きをする。しかも自発核分裂

による核分裂片を電離箱で測定することにより，中性子

源の強度を決定できる。

直接の測定量は，２本の検出器（＃i，j）間の相関を周

波数領域で表現する相互パワースペクトル密度 Gij

と，252Cf 内蔵電離箱の自己パワースペクトル密度 G11で

ある。この測定量を組み合わせ，スペクトル比 SRを定

義する。

SR＝
G12

＊（ω）・G13（ω）
G11（ω）・G23（ω）

ここで，ω は周波数，G12
＊（ω）は G12（ω）の複素共役

を表している。この式では，Gijの添字（i，j）が分母と分

子で打ち消し合う。これは検出器の感度が分母と分子で

打ち消し合うことを意味し，スペクトル比は検出器の感

度に依存しない。スペクトル比から次式で未臨界度を評

価する。

－ρ＝
ASR

１－CSR

ここで，係数 A，C には，252Cf 内蔵電離箱の特性値

やCf および核分裂物質のDiven 因子b）が含まれる。

2．TCAの測定
日本原子力研究所（現日本原子力研究開発機構）の軽水

臨界集合体（TCA）で行った測定を示す６）。測定体系の平

面図を第 4図に示す。252Cf 内蔵電離箱（＃１）を円環状の

燃料体系の中央に，BF３検出器（＃２，３）を周囲の軽水

反射体領域に設置した。第 5図に、未臨界度１，５，15ド

ル体系のスペクトル比の周波数依存性を示す。未臨界度

が大きくなるに従い，スペクトル比の値は大きくなり，

その揺らぎも大きくなる。測定した周波数域全体にわ

たって平均した平均スペクトル比を，未臨界度の評価式

に使う。

ミハルゾ法で求めた未臨界度を縦軸に，水位法の結果

を横軸に取って第 6図に示す。水位法はTCAで基準と

している反応度測定法である。ミハルゾ法の測定結果

b）１回の核分裂当たりの中性子発生数 νは統計量である。
〈v（v－１）〉�〈v〉２と定義した平均値をDiven 因子と呼ぶ。

第 2図 測定体系の模式図

第 3図 未臨界度270ドルまでの測定結果

第 4図 ミハルゾ法の実験体系
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は，水位法と15ドルの範囲でよく合っている。

Mihalzo は米国Hanford で，平板体系（100 cm×100

cm×10 cm）に多数本の中性子検出器を配置して実験を

行った。この実験では，中性子検出器の組合せによって

異なったスペクトル比が得られ，空間依存性が認められ

た。著者らは空間依存性を考慮したミハルゾ法データ処

理式を新たに導き，この解析を行ったが詳細は省略す

る。なお1998年頃，動力炉・核燃料開発事業団（現日本

原子力研究開発機構）重水臨界実験装置（DCA）を用い

て，種々の実験上の工夫を重ねてミハルゾ実験が精力的

に行われた。

ミハルゾ法は比較的小さい未臨界度を測定するのに適

した測定法である。特殊な252Cf 内蔵電離箱の中性子源強

度が較正してあるため，絶対測定ができる。しかし，252Cf

内蔵電離箱自身が中性子源であるため取扱いが困難であ

る点，および電離箱内部のガス圧の調整が必要なため保

守が煩雑である点より，国内で手軽に実験を行うのは難

しい。

Ⅳ． 3次中性子相関法

1．Y 値と X 値
古橋が1968年に提案した３次中性子相関法は，定常状

態の中性子揺らぎの高次相関量を巧みに利用した手法

で，未臨界度の絶対測定が可能である７）。計数時間幅（ゲー

ト幅）T の間に検出された中性子計数 N の多数回の測定

値から平均値 μ＝〈N〉，分散 μ２＝〈（N－μ）２〉，３次モー
メント μ３＝〈（N－μ）３〉を求める。これを用いて，２次

の相関量 Y 値と３次の相関量 X 値を定義する。

Y＝
μ２－μ

μ

X＝
μ３－μ

μ
－３

μ２－μ
μ

Y および X 値のゲート幅依存性の概念図を第 7図に

示す。

長いゲート幅で，Y，X 値は飽和値 Y∞，X∞に達する。

飽和値から未臨界度（－ρ）が次式で得られる。この式は
古橋が示した原子炉の空間的広がりを無視する近似に基

づく。

X∞

Y∞
２
＝

３

１＋δ２（－ρ）
＋F
｛１＋δ３（－ρ）｝
｛１＋δ２（－ρ）｝２

（－ρ）

ただし，係数 δ２，δ３，F は炉内核分裂物質および中

性子源のDiven 因子などで決まる定数である。測定で

得られる左辺は，分母と分子で検出効率が消去され，検

出器の効率に依存しない。さらに臨界状態，すなわち未

臨界度（－ρ）をゼロとした場合，左辺の測定値は３とな
る特長がある。

2．KUCAの測定
京都大学原子炉実験所・臨界集合体装置で行った実験

を示す。未臨界体系の中心にBF３検出器を，それから約

10 cm離して252Cf 中性子源を配置した。中性子検出時刻

を１μs 単位で記録できるパルス時刻歴測定回路を利用
して，検出時刻を記録した。平均計数率1，000 cps で，

約５時間時系列データを記録した。未臨界度2．8ドルの

体系で測定した Y 値と X 値を第 8，9図に示す。

Y 値は統計誤差も小さく，精度よく測定できている。

X 値もゲート幅の大きいところを除き，比較的良好な

測定結果である。これらから求めた X�Y
２のゲート幅依

存性を第10図に示す。X�Y
２はゲート幅の大きい所で2．8

程度の一定値に収束する傾向を示す。しかし，未臨界度

の推定に必要なゲート幅の大きな所で変動が大きく，未

臨界度の推定は困難であった。

測定対象の未臨界度が大きいと，３次中性子相関法も

空間依存性の問題を避けて通れない。検出器インポータ

ンスc）を利用して，空間依存性を考慮に入れた新しい実

験式を，著者の研究グループの遠藤が導いた８）。

３次中性子相関法は、簡単な測定系と簡便なデータ処

c）検出器インポータンスは，中性子検出器が空間的にどの範
囲の中性子を検出しているかを表す。

第 5図 スペクトル比の周波数依存性

第 6図 ミハルゾ法と水位法による未臨界度の比較

第 7図 Y および X 値のゲート幅依存性
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理で未臨界度の絶対測定ができる長所を持っている。し

かし，未臨界度が大きくなると，３次の相関量を精度よ

く求めるのは測定上困難である。

Ⅴ．ま と め

本稿では，臨界安全の立場から未臨界度の絶対測定

が，炉雑音法に基づいて開発されていることを紹介し

た。なお，ここには紹介できなかったが，未臨界度測定

は臨界安全だけでなく，将来の核変換装置として研究が

進められている加速器駆動未臨界炉の運転制御において

も重要である。この場合には，時々刻々未臨界度を測定

できる未臨界度モニタの開発が目標である。

また，高速炉の炉物理試験を広範な測定条件で行うた

め，あえて未臨界状態で各種炉物理試験を行う提案があ

る。そのため，臨界近傍の測定に匹敵する精度の未臨界

度測定法の開発が，文部科学省の原子力システム研究開

発事業として進められている。

最後に，３次中性子相関実験が実施できたのは，パル

ス時刻歴測定回路の開発に負う所が大きい９）。この装置

がなければ，僅かな相関量を効率よく集積することは不

可能である。測定法，データ処理法の工夫は，新しい「目」

の獲得を意味する。今後も，新しい「目」の獲得を目指し

た実験的および理論的研究が，若い研究者によって着実

に進展すること願っている。
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Ⅰ．は じ め に

ICRP 2007年勧告１）は，それまでの行為と介入という

プロセスに基づいた防護のアプローチから，計画被ばく

／緊急時被ばく／現存被ばくといった被ばく状況の特性に

基づいたアプローチへと発展した。緊急時被ばく状況に

ついての直接の記載は，本文370項目中，僅か10項目に

過ぎないが，その放射線防護の考え方は1990年勧告で介

入として扱われていた考え方から大きく進展している。

その中心は，緊急事態において個々の防護措置の効果を

評価する代わりに，すべての被ばく経路とすべての防護

措置を考慮に入れて，総合的な防護戦略を考える中で最

適な一連の防護措置を決定するという新しいアプローチ

である。これは，単独の防護措置を考えるだけでは十分

な防護を保証することが難しい場合にも，全体として最

善の対応ができることを目的としている。

以下では，はじめに緊急事態に対する2007年勧告以前

の ICRPの防護の考え方を振り返り，それと対比するこ

とによって，よりわかりやすく2007年勧告の考え方につ

いて解説する。

Ⅱ．2007年勧告以前の緊急事態に対する
防護の考え方

1．1977年勧告
放射線防護の主たる目的は，放射線被ばくの原因とな

る有益な行為を不当に制限することなく，人に対する適

切な防護基準を作成することである。そのため，ICRP

は，防護の基本的な枠組みとして，線量を確定的影響の

しきい値よりも低く保つことによってその発生を防止

し，確率的影響の誘発を減らすためにあらゆる合理的な

手段を確実にとることを求めている２）。

1977年勧告３）では，放射線防護の基本的枠組みとして，

行為の正当化，すべての被ばくの最適化および線量限度

による線量制限からなる「線量制限体系」が勧告され，こ

れを主に制御可能な線源に適用することによって被ばく

の制限が図れるとした。一方，事故時の被ばくのような

本来制御されていない線源は，線量制限体系を適用する

ことができず，様々な救済（または，介入）措置によって

のみ被ばくの低減が図れるとした。そして，救済措置に

伴う社会的費用は，救済措置によるリスクの低減によっ

て正当とされることが必要であるとした上で，事故や緊

急事態の状況は多岐にわたるので，すべての状況に適用

可能な”介入レベル”を勧告することはできないが，ある

程度予想可能な事故については，事故の費用と救済措置

の費用の解析から，これ以下では救済措置をとることが

適切でないというレベルは設定可能で，そのようなレベ

ルの設定や緊急時計画の策定は，国の責任であることを

明確にした。一方で，線量限度は被ばくが制御されてい

る条件のもとでのみ適用する概念で，勧告された限度（例

えば，当時，公衆に対して年５mSv）は低いリスクレベ

ルであり，限度をかなり超えることにならない限り多少

超えたとしてもリスクは十分低いので，著しい放射線以

外のリスクや不当な費用を伴うような救済措置は必ずし

もとらなくてよいことは明らかであるとした。

その後，1984年に ICRPは，大規模原子力施設の事故

時における公衆防護のための計画立案の際の基本的事項

をまとめた Publication 404）を刊行した。ここで，事故の

場合に介入措置を計画する際の原則は，

� 対策の導入によって個人線量を確定的影響のしき

い値以下に抑えることで，重篤な確定的影響の発生

を防止すること。

� 対策の導入によって個人に正味の便益をもたらす

ことができるように，確率的影響のリスクを制限す

ること。

� 集団線量当量を低減することによって，合理的に

実行可能な程度に確率的影響の発生率を制限するこ

と。

であるとし，�の確定的影響防止のための臓器および組

New ICRP Recommendation―New Radiation Protection

Principle and Standards � ; Emergency Exposure
Situations : Toshimitsu HOMMA.
（2010年 ７月13日 受理）
各回タイトル
第１回 放射線防護の歴史的展開
第２回 放射線防護の生物学的側面
第３回 放射線防護に用いられる諸量
第４回 放射線防護の基礎―防護体系と原則
第５回 計画被ばく―線量拘束値，履行

日本原子力研究開発機構 本間 俊充

第 6回 緊急時被ばく

ICRP新勧告
―新しい放射線防護の考え方と基準連載

講座
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織のしきい線量を示すとともに，�および�に関連する

対策導入のための線量レベルの一般的なガイダンスを示

した。対策導入の判断は，影響を受ける特定の集団，そ

の地理的分布，社会的条件，気象条件，事故の状態など

によって異なるので，特定の対策を導入するための一般

的に適用可能な唯一つの介入レベルを示すことはできな

い。そこで，第 1図に示すように，放射線防護の観点か

ら個々の対策に対して，これ以下であれば対策の導入は

正当とされない下限レベルと，これ以上であればほとん

どいつでも対策の実施が必要となる上限レベルの考え方

を示した。具体的には，例えば，屋内退避や安定ヨウ素

剤の投与は，比較的リスクを伴わない対策なので，公衆

の年線量限度より低い想定線量では，対策の導入が正当

化されるとは考えられないとして下限レベルを全身５

mSv，確実に正当とされる上限レベルは，それより１桁

高い50 mSv とした。また，避難は，かなり混乱の大き

な対策であるので，屋内退避などより高い線量レベルで

対策を開始すべきで，それより低い場合には正当とされ

ない下限レベルとして，年線量限度より１桁高い50 mSv

を，それ以下ならば確定的影響が避けられるので，ほぼ

確実に導入すべきめやすとして500 mSv の上限レベルを

提案した。そして，この上下限レベルにはさまれる範囲

の中で，国などによる緊急時計画において線量率や濃度

といった測定可能な量で示される実用上の介入レベル

（operational intervention level）を設定すべきであると

した。

2．1990年勧告
ICRP は，1977年勧告で主として制御される線源を対

象として確立した「線量制限体系」を，1990年勧告２）では

より広い条件でも適用できるように「放射線防護体系」と

して拡張した。ここでは，被ばくに関連する人間の活動

を新しい線源の導入や既存の線源からの経路の変更に

よって全体の放射線被ばくを増加させる“行為”と，既存

の線源の撤去や経路の変更によって被ばくを減少させる

“介入”に分け，行為に対する防護体系と介入における防

護体系をそれぞれ勧告した。

原子力施設の事故や放射線源に関連した緊急事態に対

する準備と対応には，住居内ラドンなどの自然放射線源

および過去の活動による残存放射能からの被ばく状況と

ともに，基本的に介入における防護体系が適用される。

ただし，原子力施設の導入自体は行為であり，操業など

の計画策定段階では，事故などによる計画外の被ばくは

“潜在被ばく”として扱われ，行為に対する放射線防護体

系が適用されることになる。

1990年勧告では，介入における防護体系として，以下

の３つの原則を勧告した。

� 介入のプログラムを構成する対策は，常に幾分の

不利益を有するが，それらが害よりも大きな益をも

たらすべきであるという意味で，正当化されるべき

である。

� 対策の形と規模および期間は，正味の便益を最大

にするように最適化されるべきである。

� 行為の管理を意図した線量限度を介入決定の根拠

として使うことは，得られる便益と全く釣り合わな

い方策を含むかもしれず，正当化の原則に矛盾する

ので，重篤な確定的影響を回避するために介入が必

須となる場合を除いては，介入の必要性あるいは規

模の決定に線量限度を適用しない。

上記のように，介入の立案に際しても行為に対する防

護の体系と同様，正当化と最適化の考え方は必要である

が，線量限度は適用されないとした。

その後，ICRPは1992年に「放射線緊急時における公

衆の防護のための介入に関する諸原則（Publication

63）」５）を刊行した。Publication 63では，介入の基本原則

および各種の防護措置に適用するためのガイダンスを与

えるとともに，回避線量（averted dose）に基づく各防護

措置の介入レベルが勧告された。回避線量とは，第 2図

に示すように，防護措置を実施することによって免れる

線量である。ここでは，防護措置を実施する期間が重要

なパラメータとなる。Publication 63では，介入の正当

化および最適化の観点から各介入措置を検討し，第 1表

に示すような回避線量についての介入レベルを勧告し

た。第１表に示されたほとんど常に正当化される値は，

第 1図 各対策に適用可能な線量スキーム

第 2図 介入により回避される線量
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Publication 40における上限レベルに相当する。また，

附録には汚染食品の回収と移転を対象に，対策費用と対

策によって回避される健康損害費用を費用便益手法に

よって分析する一般的最適化の例を示した。

この費用便益手法は，国際原子力機関（IAEA）の安全

シリーズ文書「原子力又は放射線緊急事態における介入

レベル」６）でも展開され，例えば，屋内退避に10 mSv，

避難に50 mSv，安定ヨウ素剤投与に100 mSv という一

般的に最適化された介入レベル（GIL）や食物摂取制限に

対する対策レベル（GAL）のガイドラインが示された。

現行の国際基本安全基準（BSS）７）では，これらの値が勧

告値として与えられ，日本８）も含め多くの国が採用して

いるのが現状である。

�．2007年勧告の緊急事態に対する防護
の考え方

上で述べたように，公衆被ばくに対する線量限度はあ

る条件の下，すなわち制御された線源に対する計画的な

被ばくに適用されるものだったにもかかわらず，多くの

人が線量限度を絶対的なものだと受け取った。それで，

緊急事態や住居内のラドンに対して，より高い線量レベ

ルがガイドラインとして使われることが大きな混乱を招

いた。1990年勧告では，ICRPは線量を増加させる「行

為」と現状から線量を減少させる「介入」を区別すること

によって，考え方の違いをはっきりさせようとしたが，

混乱は解消されなかった。2007年勧告１）では行為と介入

の基本的な防護の考え方は継承しているものの，行為と

介入といった区別は人為的なものと考えられるため，放

射線被ばくが起こりうる状況を以下の３つに区分し，そ

れぞれの状況に対して防護体系の原則を適用することに

した。

�計画被ばく状況（planned exposure situation）

線源の計画的な導入および運用を含む状況。この

状況は，被ばくが予想される状況（通常被ばく）や予

想されない状況（潜在被ばく）を引き起こす。

�緊急時被ばく状況（emergency exposure situation）

計画状況，あるいは悪意のある行為，予期せぬ状

況において発生し，望ましくない影響を低減するた

めの緊急活動が必要になる状況。

�現存の被ばく状況（existing exposure situation）

緊急事態後の長期被ばく状況を含め，管理方法を

決めなければならない時に存在する被ばく状況。

2007年勧告では，防護の原則である正当化，防護の最

適化，線量限度がどの状況に適用されるのか明確にして

いる。正当化と防護の最適化はすべての被ばく状況に，

また，線量限度は計画被ばく状況にのみ適用されるもの

としている。このうち，防護の最適化のプロセスは，防

護体系の中心となるものである。ICRPは，最適化を「被

ばくすることが確実でない場所での被ばくの発生確率，

被ばくする人の数，および個人線量の大きさのいずれを

も，経済的・社会的要因を考慮して，合理的に達成でき

る限り低く抑えるための線源関連のプロセス」と定義し

ている。すべての被ばく状況で，防護措置を計画し，一

般的な状況の下で適切な防護レベルを確立するため，計

画被ばく状況には拘束値（これを超えれば，被ばく線量

を低減するための措置をほぼ必ず行わなければならない

レベル）を，緊急時被ばくおよび現存被ばく状況には参

考レベル（これを上回る被ばくが生じるような計画を立

てることが不適切であると判断されるレベル）を用いた

最適化プロセスが適用される。

1．基本原則
原子力施設，放射線関連施設あるいは線源に関連した

リスクを考えた場合，設計段階で事故のような潜在被ば

くの発生の確率とその影響を少なくするためにあらゆる

合理的な手段が取られたとしても，事故の発生を完全に

なくすことはできない。緊急時被ばく状況とは，緊急防

護措置および長期防護措置の実施が必要となる予期せぬ

状態であるが，潜在的な緊急時被ばく状況というのは正

確さの大小はあってもあらかじめ評価することは可能な

ので，緊急時対応計画を策定しておくことが重要であ

る。しかしながら，実際の緊急時被ばく状況は本来，予

測できないので実際の条件に合わせて柔軟に防護措置を

展開しなければならない。ICRPは，これまで Publication

第 1表 ICRP Publication 63で勧告された介入レベル（mSv）

介入措置の種類
回避線量についての介入レベル

ほとんど常に正当化される値 最適値の範囲

屋内退避 50

安定ヨウ素の投与 500（甲状腺等価線量） 正当化される値の

避難（１週間未満） 500（全身線量） １�10以下にはならない

5，000（皮膚等価線量）

移 転 1，000 長期被ばくに対し，月あたり５～15 mSv

１種類の食品に対する制限 10（１年間） 1，000～10，000 Bq・kg－１（β�γ 放出体）
10～100 Bq・kg－１（α 放出体）

�

�

�
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60および Publication 63，その後，悪意が関係する事象

の発生後の防護に関する追加的助言９）で，介入計画に関

する一般的原則を設定してきたが，緊急事態の備えに係

わる最近の進展と経験に基づいて，2007年勧告で防護措

置適用のガイダンスを拡張した。

ここでは，緊急時被ばく状況における適用のための防

護戦略の正当化と最適化の重要性と，参考レベルによっ

て最適化プロセスが導かれるべきであるという点が強調

されている。緊急時被ばく状況では，被ばく経路が複数

存在し時間とともに変化する可能性があるので，すべて

の被ばく経路からの被ばく全体に着目することが重要で

ある。予想される放射線環境の分析評価に基づいて，様々

な防護措置の実施を考慮した防護戦略が必要となる。

緊急時被ばく状況に対して最適な防護戦略を考える上

で，３つの線量の概念を導入している。防護措置が一切

取られなかった場合に，緊急時被ばく状況の結果として

生じることが予測される総合的な被ばくを予測線量

（projected dose）という（計算システムによる線量予測

（dose prediction）とは異なる）。防護戦略が実施されて

も，まだその結果として残っている線量は，残存線量

（residual dose）という。また，それぞれの防護措置は，

ある決まった量の被ばくを回避する。これを回避線量

（averted dose）と呼ぶ。第２図で示した Publication 63

で与えた個々の防護措置を最適化する時の概念である。

したがって，予測線量から防護措置の組合せによって回

避される線量を引けば残存線量となる。2007年勧告で

は，回避線量に基づく個々の防護措置の最適化ではな

く，様々な防護措置からなる包括的な防護戦略に関する

最適化に重点をおいた勧告がなされたのである。

緊急時被ばく状況のための防護の計画段階では，最適

化のプロセスにおいて参考レベルが適用される。緊急時

被ばく状況で計画された防護戦略による最大残存線量に

対する参考レベルとして，2007年勧告では20～100 mSv

が示された（参考資料１）の第５表参照）。防護戦略全体

として予想される残存線量は，防護戦略の適否を最初に

評価する際に，参考レベルと比較する。第 3図に示すよ

うに，残存線量を参考レベル以下にできない防護戦略（選

択肢AおよびC）は，計画段階で退けなければならな

い。

緊急時被ばく状況がいったん発生した場合の対応段階

では，予想残存線量が評価され，防護戦略の効果および

防護措置の修正あるいは追加の措置の必要性が参考レベ

ルを基準として検討される。第 4図に示すように，計画

された防護戦略の実施後に実際の現実的な線量分布を評

価し，特に参考レベルを超える被ばくに注意を払って，

防護措置の修正あるいは追加による防護戦略の最適化が

行われる。実効的な対応は，その影響を定期的にレビュー

して柔軟に行わなければならないが，参考レベルはその

レビューの重要な入力情報となる。

予想される被ばくがもっと低い状況では，20 mSv 以

下の参考レベルが適当な場合もある。また，大きな悪意

のある事象や原子炉の大規模事故のような低頻度－高影

響の事象では，すべての線量を参考レベル以下に保つこ

とが困難な状況も考えられる。そのような状況に対して

は，その発生確率を低減させる措置を取るとともに，確

定的影響の発生防止を最優先に，あらゆる実効的な措置

を行うよう勧告されている。

2．緊急事態への備えと対応
緊急時被ばく状況は，原子力施設の事故，輸送事故，

産業施設や医療施設の放射線源に関連した事故，放射性

物質の悪意のある使用等，様々な要因によって起こり得

る。脅威の大きさによって詳細さの違いはあるにして

も，緊急事態に対してはあらかじめ準備された緊急時計

画の検討が最も重要である。緊急時計画には，関係機関

の責務，機関間の相互連絡の方法，意思決定手順の枠組

みが示されるとともに，あらゆる可能なシナリオに対し

て，総合的な防護戦略と迅速な対応のためのトリガーが

示された詳細な計画が整備されるべきである。2007年勧

告では，緊急時計画の策定は，評価，計画立案，資材配

分，訓練，実地演習，監査および修正からなる多段階の第 3図 防護措置の計画段階における参考レベルの適用

第 4図 防護措置の対応段階における参考レベルの適用
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繰り返しのプロセスであることが強調されている。ま

た，利害関係者との対話は，緊急事態に対する準備段階

および対応段階での必須の要素であるとしている。被ば

くあるいは影響を被る可能性のある人々の理解を通し

て，個々の防護措置および全体の防護戦略が効果を発揮

する。

緊急時被ばく状況に対して防護戦略を準備する際に

は，被ばく状況の時間的，空間的な変化を考慮して，具

体的な防護措置を必要とする様々な集団を同定する必要

がある。また，緊急事態の発生後は，その時の被ばく条

件にうまく対処できるように計画された防護措置を修正

していくべきとしている。

緊急時対応は，時間の経過とともに情報量が増加する

と同時に，影響を被る人の関与も急速に増大する。意思

決定を行う者が，あらゆる段階において，将来の影響や

防護措置の有効性，中でも直接・間接的に影響を受ける

人の懸念について，完全に理解しているわけではない。

したがって，影響の定期的な見直しに基づいて有効な対

応策を柔軟に展開していかなければならない。参考レベ

ルは，判明した状況と対策による防護を比較するための

ベンチマークを与えることにより，この見直しに重要な

入力となる。このように，2007年勧告で，ICRPは個々

の防護措置よりも包括的な防護戦略に関する最適化に重

点をおいて勧告を行ったが，個々の防護措置の実施とい

う点から見ると，Publication 63で推奨した回避線量の

レベルは，総合的な対策を策定するための入力情報，例

えば，防護措置のトリガーとしてなお有用であるとして

いる。

Ⅳ．お わ り に

2007年勧告では，緊急時被ばく状況において最適な防

護措置を決定する際には，すべての被ばく経路とすべて

の関連する防護選択肢を同時に考慮することによって，

これまでより包括的な防護を可能にした。このアプロー

チは実用上の複雑さが増したかもしれないが，最適な防

護を設計する時には，単独の防護措置でなく防護戦略に

含まれるすべての防護措置の組合せを考えるので，より

柔軟な対応が可能となる。また，計画段階では，個々の

防護措置が互いにどう影響するかの考察の助けとなる枠

組みを提供し，資源の効果的配分にも通じると考えられ

る。しかしながら，理念がやや先行している感があり，

緊急事態への対処という実務に具体的にどう適用するか

が課題である。その意味では，最近刊行された

Publication 10910）により詳しい説明がなされているので

参照されたい。今後，これらの考え方が，現在 IAEA

で議論されているBSSの改訂にも反映されると考えら

れるので，注視していく必要がある。
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西安市で開催された「第18回原子力工学国際会議」（18

th International Conference on Nuclear Engineering,

ICONE 18）に参加したことから，会議の概要について報

告する。ICONEは研究者・技術者の論文発表等を通じ

て情報交換を図り，原子力技術向上に寄与することを目

的とし，本会の共催（日本機械学会，米国機械学会の主催）

により毎年開催している国際会議で，今回は中国原子力

学会（CNS）がホストとなり，西安交通大学の協力のもと

で西安市の開催の運びとなった。中国としては2005年に

北京市で開催したICONE13に続き２度目の開催である。

前回，北京で開かれた ICONE 13は，中国で初めての

原子力工学に関する国際会議であったうえに，発電用原

子炉の建設ブームが始まった時期に当たり，副首相が出

席し基調講演するなど，国をあげての会議であった。そ

れから５年が経過し，原子力発電所建設も軌道に乗り落

ち着いた感がする昨今であることから，参加者数は前回

より減るのではないかとの予想で会議に出席したが，毎

年，建設計画が増加を続ける中国であることから今回も

熱気が立ち込め，参加者940名（約510名が中国外からで

日本から約180名）という大規模な国際会議であった。

ICONEは，①指導的立場の講演者による全体・パネ

ルセッション，②研究成果を発表するテクニカルセッ

ション，③学生による研究を対象にした学生プログラ

ム，④特定のテーマについての勉強会であるワーク

ショップの４種から構成されている。

開会・全体セッションでは，孫勤中国核工業集団公司

総経理の開会挨拶の後，中・日・米・欧の代表により，

それぞれの立場から原子力の役割，各国の原子力発電展

望，並びに中国の原子力開発への協力に関する講演がな

された。また開会セッション最後には，日本側名誉議長

である榎本聰明東電顧問へ ICONE発展への貢献が大と

して感謝状が授与された。

パネルセッションとしては，これからさらに多数の発

電炉を建設していくのに役立つテーマで情報を交換した

いとの中国側の希望に沿い，「新設計発電所の建設中に

直面した課題」，「原子力発電所建設展開のための原子力

教育と要員確保」，「良好な運転経験の共有」，「法規制と

規格・基準」，「GEN�Ⅳ」の５テーマについて熱心なディ

スカッションがなされた。

「新設計発電所の建設…」のセッションにおいては，

日・仏・米のプラントメーカーから最新の建設プロジェ

クトについての紹介があったほか，中国核工程有限公司

からもAP1000発電所の建設中に出くわした経験につい

て講演があった。中国では同時期に多数のプラントを建

設していることから，原子炉本体以外の設計・工事をサ

イトごとに異なったメーカーに発注せざるを得ず，電力

会社側で共通仕様により管理することが難しい状況にあ

ることや，ASMEコードに基づく設計をする機器を中

国内で SI 単位を用いて設計していることの不便さな

ど，急激な展開をしている国に特有の課題が紹介され

た。「…原子力教育と要員確保」のセッションでは，米国

NRCは大学における学生数を増やすため，多数・多種

類の奨学金を学生および教育機関に支給する政策を始

め，2009年には2003年の1．8倍の数になったことが紹介

された。また，中国では2020年代までに100基を建設す

る計画があり，１万人の原子力エンジニアと10万人の熟

練技術工が必要となっており，急激に増える学生のクオ

リティを評価・管理するシステムの構築中である。「Gen

�Ⅳ」のセッションでは，JAEA塩沢氏から我が国の高温

ガス炉が出口温度950℃で連続運転に成功したことが報

告され，中国からは高速炉に関し，現在建設中の実験炉

CEFRに続き電気出力80万 kWの原型炉CDFRを2020

年までに建設する計画であることが報告された。

ICONEのメインである技術論文の発表セッションに

おいては，13分野（トラック）に分かれ，約800件（日本か

ら約130件）の論文発表がなされた。20年前の ICONE発

足時には機械工学，特に熱流動に関する研究発表が多数

を占めていたが，近年は計装制御設備分野などを含む原

子力に関する広いテーマが ICONEの分野に含まれてい

る。今回 ICONEとしては初めての試みとして，核融合

のトラックと原子炉物理・輸送理論のトラックを独立し

て設けたが，それぞれ約30件と約40件の発表がなされ，

今後はこれらの分野での交流がさらに期待される。ま

た，全体として見ると，近年のコンピュータ利用解析技

術の進歩を反映し，数値流体力学（CFD）を始めとする

各種解析技術に関する発表が多いことが特徴的だった。

また，ICONEの特徴の一つである学生プログラムに

は，各国から合わせて61名の学生が所属する学会から参

加費・交通費の補助を受け参加していた。さらに，その

うちの40名は ICONE終了後に西安から北京まで寝台車

に乗って清華大学（高温ガス炉HTR�10）と中国原子能科

学研究院（FBR研究炉）のテクニカルツアーに出かけ，

学生間の親睦交流を図っていた。

（三菱重工業・藤井澄夫，2010年 ６月３日 記）

中国の原子力発電への熱気
18 th International Conference on Nuclear Engineering（ICONE 18）

―Back to the future : Nuclear Energy for Global Sustainability―

2010年 5月17～21日（西安市，中国）
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毎朝７時50分，僕のウィーン生活には「個人的儀式」

（？）が存在する。国立オペラ座裏，ト音記号を描いた花

壇で有名な，ブルク庭園内のモーツァルト像を「脇見」し

ながら，小走りに仕事場へ向かうことだ。ただ単に「通

勤路」と言ってしまえばそれまでなのだが，僕の中では，

この些細な「脇見」の儀式が，ウィーンにいるという環境

を貴重なコトと呼び起こさせ，その日の音楽的活力を与

えてくれるモノのように感じている。ちなみにそのモー

ツァルト像，日中にはウィーンきっての記念撮影場所と

して，観光客がごった返すほどに大人気なのだが，早朝

に独り淋しげに佇む姿は，あたかも僕の「脇見」すら歓迎

してくれているようで……。

とまあ，光栄にもウィーンならではの素晴らしい「通

勤路」を持つ僕だが，実は「原子力」という言葉を聞くと，

少しだけウズウズする人間でもある。ここウィーンで

も，IAEAの本部が置かれていることに，小さな嬉しさ

を感じるのだが，生まれ故郷は茨城県日立市南部，久慈

川を挟み東海村の原子力施設までもう目と鼻の先！とい

う所である。校歌の歌詞にも「原子の火」と唄われる小学

校時代には，校庭から毎日，原子力発電所を眺めて育ち，

上京していた大学時代にも，常磐線から原子炉が遠目に

見えてくれば帰郷を実感し……奇しくも，ウィーンから

日本への里帰りでも，成田への着陸ルートの関係で，機

内から眼下に見える原子力施設を探してしまう僕であ

る。（笑）

さて，話は舞い戻るが，10分後の朝８時，国立オペラ

座内，およびバレエ学校の各リハーサル室では，早々に

も90分間休憩なしのバレエの「トレーニング」が始まる。

モーツァルト像から活力を頂いた僕は，そこで踊り手全

員を目覚めさせられるよう，エネルギッシュな演奏を！

と胸に刻みながら，ピアノに向かう日々である。今思え

ば自身の学生時代，こんな朝８時に，コンサートのよう

な「ハイテンション」でピアノを弾き続ける経験など，皆

無だったような……ようやく最近，相当甘めに自己評価

させて頂くとして？！少しは慣れた感じがする。

みなさんもご存知の通り，バレエはオペラ同様に「舞

台芸術」でありながらも，同時に，音楽に乗せた厳格な

「身体運動能力」を求められるモノで，その観点から言え

ば，僕の現実的立場は，彼らの「筋肉」を形成する「音楽

スタッフ」と言えるのかも知れない。バレエ学校の生徒

達は，前述した毎朝のトレーニングを経て，その後さま

ざまなリハーサルを行い，加えて学校での一般教科の授

業もあり，そして夜には公演がある日もあるわけで……

自由時間が全くないといってもよいほどの日常に，国立

オペラ座の客席から味わうバレエ公演の華やかさが，ま

すます貴重な時間に映る今日この頃である。

一方，そんなバレエの厳しい裏舞台から離れ，ウィー

ンの街に目を向けてみると，世界中の人々が「音楽の都」

と高らかに形容するこの街は，音楽を志す者かどうかに

関わらず，誰しもがその素晴らしさを実感できるほどの

環境である。実際，現代社会における調査結果でも，こ

の街の評価はすこぶる高い。昨年2009年，米国のコンサ

ルティング会社，マーサー社の世界215都市を対象にし

た「生活の質」調査で，ウィーンがナント第１位に輝いた

のである！東京が35位，ニューヨークが49位という結果

と比較すれば，ウィーンの街には，大都市には真似ので

きない「ヒトに優しい環境」が備わっていると言える。

僕のウィーン暮らしも，留学をスタートさせた学生時

代から合わせれば，本当にあっという間に！10年を超え

てしまった。音楽，バレエ，街歩き……芸術に囲まれた

生活に，心から感謝する毎日である。ブラヴォー，ウィー

ン生活！ （2010年 ４月15日 記）

ドナウ川の畔から 第４回

渡辺泰人（わたなべ・やすひと）
茨城県日立市出身。日本大学芸術学部音
楽学科および同大学院修士課程修了。芸
術学部長賞受賞。読売新人演奏会出演。
同大学院海外派遣奨学生として渡欧し，
ウィーン国立音楽大学ピアノ演奏科第一
ディプロマ課程修了。その後ミュンヘン
国立音楽大学研究課程，およびザルツブ

ルク・モーツァルテウム国立音楽大学ピアノ演奏科に学ぶ。
第６回モルコーネ市国際ピアノコンクール第２位（イタリ
ア）。現在，ウィーン国立歌劇場バレエ学校ピアニスト。ピ
アノ三重奏団“ヴェルトハイムシュタイン・トリオ・ウィー
ン”のピアニスト。

ウィーン国立歌劇場バレエ団研修生クラス。トレーナーの

E．テリ先生と共に（右から４番目が筆者）

ブラヴォー，ウィーン生活！

ウィーン国立歌劇場 バレエ学校ピアニスト 渡辺 泰人
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運転再開！
平成22年５月６日10時36分，多くの関係者やマスコミ

の人々が固唾をのんで見守るなか，その時がやってき

た。原型炉「もんじゅ」が再び臨界になり，運転を再開し

たのです。

私たち白木の区民は，この日を待ち望んで来ました。

高速増殖原型炉「もんじゅ」の運転再開の日は，白木の区

民にとって非常に大きな意味を持つ忘れられない記念す

べき日になったのです。この白木地区に「もんじゅ」を誘

致して40年の歳月が流れました。そして，1995年12月

のナトリウム漏れ事故以来，実に14年５ヶ月ぶりのこと

です。事故以来，区民は，この問題に対して冷静に対処

し，運転再開を信じて今日に至りました。その目的が達

せられて今日，ここに運転再開に至ったことを，心から

喜んでいる次第です。

この間における国，そして福井県の西川知事，敦賀の

河瀬市長を始め各関係者の方々のご尽力に対して感謝を

申し上げます。また，世間の風評や逆風に耐えて，今日

の運転再開に至った当事者の日本原子力研究開発機構の

岡闢理事長，早瀬敦賀本部長，向所長をはじめ関係者の

ご努力に改めて敬意を表します。

逆風を追い風に
「もんじゅ」を誘致した当時から，この地には長年逆風

が吹き荒れてきました。私の議員時代といえば，その逆

風との戦いだったかもしれません。しかし近年では，地

球環境温暖化問題など，色々な角度から原子力発電が再

認識されるようになり，世界各国が競って発電所の建設

を推進するような状況になってきました。原子力ルネサ

ンスというようなことも言われて，逆風も追い風に変わ

りつつあります。このような時期に「もんじゅ」が運転再

開の日を迎えたことは極めて有意義なことです。

『夢の原子炉』と呼ばれ，資源の乏しい日本にとっても

将来のエネルギー問題でも大きな役割を果たしてくれる

ものと期待されています。「もんじゅ」は研究開発の拠点

として，世界からも注目を集めているところです。

陸の孤島が世界の最先端に
かつて昭和30年代までは，敦賀半島は陸の孤島と言わ

くつ

れました。敦賀湾内では，沓の浦から立石まで“けもの

道”というような道が１本あっただけです。特に半島の

先端地域はそうでした。隣の集落との行き来も小舟が使

われていました。そこに世界の最先端技術をいく原子力

である高速増殖炉「もんじゅ」が建造され，地区の生活は

大変便利になりました。その「もんじゅ」に再び原子炉の

灯がともされたのです。このことは，かつての陸の孤島

が世界に向けて，最先端の技術を発信して行くことを意

味します。これは私たち白木区民にとっても大きな誇り

です。今日改めてこの喜びを関係者の方々，とりわけ原

子力機構の皆さんと分かち合いたく思います。

安全を最優先に
原子力発電は何をおいても，安全が最優先です。安全

を確保できていれば，逆風も吹きにくいものです。今後

とも安全が確保されて行くことを切に願っています。

「もんじゅ」を運転する原子力機構の皆さんには，今日

の運転再開の喜びを胸に，さらなる安全確保を期して，

努力されることを願っております。安全運転こそが，地

元の人々との共存共栄の礎でもあり，信頼に繋がってい

きます。福井県や敦賀市の発展，そして日本の電力需要

に大きな役割を持つことを自覚されて，安全運転に精進

されることを願って筆を置きます。

（2010年 ６月25日 記）

橋本昭三（はしもと・しょうぞう）
昭和３年生まれ。白木区長，敦賀市議会議長，福井県原子力

発電所所在議会特別委員会連絡協議会会長などを歴任。現

在，敦賀市立博物館協議会委員長。

白木地区からは縄文遺跡が出土。縄文文化研究家としても知

られる（坂本龍一×中沢新一「縄文聖地巡礼」（木楽舎，

2010））。昭和24年の歳の瀬（当時19歳）に，村の歴史を書き記

したものが一切ないことを知る。一念発起，翌昭和25年の元

旦から，聞き知った“村の歴史”を人目につかぬようにこつこ

つと毛筆で書き綴る。爾来，その歴史書は33，000枚になる。

⑫ もんじゅの運転再開の日を迎えて

敦賀市白木 橋本昭三

著者が綴った白木の郷土史（部分）
（敦賀短大編『原子力発電所立地地域のアーカイブス構築に
向かって』（同成社，2009））

585定点感測（橋 本）
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1．2009年度の学会誌編集に関するトピックス
2006～2008年度のWebアンケート結果やその他の意

見を基に，原子力分野の代表的雑誌を目指して，さまざ

まな記事企画や改革を2009年度に実施した。学会誌編集

に関するトピックスを以下に挙げる。

� 原子力学会創立50周年にあたり，「50周年記念特

集号」を2009年４月に発行した。

� 新連載講座「21世紀の原子力発電所廃止措置の技

術動向」を2009年８月から開始した。

� 新・不定期連載「未来型リーダーシップを拓く」と

新連載「定点“感”測」を2009年７月より開始した。

� 「わが国の最先端原子力開発」シリーズを2009年７

月より再開した。

� シリーズ解説ATOMOΣ Special「世界の原子力事
情」を2010年１月から開始した。まず，欧州編から

連載中である。

� 教育関係記事を充実させるために，主要大学の原

子力教育・研究についての解説記事を掲載すること

とした。

� 学会誌に新しい企画，アイデアを取り入れるた

め，適切な方に客員編集委員として幹事会に参加し

ていただいた。

� 従来のアンケート結果で評点の低かった「会議報

告」を充実させるために，会議情報の収集方法と企

画プロセスを改善した。

	 10月号から３月号まで，表紙に原子力発電所の作

業現場等の写真を採用した。


 「支部便り」，「部会便り」は記事種別から削除し，

「会報」に掲載することとした。

� 2007年度から2008年度にわたって掲載し，非常

に好評であった「高速炉」と「軽水炉」の連載を書籍化

し，目標数以上を販売した。

� 従来の記事は，原子力に関する記事が中心であっ

たが，幅広い記事を求める読者（Webアンケートな

ど）の声も考慮し，幅広い分野の記事，たとえば放

射線や医療，異分野のサイエンス記事などもとりあ

げるよう今後検討することとした。

 記事提案書の取扱いを明確化して，記事投稿に関

するプロセスの見直しを図った。

� 各記事欄の執筆者の所属，氏名等の記載方法を検

討し，統一を図った。

これらのうち，記事企画の成果については，後ほど触

れることとする。

2．回答者数の 4年間の推移
2006～2009年度の４年間のWebアンケートの回答者

数の推移を第 1図に示す。2006年度の後半と2007年度

は，毎月の回答者数として３桁を確保していたが，これ

は部会モニターの協力によるところが大きかった。部会

モニターは，原則として，各部会より，10名ずつモニター

を選出していただき，アンケートの回答を依頼した。部

会モニターは３ヶ月交代で，５期お願いしたが，2008年

度からは，部会モニター経験者への回答協力依頼に切り

替え，新たに2009年４月から，学会新規加入者に，個別

にメールで回答依頼を送っている。2009年度の後半から

回答者数が減少してきているので，適正な回答者数の維

持が今後の課題である。

3．記事別評価点
Webアンケートでは，各記事について，「内容」と「書

き方」に分けて，５点評価を実施しており，学会誌の企

画・編集作業において，その結果を利用している。第 1

表は，2009年度の月別平均評価点を示したものである。

月別の評価点は，年間を通して大きな変動はなく，一定

原子力学会では，多くの会員の皆様からご意見を伺うために，学会誌に対するWebアンケートを2006年４

月から開始し，同年10月号より，毎月の集計結果を学会誌上で公開している。アンケート開始２年目の2007年

度には，前年度のアンケート結果を参考に，さまざまな学会誌の改革を行い，2008年度からは，原子力分野の

代表的雑誌を目指した記事企画を行っている。アンケート開始４年目にあたる2009年度のアンケート結果か

ら，これらの記事企画の成果の検証と今後の課題の抽出を行った。

第 1図 Webアンケート回答者数の推移

記事企画の努力の成果が見られたこの 1年
2009年度のWebアンケートのまとめ（2009年 4月～2010年 3月）
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の品質が維持されていると言える。また，第 2表に，2006

～2009年度の平均評価点の比較を示す。2009年度の評

価点は，2008年度までに比べ，かなり改善されており，

Webアンケートの結果等を採り入れた記事企画の努力

の成果が表れてきたと言える。

第 3表には，2009年度の記事別の平均評価点の比較を

示す。主な分析評価は，以下の通りである。

� 記事別平均評価点の上位５件は，「講演」，「定点

“感”測」，「インタビュー」，「ATOMOΣ Special」，

「巻頭言」の順であるが，新企画記事が２件入ってい

る。「インタビュー」や「巻頭言」に関しては，幅広い

人選が好評であったと思われる。

� 技術的な記事の中心である，「解説」や「シリーズ

解説」も平均評価点が3．61と，比較的高くなってい

る。内容の評価点が高いことから，技術的記事の企

画に関しても読者から一定の評価を得たと言える。

� 「NEWS」や「ATOMOΣ Special」の内容の評価点
は，それぞれ3．70，4．06と高かったが，これは，読

者が国内外の原子力に関する動向の興味を持ってい

る表れであろう。

� 2008年度に，評価点が低かった「会議報告」（3．19）

は，3．34に改善されている。会議情報の収集方法と

企画プロセスの改善の効果が徐々に表れてきたとも

のと思われる。

� 「内容」に比べ「書き方」の評価点が低めとなる傾向

は，前年度と同一である。編集委員会では記事の読みや

すさ，わかりやすさの追求を図ってきたが，執筆者にも

一層の努力をお願いしたい。

4．自由記入コメントと今後の課題
Webアンケートでは，読者の忌憚のないご意見を伺

うために，「学会誌に対する要望」，「今後の掲載希望記

事」，「編集委員会への要望」の３種類の自由記入欄と各

記事へのコメント欄を設けており，2009年度は合計で約

400件のコメントをいただいた。これらのコメントのう

ち代表的ものを以下に挙げる。

� 原子力の問題を広い視野に立って考えるような記

事が多くなってきているので，自らの視点も広げる

ことができる。

� いろいろな意見や情報が盛り込まれていて，読み

応えがある。

� とかく非難ばかり受けている原子力だが，夢のあ

る記事を読むとうれしくなる。

� 縁の下の力持ちとなるような記事（水化学，保全，

廃止措置等）は興味深い。派手な仕事ではないが，

今後もがんばってほしい。また，学会誌は，このよ

うな地道な研究や成果も絶えず報告してほしい。

� 日本人は議論が苦手である。学会誌でおおいに議

論をけしかけてほしい。

今後の要望としては，

� 「会議報告」の掲載が開催時から遅れすぎている。

� 「会報」も見直してほしい。

� 年会の企画セッションは，聞きたいものが重なっ

てしまって聞けないことが多い。学会誌で報告を載

せてほしい。

� 海外の原子力開発事情について特集記事を掲載し

てほしい。

� 「異常事象解説チーム」の今後の活動について詳し

い話しを聞きたい。

� アンケートの回答者数が減ってきている。一般会

員からのフィードバックは重要なので何か工夫が必

要なのでは。

などの意見があった。

これらの読者の意見や要望も考慮して，更なる充実し

た学会誌を目指して，今後も，編集委員会で記事企画等

を地道に検討していきたい。（担当編集委員 小林容子）

第 1表 月別平均評価点

第 2表 平均評価点の年度比較

第 3表 記事別の平均評価点
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核燃サイクルの現場から

朝日新聞青森総局 西川 迅

２年前の春，青森に赴任して驚いたのは，原子力関

連ニュースの圧倒的な多さだった。原発やウラン濃縮

工場，低レベル放射性廃棄物最終処分場など，数々の

原子力施設を抱え，MOX燃料加工工場や中間貯蔵施

設も建設が控えている。行政や事業者の日々の動きを

追うだけでも，核燃料サイクルの全体像が見えてく

る。全国に「原発担当」はいても，「核燃担当」という記

者を置くのは青森ぐらいだろう。

最大の懸案は六ヶ所村の使用済み核燃料の再処理工

場だ。核燃料サイクル政策の要の施設だが，アクティ

ブ試験（試運転）の最終段階で足踏み状態が続いてい

る。高レベル放射性廃液から「原発のごみ」であるガラ

ス固化体をつくる重要な工程だ。

赴任当時，「年内にも本格操業」と聞いていたが，取

材するうちに「年内は無理。だいぶ時間がかかる」と思

うようになった。それが単純なミスやトラブルではな

く，炉の底に白金族元素が蓄積するという技術的な問

題だったからだ。

トラブルも多発した。廃液とガラスを混ぜる炉で

は，天井から耐火れんがが落下。炉内をかき混ぜる攪

拌棒が曲がった。大量の高レベル放射性廃液が配管か

ら施設内に漏れ，ますます本格操業が遠のいた。こう

したトラブルで，竣工時期の延期が繰り返された。ず

さんな運転管理が露呈し，技術への信頼は失墜した。

たとえ本格操業が始まっても不具合なく運転できるの

かと疑念がわいてくる。

再処理技術はフランスから輸入したが，このガラス

固化体の部分は，国産がベースだ。「オールジャパン

体制」で取り組むとしているが，これだけトラブルや

不具合を起こし，機器の改良が必要だったことを考慮

すると，試運転の開始時点ですでに準備不足だった点

が否めない。なぜ，これほど時間とコストがかかった

のか。研究レベルから事業化への流れで，技術移転に

問題はなかったのか。そもそも未熟な技術だったので

はないか。地元住民も同じような疑問を持っているは

ずだ。今後のためにも検証し，説明してもらいたい。

トラブルの復旧作業のための機器交換などで，2009

年度だけでも約30億円がかかった。総事業費２兆1，000

億円に比べれば微々たるものかもしれない。しかし，

それをたどると，私たちが支払っている電気使用料金

に行き着く。電力各社は，発電時に二酸化炭素を排出

しないという原子力エネルギーのメリットばかりでな

く，核燃料サイクルや廃棄物処分に費用が必要な点も

きちんと利用者に説明してほしい。

膨大な金が注ぎ込まれているのは，事業だけではな

い。青森に住み，県内各地に足を伸ばすと，「核燃マ

ネー」の地元への浸透ぶりを見せつけられる。いまの

時期，地域振興策の名のもとに，国の交付金や電力関

連事業者の寄付金の支援を受けた祭りやイベントが目

立つ。しかも，立地が集中する下北半島に限らない。

ほかの地域から不満が出ないように配分されているの

だ。核燃サイクル関連のテレビCMや番組も都会に

比べて多い。地域の伝統や特産をサポートする事例も

あるが，身の丈以上の金が市町村に流れ込む印象は強

い。「核燃マネー」への依存度は高まるばかりで，それ

は地元にとってもリスクになる。

青森県は今年，再処理工場で貯蔵している使用済み

核燃料にかける核燃料物質等取扱税（核燃税）の税率を

６倍に引き上げた。受け入れ時にも課税されるが，竣

工の延期で搬入の見込みが立たないから，貯蔵分で安

定的に税金を得ようという算段だ。「本格稼働して，

工場が動けば動くほど核燃税がじゃんじゃん入ってく

る」という県幹部の言葉を聞くと，金銭感覚が麻痺し

ているようだし，限られた財源で工夫を生み出す意識

も薄れるはずだ。

いま，再処理工場には，かすかな光がさしつつある。

１年半以上の中断を経て，トラブルの復旧が済み，試

運転再開へと動き出した。ただ，本来のコースに戻っ

てきただけで，これからが本番だ。目標にしている今

年10月の竣工時期も先延ばしは避けられそうにない。

日本原燃は７月末，時期の見直しを検討する考えを表

明した。新しい目標を掲げるたびに達成できなけれ

ば，「どうせ次も延期だろう」と思うのは記者だけでは

ない。住民や地元自治体も，その言葉を信用しなくな

る。さすがに，延期は今度限りにしてほしい。

（2010年 ７月30日 記）

西川 迅（にしかわ・じん）

朝日新聞青森総局記者

筑波大学環境科学研究科修了。2000

年入社。初任地の松江で原発を担

当。京都を経て，05年から東京本社

で科学・医療分野を取材した。08年

春に青森総局へ赴任。核燃料サイク

ルや，自然エネルギーなどを取材し

ている。
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